



















日本について「経済大国 ・生活小国」と 言われることがある o I経済大
国」の 1 つの指標は， 大きな国民経済の規模である O
国民経済の規模は名目 GDP で測定さ れる。202 年における日本の名目
GDP は為替相場 (202 年平均)で 換算すると 3，987.5 米ドル (以下， ドル
と略す) であり， OE CD 加盟30 ヶ国の中でアメ リカに次いで 2番目に大き
¥;) 0 
202 年の為替相場の平均は 1 ドル =125 .39 円であったO これは 自動車な
ど輸出入される商品の日米間価格関係を表 しているO これに対して OECD
が算出した購買力平価は 1 ドル =146 円であった。購買力平価は輸出入の
対象とならない商品やサービスを含めた生活費についての日米の価格関係
を示している O 為替相場でみると 10 円は7.98 ドルであるが，生活費から
みれば6.76 ドルの価値 しかないことを示している O
生活という面から経済の国際比較を行う場合には 購買力平価を使った
3 がよし=。そこで購買力平価で換算すると 202 年における日本の名目
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表 I-1
為替相場換算 購買力平価換算
10億米ドル 順位 10{ ]昔、米ドル 順位
アメリカ 10 ，383. 1 10 ，383. 1 
一一仇』
日本 3，987.5 2 3，43.9 2 I 
ドイツ 1，986 .2 3 2，137. 3 
イギ、リス 1，564. 4 1，65 .4 5 
フランス 1，43 l. 3 5 1，6 .5 4 
イタリア 1，184.3 6 1，483.6 6 
カナダ 724.8 7 95 l. 9 7 
スペイン 65.2 8 908.5 9 
メキシコ 637 .0 9 925 .5 8 
オーストラ リア 409. 10 54. 11 
注:順位は OECD 加盟30 ヶ国の中での順位。
出所: OECD ， N ，αtwn αl A co unts oj OE C D co u n tri es 19 1-20 2，204 
表 I ー 2 人口一人当たり名目 GDP ー 20 年一
為替相場換算 購買力平価換算
米ドル 順位 米ドル 順位
ルクセンブルグ 47 ，237 l 49 ， 150 
ノjレウェイ 41，965 2 35 ，482 3 
スイス 36 ， 72 3 29 ，940 6 
アメリカ 36， 121 4 36 ，121 2 
デンマーク 32 ，167 5 29 ，328 7 
日本 32 ，291 6 26 ，954 
アイルラン ド 31， 14 7 32 ，64 4 
アイスランド 29 ，53 8 28 ，39 10 
スウ ェーデン 26 ，956 9 27 ，209 14 
イギリス 26 ，426 10 27 ，976 12 
注，出所とも表 1 - 1 と同じ。
標である所得は， 経済の規模ではなく， 人口一人当たりの経済規模(人口



















日本 アメリカ イギ、リス ドイツ フランス
1980 2，162 1，893 1，883 1， 719 1，759 
1985 2，168 1，929 1，910 1，663 1，644 
1990 2，124 1，948 1，953 1，598 1，683 
1995 1，975 1，986 1，943 1，550 1，680 
2000 1，970 1，986 1，902 1，538 1，589 
2002 1，954 1，952 1，888 1，525 1，539 
注 :事業所規模は，日本は 5人以上，アメリカは全規模，その他は10人以上。
出所:近昭夫 ・福島利夫ほか f現代の社会と統計j産業統計研究社， 2006年.
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図l-l 週労働時間50 時間以上の雇用者の割合
日本 28 
ニュージー ラ ンド 21.3 
アメリカ 20.0 






ポル トガル 5.3 
ドイ ツ 5.3 
デンマ クー 5.1 
フィンランド 4.5 
イタリア 4.2 
ベルギー ~コココ1コ94 237 8 オー ストリアスウェ デー、ン
オランダ。 5 10 15 20 25 30 (%) 
注 1 ) アメ リカは198 年。
2 ) アメ リカと日本については週刊時間以上働いた雇用者の割合。
出所 f国民生活白書J 2∞6年版。
とアメリカは 1，90 時間台で1，50 時間台のドイツやフランスよりも 40 時
間以上も長い。





190 年代後半から20 年代初めにかけて， 労働者保護の規制緩和に対応
して， 男女とも 正規雇用者の比率が低下し，パー トタイマー，アルパイ
ター，派遣労働者などの非正規雇用者の比率が急速に高まっている O 企業
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ヨーロ ッパ大陸諸国で、は 一般にフルタイマーとパートタイマ一等の労























b 勺。、旬、 以勺 b へも fろう、 旬、以 4つもも~'-J ~Ü) y ~Ü) V ~Ü) .J ~Ü)V> ~05.J ~Ü)"V ~Ü) ' ~Ü)'-' ~ちらもらも もらU)'-' ~ U) '-' ~ U) - J ~ U) - J ~ Oj" J ~ 05 ら U ) - J ~Ü)-J ~ Ü)-J ~Ü)-J ，05 ららもらむ口、、、、、、、、、、、、九九%、九九
注 :全産業の所定内給与額の格差。
































4 )調査年は，アメリカ(1986年)，オランダ (2000年)，フランス，韓国 (2002年)，



























15 - 20 - 25 - 30 - 35 - 40 - 45 - 50 - 5 - 60 -
19 歳 24 歳 29 歳 34 歳 39 歳 4 歳 49 歳 54 歳 59 歳 64 歳
--- <)- _. アメ 1) カ(2 ∞3)
~一一 イタリア (2003)
-t:Iー韓国 (203)
一ーー ドイツ (2 ∞3) ーや一フランス (203 )
一→砂ーオランダ (203) 一→件ー スウ ェーデン (203)
一一一日本(2脳 (平成16 年))
注 : アメリカとスウ ェ ーデ ン の r 15~ 19歳J の欄は r 16 ~ 19歳」である 。


























トリ y クの考え方が支配的である O ドイツでは，現金給付型の子育て
支援としての「児童手当J は先進国で最も充実しているが，サービス








所得格差を示す l つの指標としてジ、ニ係数がある O ジニ係数は O に近い
ほど所得格差が小さく l に近いほど所得格差が大きい。 3 年ごとに行わ
れる所得再分配調査によるジニ係数の推移をみると 当初所得のジニ係数
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図m-l 当初所得と再分配所得のジニ係数
0.50 








0.340 - 咽圃凹・・・ ・岡町・・ '" 
0.320 一一一当初所得得I
0.30 11 -一ー 再分配所
1981 1984 1987 190 193 196 199 202 













方，租税による再分配の改善度は主に次の 2 つの理由により弱ま って
いる O
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ジニ係数 ジニ係数 改善度(%) ジニ係数 改善度(制 ジニ係数 改善度情)
1981 0.3491 0.34 13 10. 0.30 1 5.4 0.317 
1984 0.397 5 0.3426 13.8 0.3824 3.8 0.3584 
19 87 0.4似 9 0.382 16. 5 0.3879 4.2 0.3564 
190 0.43 0.364 15.9 0.4207 2.9 0.3791 
193 0.439 0.3645 17 .0 0.425 3.2 0.3812 
196 0.412 0.360 18.3 0.438 1. 7 0.372 1 
19 0.4720 0.3814 19 .2 0.46 1. 3 0.39 12 
20 0.49 83 0.38 12 23.5 0. 49 1 0.8 0.3917 
注: 1 ) 当初所得= 雇用者所得+事業所得+農耕所得+畜産所得+財産所得
+家内労働所得+雑収入+私的給付
2 ) 再分配所得=当 初所得一 (税+社 会保険料 ) +社会保障給 付
3 ) 税による再分配所得=当 初所得一税金




= (当初所得のジニ係数一再分配所得のジニ係数)/当 初所得のジニ係数X 1∞













所得税の最高税率は75 % (1 983 年) から37 % (1 9 年) へ大幅に引き
下げられ，高所得者に多く分布する金融所得(利子 ，配当，株の値上
り益など)に 対する優遇的な税率がさ らに引き下げられている O
その結果，再分配所得のジニ係数も上昇傾向を示 している o 190 年代末
には再分配所得でみても所得分配の不平等度が強まっており， 小泉内閣の
「努力する者が報われる減税J の影響が明瞭に現れている O
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2 所得格差の国際比較
政府は日本は平等な国であるとしている O その根拠としてあげられて き
たのが，内閣府が行う「国民生活に関する世論調査」で，生活程度を
「中」 とする者が約90 % ，うち「中の中」とする者が50 % 強 (204 年)を
占めている調査結果である O 一般にある居住地域には生活水準が似たよ う
な人が住んで，交際しており，意識調査を行えば「中」が大半を占めるの
は当然である O
先進国の所得分配 (再分配所得) について国際比較を行うと， ① ジニ係
数が大きく，不平等な国 (アメリカ，イギリス，オーストラリアなど大洋




いる O 相対的貧困率は 世帯の可処分所得 (当初所得マイ ナス直接税 ・社
会保険料)の中位数の 50% に満たない人々の全人口に占める比率である O






付， 生活扶助，児童手当など) またはサービス給付 (医療サービス，介護
サー ビス，保育サービスなど)の形態をとって行わ れ 合わせて社会保障
給付と よばれる o ILO 基準の社会保障給付の対国民所得比は， 急速な高齢
284 
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汽 t - n
出所 :OECD ， lncom e Disp αrities 'in C九'in α，204 ，p.141 ， Tab le 8.l ，より作成。






メキシコ 20 .3 20 15 オーストリア 9.3 
2 アメリカ 17 .0 20 16 ポーランド 8.2 
3 トルコ 15 .9 20 17 ハンガリー 8.1 
4 アイルランド 15.4 20 18 ベルギー 7.8 
5 日本 15.3 20 19 フランス 7.0 
6 ポルトガル 13 . 7 20 20 スイス 6. 7 
7 ギ、リシャ 13 .5 19 21 フィンランド 6.4 
8 イタリア 12 .0 20 2 ノルウェー 6.3 
9 オーストラリア 11. 9 20 23 オランダ 6.0 
10 スペイン 11. 5 195 24 スウェーデン 5.3 
1 イギリス 11. 4 20 25 チェコ 4. 
12 ニュージーランド 10.4 201 26 デンマーク 4.3 
13 カナダ 10 .3 20 OECD 平均 10. 7 

















2 )調査年次は，スペイン・ベルギー(1 95 年)，ギリシャ・オーストリア(1 99 年)，
ドイツ・スイス・ルクセンブルク (201 年)，メキシコ・トルコ (202 年)以外の国は 200 年。
出所:橘木俊詔「最低賃金制度の拡充策 J r生活経済政策J 205 年 8 月号。
原資料:“ Income Distribution and Pov erty in OECD Countries in the Second Ha !f of the 190s ヘ
OECD Social Employment αnd Migr αtion Wor k' ing Pαpers 2 ， 204 
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出所:堀 j勝洋編 『社会保障読本 第 3 版j 東洋経済新報社，2∞4年 (原資料は IL O ，The Cost 0/ 
Social Securi ty. )。
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化を背景として急速に上昇 している O
高齢化率(老年人口 比率，全人口に占める 65 歳以上人口の比率) が10 %
から20% に上昇するのに要する期間がスウェーデン65 年， ドイツ60 年，ア
メリカ 56 年，イタリ -41 年，カナダ40 年であるのに対して，日本では20 年
(1984 年→205 年)ときわめて短い(国連人口部 200 年人口推計による O
日本は日大人口研究所の推計による)。
部門別にみると， I年金j の上昇が最も大幅で，介護保険制度が導入さ




主要 6 ヶ国の社会保障給付費の対 GDP 比を比較すると， 30% 前後の高
福祉型(スウェーデン，フランス， ドイツ )，約15% の低福祉型 (アメリ








年金・医療以外の「その他J の水準が低い事情は OECD 基準の社会支







年度 195 20 20 1 20 
高齢 39.2 4. 7 45 .4 47.0 
遺族 7.6 7.2 7.0 6.9 
障害，業務障害，傷病 4.5 4.0 3.8 3.8 
保健 40 .1 35.6 34.9 3.5 
家族 3. 1 3. 3.5 3.5 
積極的労働政策 1. 5 1. 3 1. 3 l. 3 
失業 2. 7 2.9 2.9 2. 7 
生活保護その他 l. 3 l. 2 l. 2 l. 3 














出所:国 立社会保障-人口問題研究所「社 会保障統計年報J 205 年版。
表N-2 主要先進国における政策分野別社会支出 (OECD 基準)の対 GDP 比一201 年一
% 
障害業 積極的 生活保
高齢 遺族 務災害， 保健 家族 労働政 失業 住宅 護その ぷ仁~、き口I 
傷病 策 他
日本 10.7 1. 6 0.91 8.29 0.82 0.31 0.68 0.28 23.72 
アメ リカ 5.93 0.94 1. 53 7.1 6 0.43 0.17 0.34 0.54 17.0 5 
イギリス 11. 10 0.76 3.31 7.92 2.8 0.45 0.36 1. 8 0.24 28.90 
ドイ ツ 15.72 0.58 4.87 10.82 2.68 1. 50 1. 69 0.26 0.7 38.3 
フランス 14. 臼 2.05 2.93 9.82 3.83 1. 76 2.2 1. 19 0.54 38. 
スウ ェー デン 12.95 0.87 8.10 10.4 4 4.10 1. 91 1. 34 0.89 0.8 41. 48 
注 :日本の「住 宅J は統計数値が未整備なため不計上
出所: 国立社会保障・人口問題研究所「社会保障統計年報J 205 年版。
原資料諸外国については， OECD ， So ci al E. 却 en ditur e Dαω bese ， 204 。
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ハun u  n U  
日本 アメ リカイギリス ドイ ツ フランススウェーデン
の「高齢」と医療保険給付 医療扶助等の 「医療」で約80 % と圧倒的な割
合を占めている o 195 年度には「高齢」と「医療」はほぼ同じ比率であっ
たが，その後「高齢」の比率が高まっている反面， I医療」は社会保障給




主要 6 ヶ国の社会支出の対 GDP 比を比較すると 40% 前後の高福祉雪l
(スウェーデン，フランス， ドイツ)，20% 前後の低福祉型 (アメリカ，日
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とジニ係数の関係社会保障給付費(対 GDP 比)図N-4
y = - 0.623x + 43.6 5 
R 2 = 0.3 498 
• 
• 、、、・ • 















貧困の動向とセーフテイネ ットの役割J r生活経済政策j出所 :駒村 康平，金明中「所得格差
2∞6年 7 月号。
原資料 : OE CD， Society αLα Gl αηce .. OE CD Soci αllndic αtors ，20 5より作成。
社会保障給付費(対 GDP 比)と相対的貧困率の関係図N-5
y = - 0. 5719x + 22.47 
• R 2 = 0.4567 ~~. 、 • 
¥ ¥ ¥  • •• . - - - ¥ ¥ .  
¥ ご ¥ • • 














30.0 25 .0 15.0 20 .0 
社会保障給付費 GDP 比





費の G DP 比とジニ係数 ・相対的貧困率の聞には相関関係がある O















学校教育費の GDP の格差は大学 ・短大の高等教育費で特に大きい。欧
米では大学生の多くが国公立大学に所属しているのに対して，日本では大
学生の多くが私立大学に所属 しており，私立大学の教育費はほとんどが入
学金 -授 業料に依存している O 日本の大学生の親は 租税負担は軽いもの
の，入学金・授業料のような私費負担が重くなっている O
「福祉と環境」コース ・教材 29 1 





7.0 ←ー トー トー
己二





4.0 トート一一 ト一一 一 トー
一3. 0 一 トー ー ト一一 r- ーー トー
2. 0 r-- ト一一一 ト一一一 ト一一一 トー
l. 0 トーーー トー一一 一 ト一一一 ト一一一 トー。
|ロ且肯lUII 駐f1 胃
デノ0マn スウム0.2 デシ1フイ 0〆予I ド|フ0ラI(ンス|アメ2.3リカ | カナ1. 3ダ | イ主0斗8 ス|ヒ li() 」ど | 比1二H 笠3と41 
|ロ 公判 n~lfi1f明 6.8 I 6.3 I 5.i I 5. 6 I 5. 1 4.9 4.7 I 4.:l 3.5 4.8 




出所:総務省統計局 『世界の統計J 206 年版。
VI 住宅
良質な住宅が家計の重い負担にならずに確保でき ることは， 安定 した生
活の基本である O そこで ヨー ッロッパ先進国の住宅政策で、は，低家賃の公
営住宅の供給 または家賃補助が柱になっている O これに対して 日本の住宅
政策は， 建設業等住宅関連への市場の拡大を通 じる経済成長促進 ・景気回
復の手段として使われて きた。そこで住宅政策の柱は持家建設促進に置か
れた。大都市， 特に東京では持家を確保 しょ っとすれば，世界の主要都市
でロンドン に次いで高価なため 重い住宅ロー ンを数十年にわたって払い
続けなければな らない。家計に過重負担と ならない価格の住宅を確保すれ


















































































なく，企業も負担する O たとえば社会保障負担 (1社会保険料J)は，
① 
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日本 37. 6. 1 43.9 
アメリカ 31. 8 6. 38. 
イギリス 47. 1 4.2 51. 2 
ドイ ツ 53 .3 5.1 58.4 
フランス 60.9 5.6 6.5 
スウェ ーデン 71. 0 0.1 71. 1 
注 : 1 ) 日本のみ2∞6年度予算案ベース。
2 ) 国民負担は国税，地方税，社会保障負担の合計。
3 ) 財政赤字比率は一般政府ベース (日本とアメリカは社会保障基金を除く)。
出所:総務省自治税務局 『地方税Iti IJI 羽係資料J 206 iF 5月。
表百一 2 主要国における主な経費の対 GDP 比一一般政府ベース， 20 年一
% 
ぷCI込舌fi t 人件費 中間消費 社会保障給付 総資本形成 その他
日本 38.2 6.6 3.5 16.8 4.7 6.6 
アメ リカ 35. 7 10 .1 7.5 12.0 2.6 3.5 
カナダ 41. 6 11. 1 8.5 11. 1 2.5 8.4 
イギリス 41. 8 11. 0 12. 1 14. 1. 8 2.5 
ドイツ 48.5 8.0 4.0 27 .9 1. 5 7.1 
フランス 53. 14 .2 5.6 24 .9 3.4 5.4 
スウ ェーテe ン 58.3 16.3 10. 3 20.7 3. 7. 7 
注 : 1) カナダは20 1年の計数。
2 ) その他には，利払費等，その他の経常移転，資本移転，用地等取得費 (純) などの経
費が含まれる。
出所 :OECD ，N αtw ηαL A c ounts of OE C D co u叫 η es，
VoL.4 G trneγαL G ovem m ent A coun ts 199 1-2 00 2 ， 204 
雇用者については1/2 以上を企業が負担 している o 国民負担率60 % と

















次に高所得層であり 多額を貯蓄した り 民間保険に保険料を支払っ
たりして， 準備しておくことができる O これに対して， 一般の国民は
私費負担で行われると， 企業が負担を免れる分だけ負担が重くなって
生活の水準低下，不安定化が進むことになる O
2 主要先進国の 3 つのタイプと「小さな政府」の日本
国民負担率に財政赤字分を加えた「潜在的国民負担率」を指標としてみ
ると ，主要先進国は， I大きな政府」のスウ ェーデン・フランス (2 / 3 ~ 
70 %) ， I小さな政府j のアメリカ・日本 (40 % 前後)，その中間型の「中
規模の政府」のドイツ (60 % 弱) の 3 タイ プに区分することができる O
財政支出の GDP 比でみても 「大きな政府j のスウ ェーデン・フランス
( 54 ~ 58%) ， I小さな政府」のアメリカ・日本 (36 ~38% ) ， I中規模の政
府J のドイツ (50 % 弱) と同じタイプ区分になる O
日本の歳出規模の小ささは経費別にみると 主に社会保障給付費と人件費
「福祉と環境」コース ・教材 295 
でみられる O 人件費の小ささは 医療供給や高等教育における公的部門の
低いウエイト，初等教育等公的部門のウエイトが高い領域における少ない
人員配置などを反映しており 教育や保健・福祉サービスの立ち後れと結
びついている O 医療 ・老後保障 ・子育て等や教育の分野で、政府部門が小さ
な役割しか果たしていないことが 日本の「小さな政府」という特徴を規
定している o I小 さな政府J にな っている分だけ，私費負担が重いことに
なる o 例えば203 年の総医療費に占める患者負担の割合は日本では17.3 %
でフランス (7 .6%) ， ドイツ(1 0.4 %) ，イギリス (1.0 %) ，アメリカ
(1 3.2%) と比較して著しく 高い。






第 1 に社会保障や教育において国 -地方自治体の責任をもっ範囲が狭ま
り，個人の 「自己責任」が強調されることにより 所得格差がさらに拡大




は楽になるという 誤っ た考え方が定着 してしまう O
「大きな政府j で高負担のスウェーデンと「小さな政府」で低負担の日
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40 45 50 5 60 (96 ) 
一般政府支出 (対名目 GDP 比)
出所:神野 直彦 ・井出英策 (編) r希望の構想 分権・社会保障 -財政改革の トータルプランj
岩波書庖. 2∞61:手. 25 頁。




公的負担率(1) 26 .8 51. 6 
一般政府財政収支(2) 一5.5 2. 1 
潜在公的負担率(3)= (1) 一(2) 32.2 49.5 
個人の受益率(4)= (5)+ (6) 18.3 37 .6 
うち社会保障給付(5) 14. 7 31. 0 
公的教育支出(6) 3.6 6.6 
潜在純公的負担率(7)= (1)一(4) 14.0 11. 9 
出所:藤井威「スウ ェーデンの福祉と経済J (社) 生活経済政策研究所主催講演会 (205 年12月
21日) レジメ . 3頁。
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デンは日本の 2倍である o 公的負担率から個人の受益率を差しヲ|いた純公


























図四一 2 先進諸国の1980 年代における公的負担率と
実質 GDP 成長率(年平均)の関係
1 (96 ) 
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2.0 2.5 3.0 
1980 ~ 90 年の平均 GDP 実質成長率
出所・やjl!l-}直彦-井出英策 (編)，前掲:Q}， 12頁。
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一 3 によると， 1980 年代には公的負担率が低い 「小さな政府」は実質成長
率が高いという関係が表れており，その中での If 憂等生J は日本であった。
ところが190 年代に入ると，公的負担率と経済成長率との聞の相関関係は
表れなくなっている O 日本は「小さな政府」指向を強めるが，経済成長率
は最も低い「劣等生J に転落し 大幅な「財政赤字」を招いてしまう O 一
方， スウェーデンやフ ィンランドの ような北欧諸国は， I大きな政府J で
ありながら日本よ りも高率の経済成長を達成するとともに， I財政黒字J
化に成功する O
神野直彦教授によると 1980 年代と 190 年代の差は世界的な産業構造の
転換に よる。第 3 次産業革命と呼ばれる工業社会からポス ト工業社会への
転換が進んでおり ここでは「小さな政府J 指向では後退しつつある次の
ような政策を強化する必要があるという(神野直彦-井出英策(編) ，前
掲書，16 ~ 19 頁)。
( i ) 新しい産業創出や仕事づ くりへの冒険的挑戦を促進するための，
失敗したときに生活を保障 してくれる社会的セーフテイネ ットの整
備。
( ii ) 人間の能力を高める教育サービスや再チャレンジを可能とする積
極的労働政策の ような現物給付の充実。




力ランキングで最上位を 占め ポスト工業社会に的確に対応している O
日本は旧来型産業構造の維持にとらわれ 低コスト ・低価格競争にあけ
くれている O 低コスト・低価格競争に勝ち抜くために 非正規雇用を拡大
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出所:唐鎌直義「公的年金制度とその問題J，近昭夫・福島利夫ほか，前掲書，108頁。
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大きいことを当然であると受け止めていること である O 後期高齢者の相対








日本における年金の給付水準は 現役男子労働者 (第 2号被保険者) の
手取り平均年収に対する年金受給年額の比率(=所得 代替率) で示されて
いる o 204 年年金改正時のモデル年金(妻 は専業主婦を続けた家族，平均
賃金で40 年加入)の年金 月額は23. 万円 (夫婦 の基礎年金13.0 万円， 夫の
厚生年金10.1 万円) で，現役男子労働者の手取り平均月収 (39. 万円)に
対する比率は59.3 % とな っている O
このモデル年金の約60% という所得代替率は主要先進国と比較して遜色
ないし，月額23. 万円という 年金を受給できれば老後貧困に陥ることはな
い。しかし図四一 2 と図咽 -3 に示される通 り 実際の老齢年金受給額を
みると，モデル年金通りに 「満額受給」しているのは男子の一部にすぎな
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年金しか受給できないため 年金受給額は低くなってしまう o 最近問題に
なっているフリーターなどで国民年金に加入しない者は基礎年金を受給で









りも低い支給額が許容されたのである o 198 年年金改革で，国民年金が20
歳以上の者は誰もが加入する基礎年金に切り替わった時に，低い給付水港
をその まま引き継いでしま った。「小さな政府」を堅持し，年金への国庫








図'AI -4 介護費用支出の GDP 比-20 年一
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メリカ，イギリス， ドイツなどとほぼ同じ水準である O ただしアメリカ，
ドイツ，イギリスなどと比較すると，日本では民間支出が少ないために介
護費用支出合計の水準は低し ) 0
アメリカ， ドイツなどでは，寄付金 (アメリカ)や教会税 (ドイツ，政
府が教会に代わって徴収) といった民間資金を財源とした教会など民間非
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排出量 (C02 換算 ・ 10 万 t) 増減率(%)
計 二酸化炭素 メタン 亜酸化窒素 1990~2002年
アメリカ 6，934.6 5，782.4 598.1 415.8 13.1 
日本 1，30.8 1，247.6 19.5 35.4 12.1 
ドイツ 1，014.6 864.1 81. 4 5.8 -18.6 
カナダ 73. 1. 2 57.9 94.0 52.9 20.1 
イギリス 634.9 537.4 4.1 41. 0 -14.5 
イタリア 53.8 469.0 34.3 42. 8. 
オランダ 213.8 176.7 18.7 15.3 1. 1 
フィンランド 82.0 69.5 5.1 6.8 6.8 
スウェーデン 69.6 54.8 5. 7 8.4 -3.5 
ノルウェー 5.3 40.9 6.9 5.8 6.1 
』ーー ーー ーー ーー ーー ーー ーー ・ーー ー ーー -ー-ー ーーーーーーーーーー ーー』ーーーーーーーーー田ーーー ーーーーーーーーーーーーーーー ーーーーーーーーーーーーーーーー -ー--------回ー ・ー ーー ーー 』
OECD 加盟国 14 ，472.5 11 ，98.3 1，285.4 934.6 6. 
EU 加盟国 4，12 1. 8 3，382.3 347.6 327.3 -2.6 
注: OECD 加盟国は加盟30 カ国から韓国， トルコおよびメキシコを除く 27 ヶ国の合計。
出所:総務省統計局『世界の統計 j 206 年版。
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表区一 2 ヨーロッパ諸国における税制面での地球温暖化対策
フィンランド ノルウェー スウェーデン デンマーク オランダ
190 年 191 年 191 年 198 年
O 炭素税の導入 0 炭素税の導入 0 炭素税の導入 -一般燃料課徴
-炭素含有量に応 -既存の燃料税に -炭素含有量に応 金の導入(環
じた課税を導入 炭素税を上乗せ じた課税を導入 境関連支出の
194 年 ただし，課税は するとともに， 財i原である現
-炭素含有量及び 炭素含有量に比 既存の燃料税を 存の課徴金を
エネルギー量を 例せず。 引下げ 統合)
基準とする課税 192 年 190 年
-石炭等に課税対 -一般燃料課徴
197 年 象を拡大 金を炭素含有
-炭素含有量のみ 203 年 量に応じた課
に応じた課税に -石炭を課税対象 税にするとと
再変更 から除外 もに税率引上
イギリス ドイツ フランス イタリア
~.f 
192 年
1993~99年 199 年 19 年 19 年 0 一般燃料税の
O 炭化水素油税の 0 鉱油税の引上げ， -汚染活動一般税 0 物品税の改正 導入
引上げ 電気税の導入 の導入(廃棄物， -鉱物油に係る既 -炭素含有量及
-税率を物価上昇 .20 年から 4 年 大気汚染物質， 存の物品税の税 ぴエネルギー
率以上に毎年引 聞にわたり両税 航空機騒音に係 率を炭素含有量 量を基準とす
上げ(エスカ の税率を段階的 る各種の課徴金 に応じたものと る課税に移行
レーター制度) に引上げ を統合) するとともに， 196 年
201 年 20 年 205 年まで段階 0 燃料規制税の
0 気象変動税の導 -汚染活動一般税 的に引上げ 導入
入 の課税対象を事 -石炭等に課税対 -家庭等による
-事業用の電気， 業によるエネル 象を拡大 小規模なエネ
石炭，ガスの供 ギー中間消費に ルギー消費を
給に課税対象を 拡大する施策が 対象に追加的 l
拡大 違憲判決により な課税を導入
無効
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税率・ 税率: 2，40 円/炭素トン 税収額:約 3，70 億円









実施時期 平成19 年 l月
注:下線が付しであるガソリン，軽油，ジェット燃料は当分の間，適用を停止する。

















1945 年 8 月 敗戦(ポツダム宣言受 9 月 GHQ ，公衆衛生対策に
(昭和 20) 諾，無条件降伏)，第二次大 関する覚書を発表
戦終結 10 月 保険診療報酬単価引き




11 月 マッカーサ一元削J，首 差別診療の排除)
相に民主化のための 5 大改 12 月 生活困窮者緊急生活援
草(婦人参政権，労働組合の 護要綱
促進，教育の自由主義化，専 12 月 (旧)労働組合法公布
制政治の廃止，経済の民主 (団結権，団体交渉権付与)
化)を要求 12 月 GHQ ，救済ならびに福
12 月 農地調整法改正公布 祉計画に関する覚書を発表





1946 年 2 月 金融緊急措置令(新円 2 月 GHQ ，社会救済に関す 2 月 新日本窒素(現チッソ)，
(昭和 21) 切替) る覚書，日本政府の救済福 工場廃水を無処理で水俣湾
3 月 物価統制令公布 (3.3 物 祉計画の条件付承認(国家 へ排出
価体系) 責任の原則，公私責分離の
4 月 持株会社整理委員会令 原則により，民聞社会事業
公布(財閥解体の本格化) 団体に対する補助金禁止)
5 月 食糧不足で食糧メー 5 月 足尾鉱毒根絶期成同盟
ァー 会，古河鉱業と恒久的対策
6 月 ララ物資による救済始 で合意
まる
10 月 農地調整法改正等(第 9 月 (旧)生活保護法公布 9 月 佐賀県の有明干拓事業
2 次農地改革) (無差別主義，国家責任主義 が国営に移管
11 月 「日本国憲法j公布 一般主義のGHQ による公
11 月 米国務長官，対日賠償 的扶助 3原則守る，欠格条
に関するポーレー賠償委員 項あり)
の最終報告を発表 9 月 民生委員令公布
12 月 石炭・鉄鋼を中心とす 9 月 労働関係調整法公布
る「傾斜生産方式j開始
1947 年 3 月 教育基本法公布，学校 1 月 マ元帥， f2.1 ストj中止 3 月 只見川(新潟)総合開発
(昭和 2) 教育法(6.3.4 制)公布 dロEロ~.;.寸-コh 計画が発表される
4 月 独占禁止法公布 4 月 健康保険法改正 6 月 大阪・酉島地盤沈下，地
4 月 地方自治法公布 4 月 労働基準法公布 下水水位観測所が観測を開
5 月 「日本国憲法j施行 9 月 労働省設置 ま台
7 月 新物価体系第 l次発表 10 月 強制加入制の旧市IJ. 日 9 月 鹿児島県大口市の金山
(価格差補給金→財政赤字 本医師会・日本歯科医師会 の鉱毒調査実施，水田20
→日銀券の増発，インフレ GHQ の日本民主化の一環 ha が枯れ死寸前と判明




1 月 農業協同組合法公布 1 月 職業安定法公布 1 月 東京都，約 3 千万坪の
12 月 食糧管理法改正公布 1 月 国民たすけあい共同募 区画整理事業を決定




1948 年 1 月 ロイヤル米陸軍長官， 6 月 国民健康保険法改正 3 月 大阪府土木工事取締条
(昭和 23) 「日本を全体主義に対する (市町村公営原則，任意設立 例(地盤沈下対策)制定
防壁にするJと演説(r 逆コ 強制加入制) 4 月 マッカーサー覚書によ
ースJ) 7 月 民生委員法公布 る道路補修 5 ヶ年計画発表
3 月 自治体警察を廃止，集 7 月 医師法，医療法公布 6 月 鉱害復旧の「プール資
権的新警察制度発足(国家 7 月 政令201 号公布施行(公 金制度」発足
地方警察本部) 務員の団交権・争議権を禁 6 月 東京湾へ流入する河川
7 月 マ元帥，首相に公務員 止) のうち目黒川，神田川，渋谷
の争議禁止，郵政と電信電 8 月 東宝争議激化(砧搬影 川，石神井川，隅田川が都市
話の 2 分割，鉄道・専売の公 所にアメリカ箪・武装警官 排水による汚染が著しいこ
共企業体化を求める書簡を が出動) とが報告される
送る 8 月 保険医の再指定(医療 7 月 福岡県遠賀川で特別鉱
7 月 マーカット GHQ 経済 保険の定着に向かう) 害復旧工事が開始
科学局長，経済10 原則実施 8 月 社会保険診療報酬基金
を政府に指令 設置(新たな一元化された
7 月 政府，経済10 原則を発 支払機関によるスムースな
表 支払により医療保険の定
8 月 米，エロア資金による 着)
対日物資供給開始 8 月 生活扶助基準にマーケ
ット・バスケット方式採用
1 月 日鉄八幡製鉄所争議，
参加人員延べ 6 万人， 1920
年以来の大ストライキ
11 月 国家公務員法改正公布 1 月安定本部(安本)，電力
(争議行為等を禁止，人事院 開発 5 ヶ年計画発表
12 月 アメリカ政府，マ元帥 設置)
を通じ「経済安定 9 原則Jを 12 月 社会保障審議会(杜保
指令 審)設置
12 月 GHQ ，岸信介ら A 級戦 12 月 国連第 3 回総会，世界 12 月 都会地転入抑制法廃止
犯容疑者18 人を釈放 人権宣言採択




4 月 ドッジ公使，インフレ 4 月 厚生省社会局長，国民
沈静化のための「ドッジ・ラ に積極的保護請求権はない
イン」打出す(ドッジ不況で 旨を通知(憲法第 25 条の生
大量失業発生) 存権保障と矛盾) 5 月 鉱山保安法公布
5 月 通産省設置 5 月 生活保護法施行規則に 7 月 大阪港湾技術調査会，
6 月 日本固有鉄道，日本専 不服申立制できる 地盤沈下の原因を明らかに
売公社発足 5 月 緊急失業対策法公布 する
9 月 シャウプ勧告(所得税 5 月 失業制保度険採法用改)正(日雇 8 月 東京都，水洗便所助成
中心主義の税制と市町村優 失業保険 規則を制定
先による地方自治の確立) 6 月 (新)労働組合法公布 8 月 東京都，工場公害防止
12 月 外国為替・外国貿易管 12 月 身体障害者福祉法公布 条例を制定





1950 年 3 月 原子力兵器の絶対禁止 5 月 (新)生活保護法公布 5 月 国土総合開発法公布
(昭和 25) を求める「ストックホルム・ (生存権保障をうたう，欠格 (多目的ダムを建設)
アピール」発表 条項を撤廃，国家責任の明 5 月 北海道開発法公布
6 月 朝鮮戦争勃発 確化) 5 月 特別鉱害復旧臨時措置
7 月 株式市況未曾有の活況 5 月 杜保審，社会保障制度 法公布
(朝鮮特需ブームの始まり) 研究試案要綱を作成，児童 5 月 港湾法公布
7 月 マ元帥，警察予備隊創 手当の創設を盛り込む 6 月 首都建設法公布
設を指令 10 月 杜保審，社会保障制度 8 月 大阪府事業場鉱害防止
8 月 警察予備隊令公布 に関る第 l次勧告(I民生安 条例制定
定所」の設置と「特別法人制 12 月 富山市，全国初の工場
度」の確立，児童手当を削除 誘致条例制定
-GHQ の意向を取り入れ 12 月 横浜・本牧沖から金沢
沖にかけて重油流出，ノリ
全滅
195 年 1 月 自立経済審，経済自立 3 月 社会福祉事業法成立 3 月 宇部市議会，宇部興産
(昭和 51) 3 カ年計画を答申 ( 6 月施行，公私の責任分離 に集塵装置の設置などの公
3 月 資金運用部資金法改正 福祉事務所の設置，社会福 害対策を決議， 6 月条例制
(戦後，公団・公庫などへの 祉法人制度で公の「委託」を F疋..... 
長期・低利資金供給を通じ 可能に)児童福祉法・身体障 4 月 河川総合開発事業始ま
て経済成長を支える)国・地 害者福祉法・社会福祉事業 る
方債運用に限定されていた 法の「福祉三法体制jの成立 5 月 9 電力会社発足(電力
財政投融資が公団・政府金 4 月 国民健康保険税の創設 会社再編成)
融機関にも拡大 (収納率引き上げのため保 6 月 新土地収用法公布
5 月 GHQ ，6 月末で対日ガ 険料を税として徴収) 6 月 森林法全面改正(森林
リオア援助打ち切りと声明 6 月 ILO 総会，日本の復帰 の乱伐禁止)
6 月 政令諮問委，経済関係 を承認 7 月 大阪市西淀川区の住民
法規の検討を終える(独禁 6 月 公営住宅法公布 が町工場の騒音(機械振動)
法の大幅緩和，事業者団体 7 月 総評結成 に耐えかねて大阪府に陳情
j去の廃止，財閥解体関係法 (公害問題をめぐる住民運
令の原則廃止など) 動のはしり)
7 月 朝鮮休戦会談，開城で 10 月 杜保審，社会保障制度 8 月 国土総合開発法第 l次
聞く に関する 9 項目の第 2 次勧 指定
9 月 米価審議会，米価算定 止Eh3 10 月 東京で小型トレーラー
に所得パリティ方式採用を 10 月 福祉事務所発足(社会 によるゴミ収集開始
答申 福祉の現業機関の整備，分 12 月 天竜川水域が国土総合
9 月 対日平和条約友ぴ日米 権化，職員定数は法定基準 開発法による特定地域に指
安全保障条約署名 の 2 割で出発) 定される
1952 年 l月 日本開発銀行設立 5 月 国民健康保険，再建整 l月 卜津川・吉野川の国営
(昭和 27) 3 月 企業合理化促進法公布 備資金貸付制度等実施(診 分水工事が決定
療報酬の未払を整理) 2 月 岡山県，水島地区の国
6 月 長期信用銀行法公布 6 月 ILO の社会保障の最低 有地を買収，臨海工業基地
8 月 日本，国際通貨基金 基準に関する 102 号条約採 化
(I MF) ・世界銀行に加盟 択 6 月 道路整備特別措置法公














1953 年 2 月 朝鮮戦争での特需 9倍、 3 月 身体障害者福祉法・児 1月 長野県の昭和電工塩尻
(昭和 28) ドルを突破 童福祉法改正(更正医療の 工場下流の田川で魚類多数
5 月 IMF ，円平価 (1 ドル= 給付開始) が浮上し死亡
360 円)を決定 5 月 精神障害者の入院措置 2 月 北上川地域総合開発計
6 月 川崎製鉄千葉工場，第 要綱を決定 画が閣議決定
l号高炉火入れ(戦後初の 7 月 予算成立により国民健 6 月 昭和電工塩尻工場の石
鉄鋼一貫工場の建設) 康保険医療給付費の 2割国 灰窒素により，周辺の果樹
6 月 通産省，徳山旧海軍燃 庫負担実現 固に被害発生
料廠を昭和石油へ払下げ決 8 月 民生委員法改正(関係 8 月 港湾整備促進法公布
r疋... 行政機関に対する協力とし 10 月 電源開発審議会， 5 ケ
7 月 朝鮮休戦協定調印 て位置づけ) 年計画を決定
9 月 独占禁止法改正公布 8 月 社会福祉事業振興法公 12 月 熊本県水俣市で 5歳の
〔不況・合理化カルテルの認 布 少女が原因不明の脳障害と
可など) 診断される(後に水俣病認
10 月 池田・ロパートン会談， 定患者第 1号となる)
防衛力漸増など共同声明
1954 年 1月 老齢年金給付開始 l月 北上川総合開発の多目
(昭和 29) 3 月 日米相互防衛援助協定 4 月 保育所入所児童措置費 的ダム第 l号が完成
(MSA 協定)等調印 基準設定 1月 東京都騒音防止条例公
6 月 周恩来中国首相・ネー 5 月 厚生年金保険法改正 布
ルインド首相，平和 5原則 (従来の報酬比例制から定 4 月 190 年施行の汚物掃除
の共同声明 額部分プラス報酬比例部分 法を廃止して清掃法公布
7 月 防衛庁句自衛隊発足 へ， 5 歳支給から60 歳支給 (汚物の海洋投棄禁止，浄化
8 月 日本， GAT に加盟 へ，修正積立方式の採用，国 槽の維持管理の強化など)
10 月 富士通，わが国最初の 庫負担が給付費の10% から 5 月 船舶による海洋汚染を
リレー式自動計算機(FA- 15% へ引き上げ， 5年ごと 防止するためロンドンで海
COM10) 完成 の再計算)(国会の厚生委員 洋油濁防止条約が締結(日
会で国民年金の創設の付帯 本は10 月公布)
決議) 5 月 道路整備第 l次 5 ヶ年
計画を閣議決定
195 年 3 月 日米生産性本部発足 l月 6単産，春季賃上げ共 l月 東尽都内がスモッグに
(昭和 30) 3 月公取委，鉄鋼19 社の屑 闘会議総決起集会(初の春 襲われる
鉄購入合理化カルテル認可 闘方式) 4 月 福岡県で騒音防止条例，
6 月 通産省，鉄鋼業合理化 7月 日本住宅公団法公布 公害害防止条例施行
基本対策を決定(→ 195- 7 月 厚生省，国民年金制度 4 月 大阪府，堺臨海工業地
60 年第 2次鉄鋼合理化基本 検討のため企画室設置 帯造成に着手
計画の実施) 8 月 国民健康保険の国庫補 8 月 四日市・徳山・岩国の旧
9 月 「関税と貿易に関する 助率の法定化，療養給付費 海軍燃料廠の昭和石油・出




10 月 7 人委員会， 5人未満 10 月 末京都，ばい煙防止条
の小規模事業所が健康保険 例制定
10 月 社会党統一大会 の適用対象になっていない 12 月 原子力基本法唱原子力
11 月 自由・日本民主両党合 ことを遺憾とし，特別健康 委員会設置法公布
同，自由民主党結成(保守合 保険制度の創設を提唱 12 月 大阪湾汚水対策本部設
同， 5 年体制確立) 11 月 経済自立 5 ヶ年計画に 置
対応するものとして社会保
12 月 「経済自立 5 カ年計画j 障 5 カ年計画試案内定，最
閣議決定 終年次に国民年金実施
1956 年 2 月 日本商工会議所，綿製 2 月 社保審，健康保険法改 l月 電源開発審，電源開発









3 月 日米技術協定調印 3 月 道路整備特別措置法公
(MSA 協定に基づく防衛特 布
許，技術情報交換) 4 月 空港整備法公布
4 月 関西電力，原子炉設計 4 月 売春防止法公布 4 月 首都圏整備法公布
に着手 4 月 森林公団法公布
4 月 八郎潟干拓工事着工 5 月 水俣病公式確認
4 月 日本道路公団設立 5 月 原子力 3法公布(日本
5 月 日ソ漁業交渉調印 原子力研究所法，核燃料物
7 月経企庁， 56 年度『経済 7 月 総選挙で社会保障政策 質開発促進臨時措置法，原
白書』を発表(r もはや戦後 が焦点の一つ，自民党が国 子燃料公社法)
ではないJ) 民年金創設の具体的日程を 6 月 原子力委，原子力開発
10 月 モスクワで日ソ国交回 提示 利用を盛り込んだ原子力利
復に関する共同宣言 1 月 社保審，医療保険制度 用基本計画決定
10 月 イスラエル軍，エジプ に関する勧告を政府に提出 6 月 工業用水法公布(地下
トに侵入(第 2 次中東戦争) 水の揚水制限)
1 月 日経連，新時代の要請 8 月 佐久間ダム完成
に対応する技術教育に関す 8 月 群馬県の東邦亜鉛安中
る意見を発表，理工系学生 工場の公害が問題化
定員増の契機 9 月 農民90 世帯が東邦安
12 月 国連総会，日本の国連 中鉱毒対策期成同盟会結成
加盟案を全会一致で可決
1957 年 1月 政府，対米綿製品輸出 1 月 石橋内閣， 57 年度予算 1 月 熊本大医学部，水俣病
(昭和 32) 自主規制措置を決定 編成方針閣議決定(国民皆 の原因は重金属でチッソの
l 月 東洋レーヨン・帝国人 保険の早期達成を目途とし 排水に原因ありと発表
絹，英ICI 杜からのテトロン て国民健康保険の普及を促 3 月 厚生省厚生科学研究班 3
の製造技術導入を認可され 進，老齢年金・母子年金の創 水俣病の主因についてある
る 設を準備) 種の化学物質または重金属
3 月 EEC 条約調印 2 月 厚生省，国民皆保険 4 と推定，魚介類を汚染して
4 月 日ソ漁業協定調印 カ年実施計画の大要を決定 いる中毒性物質を特定せず
6 月 電子工業振興臨時措置 4 月 厚生省，国民健康保険 4 月 国土開発縦貫自動車道
法公布 全国普及 4 カ年計画を決定 建設法公布，高速自動車国
6 月 政府，国際収支改善緊 国民健康保険推進本部を設 道法公布
急対策を決定 置 8 月 水俣市漁協，漁獲の自
6 月 国防会議，第 l次防衛 4 月 児童福祉法改正(児童 主規制開始
力整備 3 カ年計画を決定 福祉施設に精神薄弱児通園 8 月 熊本県，厚生省に水俣
7 月 米価審議会，生産者米 施設を追加) 湾産魚介類について食品衛
価の決定は「生産費忍び所 7 月 労働福祉事業団設立 生法適用の可否を打診
得保障方式jによると答申 7 月 健康保険法改正(患者 8 月 東海村の原子力研究所
(政府諮問案を全面修正) 一部負担制度実施) で実験用原発が臨界点に達
10 月 ソ連，人工衛星スプー 8 月 朝日茂，現行の生活保 する
トニク l号打ち上げ 護基準は憲法第25 条違反と 9 月 厚生省，熊本県に食品
11 月 文部省，理工系学生 8 厚生省を相手に東京地裁に 衛生法を適用できないと回
千人増を目指す科学技術者 提訴(朝日訴訟) 盟E主司
養成拡充計画を策定
12 月 政府，新経済計画を決 1 月 日本原子力発電設立
定(鉄道・港湾など産業基盤
整備重視)
1958 年 1 月 東京通信工業，社名を 2 月 労働 4 団体，最低賃金 3 月 関門国道トンネル開通
(昭和 3) ソニーと改称(世界企業へ 確立連絡会議を設置 3 月 道路整備緊急措置法公
「福祉と環境」コース・教材 31 
政治，経済 福祉，労働 環境，地域開発
の出発) 3 月 最高裁，公務員法によ 布
3 月 富士重工，軽乗用車ス る一般公務員の政治活動制 4 月 昭和四日市石油の製油
パル360 を発表(大衆車時代 限を合意と判決 所が操業開始(四日市石油
へ) コンビート)
4 月 東レ三島工場，初のポ 4 月 売春防止法施行 6 月 千葉県，本州製紙に操
リエステル工場設立 業一部中止命令
5 月 外国為替・外国貿易管 5 月 職業訓練法公布 6 月 首都高速道路公団設立
理法改正公布(為替自由化 羽田~代々木間首都高速工
の第 l歩) 事始まる
7 月 通産省，圏内需要喚起 9 月 チッソ，排水を「八幡
案を決定(なべ底景気) プールJに貯留，上澄みを放
7 月 通産省，電子工業振興 流
5 カ年計画決定 10 月 荻野昇医師，イタイイ
9 月 トヨタ，わが国初の乗 タイ病鉱毒説を発表，イタ
用車専用工場(元町工場)着 イイタイ病告発のきっかけ
工 となる
9 月伊勢湾台風，死者4697 1 月 通産省の指示により八
人，行方不明者401 人と明治 幡プールからの排水を中止
以来最大の被害 12 月 交通関係閣僚懇，東海
12 月 日電，国産電子計算機 道新幹綿の59 年度着工を決
第 l号発売 12 月 厚生省，公的医療機関 定
12 月 神戸三宮に初の主婦の 整備 5 ヶ年計画を発表 12 月 公共用水域水質保全
庖「ダイエーJ開庖(スーパ 12 月 国民健康保険法公布 1去・工場等排水規制法(水質
(全村の国保実施義務づけ， 2 法宅わが国初の公害立法)
12 月 東京タワー完成 国民皆保険) 公布， 59 年 3 月施行
195 年 l 月 東尽証券取引所，ダブ l 月 二井鉱山，労組に 6 千 2 月 横浜市根岸湾埋立工事
(昭和 34) 平均670 円で聞所以来の最 人の希望退職企業整備案を 開始
高値 (2 月70 円を突破) 提示 (4 月 6 日妥結，以後政 3 月 首都圏の既成市街地に
4 月 安保阻止国民会議第 l 府のエネルギ一政策転換に おける「工業等の制限に関
次統一行動，日比谷公園で よる合理化争議頻発) する法律j公布
中央集会 2 月 政府，石炭鉱業の合理 4 月 大阪市地番沈下防止条
化に伴う失業対策について 例公布
決定 6 月 鹿児島県出水市でも水
4 月 最低賃金法公布 俣病患者発生
7 月 東芝，カラーテレビ発 4 月 国民年金法公布(自営 6 月 川崎市に東洋一の石油
売開始 業者・小規模事業所従業員 化学コンビナートが誕生
9 月 八l幡製鉄戸畑工場の大 強制加入，サラリーマンの 7 月 熊本大学医学部水俣病
型高炉稼動 専業主婦など任意加入，定 研究班，有機水銀説を発表
10 月 岩戸景気始まる 額拠出・定額給付，年金支給 1 月 水俣病問題で漁民
開始年齢65 歳 (25 年以上の 1，50 人工場に乱入し警官
加入が要件)，国庫補助は納 隊と衝突
付された保険料の 1/2 ・福 1 月 厚生省食品衛生調査会
祉年金給付の全額) 水俣病の主因をある種の有
1 月 通産省，対ドル地域輸 1 月 国連第14 回総会，児童 機水銀化合物と答申，排出
入制限品目の大幅緩和方針 権利権利宣言採択 源言友せず
を決定(貿易自由化の開始) 1 月 三井鉱山，希望退職者 1 月 厚生省，水俣病の原因
の再募集 究明のために設置された食
12 月 石炭鉱業審，石炭鉱業 12 月 三井三池労組，退職勧 品衛生調査会水俣病中毒部
合理化について中問答申， 告一括返上の抗議デモ 3万 会を解散(原因究明から手
エネルギ}革命は「世界の 6 千人(三池闘争始まる) を引く)
潮流Jと位置づけ，石炭から 12 月 三池鉱山 1278 人に解雇 12 月 チッソと熊本県漁協，
石油へのエネルギ一転換を 通知，解雇実施 漁業補償契約締結





1960 年 1月 新安保条約調印 3 月 精神薄弱者福祉法公布 2 月 神奈川県に「丹沢の自
(昭和 35) 1月 民主党結成 (身体障害者に限定されて 然を守る会」発足(r. .を守
いた障害者福祉の対象を拡 る会Jの第 l号)
大) 3 月 東京都，都心30 カ所で
3 月 老齢・母子・福祉年金支 自動車排気ガスの検査を開
6 月 安保改定阻止実力行使 給開始 古台
6 月 新安保条約自然成立， 6 月 国民年金審，各公的年 3 月 静岡県，公害防止指導
発効 金の通算方式を答申 班発足
6 月 貿易・為替自由化計画 7 月 身体障害者雇用促進法 5 月 横浜市，根岸地区のコ
大綱を発表 公布 ンピナートに公害対策の完
7 月 岸内閣総辞職，池田内 8 月 中央児童福祉審議会， 全実施を要請




かに児童手当制を実施する 7 月 新潟県，公害防止条例
ための検討を急ぐべきであ 制定
ると意見具申) 7 月 東海道幹線自動車国道
9 月 OPEC( 石油輸出国機 8 月 薬事法公布 (r 東名高速道路J) 建設促進
構)結成 10 月 東京地裁，朝日訴訟で 法公布
生活保護の水準は憲法に反 9 月 通産省工業用水審議会
すると判決 東京江東区の激しい地盤沈
11 月 三池争議解決 (28 日 下のため新しい工業用井戸
間) の発掘を全面禁止
12 月 「国民所得倍増計画」 12 月 国民年金審，国民年金 12 月 首都圏整備委員会，オ
(年平経済成長率 7.98%) 閤 積立金の運用について最終 リンピック関連道路を63 年
議決定 答申(年金福祉事業団の創 末までに完成させることを
設など) 決定
12 月 岩手県沢内村が全国初 12 月 川崎市，公害防止条例
の老人医療無料化を実施 施行
1961 年 4 月 ソ連が史上初の有人飛 4 月 第17 次生活扶助基準額 3 月 水俣市で 3歳の女児死
(昭和 36) 行宇宙船を打ち上げ，地球 改訂(算定を混合方式へ切 亡ー病理解制で、胎児性水俣
を 1周し帰還(ガガーリン り替え) 病と確認
少佐「空は暗かったが地球 4 月 国民健康保険・国民年 4 月 大阪府，公害課設置
は青かったjと語る) 金全面施行(国民皆保険・皆 5 月 川崎市，公害審査委員
6 月 農業基本法公布 年金発足)，横浜市・大阪市 会発足
7 月 国防会議，第 2 次防衛 などが最後に国民健康保険 7 月 国土総合開発審，全国
力整備計画を決定 を実施 総合開発計画(旧全総)決定
4 月 精神衛生法改正(国庫 (新産業都市の建設と全国
負担率を50% から 80% へ引 道路交通網の整備による産
き上げ) 業・人口の地方分散が狙い)
8 月 東独，東西ベルリンの 6 月 雇用促進事業団法公布 「太平洋ベルト地帯Jへの集
境界に壁を構築(rベルリン 6 月 児童福祉法改正( 3 歳 中を加速化する結果に
の壁J) 児定期健診実施) 9 月 愛知用水が完工
9 月 貿易為替自由化促進閤 7 月 厚生相， r国民所得倍増 10 月 静岡県，公害防止条例
僚会議，自由化計画で62 年 計画Jに対応した社会保障 制定
10 月 l 日の自由率90% に繰 のプログラムと構想試案を 10 月 四日市市の午起埋立地
上げを決定 発表 が完工(第 2 コンピナート)
11 月 通算年金通則法，通算 10 月 新道路整備 5 カ年計画
年金制度創設関係法公布 を決定
(各年金の加入を期聞を合 11 月 水資源開発促進法，水
算して加入年数要件を充足 資源開開発公団法公布(r 水
すれば受給資格，国民皆年 資源開発 2 法J)
金体制の実質化) 12 月 大阪府で大気汚染濃度
11 月 児童扶養手当法公布 の測定が開始される
「福祉と環境」コース・教材 315 
政治，経済 福祉，労働 環境，地域開発
1962 年 1 月 東京都において家庭奉 l 月 東尽都心 3 カ所に大気
(昭和 37) 2 月 日本電気，国産初の大 仕貝制度発足(生活保護法 汚染自動記録装置が設置さ
型電算機NEAC206 発売 の適用を受けている老人が れる
3 月 八幡製鉄戸畑製鉄所で 対象) 2 月 港湾整備 5 カ年計画決
世界最の溶鉱炉火入れ式 3 月 朝日訴訟全国決起集会 定
4 月 政府，石炭鉱業調査団 4 月 生活保護実施要領改正 3 月 阪神高速道路公団法公
設置 でテレビが条件付きで認め 布
られる 4 月 工業用地造成法公布
6 月 政府，農業構造改善事 4 月 老人家庭奉仕員事業創 4 月 経済企画庁，江戸川の
業促進を承認 設 水質基準を設定(水質指定
4 月 簡易保険・郵便年金福 第 l号)
祉事・業団設立 5 月 新産業都市建設促進法
7 月 社会保険庁発足 公布
7 月 中央児福審，児童福祉 5 月 建築物用地下水採取規
施設最低基準の改善意見具 制法制定
申 6 月 煤煙排出規制法公布
8 月 拠出制国民年金の支給 9 月 運輸省，臨海工業地帯
開始 開発計画を発表(70 年度ま
8 月 社保審， 70 年まで社会 でに3.1 億m' 造成)
保障の欧米水準への引き上 9 月 三重県・四日市市，四日
げを勧告 市地区大気汚染対策協議会
8 月 社福審，老人福祉施策 設立
10 月 石炭鉱業調査団，スク を発表 10 月 四日市市で周囲が工場
ラップ・アンド・ピルド方式 の雨池自治会，全世帯の移
を答申 転を市に陳情
1 月 日中総合貿易に関する 1 月 四日市市立塩浜中学校
覚書に調印 (LT 貿易の開始) 昭和石油のタンクの校舎付
1 月 政府，石炭鉱業調査団 近の進出で災害の危険ある
答申に基づき石炭対策大綱 と移転願いを提出





1963 年 l 月 政府，砂糖自由化を決 l 月 岡山県児島市の小学校
(昭和 38) 定 で飲用水に塩分が混入，水
島工業地区埋立の影響
2 月 GAT1 条国移行 2 月 四日市市町午起第 2 コ
3 月 中小企業近代化促進法 3 月 全国初の学童保育，都 ンピナート隣接地で刺激臭
公布 内23 カ所開設 のガスが流れる
4 月 石炭審， 63 年度閉山53 4 月 老朽民間社会福祉施設 2 月 熊本大学，水俣病の原
万tを答申 整備緊急 5 カ年計画実施 因はメチル水銀で噌水俣湾





7 月 中小企業基本法公布 7 月 老人福祉法公布 7 月 政府，新産都市13 カ所電









10 月 国保，世帯主給付 7 割 アサリに油臭が付着，採取
禁止となる
1 月 政府， 64 年度からの外 1 月 三井三池三川鉱で大爆 9 月 東京都，隅田川沿岸工
貨予算制度廃止を決定(観 J.;フモロ i 場の排水処理に強硬命令
光渡航の自由化) 12 月 教科書無償措置公布 12 月 生活環境施設整備緊急
措置法公布(ゴミ，し尿，下
水の処理急ぐ)
1964 年 4 月 IMF8 条国移行(円は 3 月 大阪臨海工業用水道完
(昭和 39) 交換可能通貨に)， OECD に 成
正式加盟 4 月 四日市市で 3 日間の激
5 月 外資審，初めて外資 しいスモッグの後，ぜ、ん息
51% 以上の合弁会社を認め 患者が死亡
る 5 月 多摩川で、工場排水期成
5 月 GAT 閣僚会議開催 実施






6 月 三菱重工業発足(新三 6 月 東京地裁，都営地下鉄
菱重工，三菱日本重工業，三 工事騒音の損害賠償請求で
菱造船 3 杜で大型合併) 住民側勝訴
8 月 米国防省，米駆逐艦が 7 月 母子福祉法公布(福祉 7 月 千葉県五井町，名古居
トンキン湾で北ベトナム魚、 3 法に精神薄弱者福祉法， 市，大牟田市が煤煙排出規
雷艇に攻撃されたと発表 老人福祉法，母子福祉法を 制区域に指定
合わせ，福祉六法体制の成 7 月 近畿圏の既成市街地に
立) おける工場の制限等に関す
7 月 重度精神薄弱児扶養手 る法律公布






10 月 東京オリンピック開催 10 月 中央児福審，児童手当 10 月 東海道新幹線開業
制度は社会保険とし，第 1 10 月 大阪国際空港騒音対策
1 月 日本特殊鋼，会杜更生 子から支給を答申 協議会設立
法の適用を申請 10 月 新潟阿賀野川流域で後
12 月 サンウェーブ鉱業，会 に新潟水俣病と認定される
社更生法の適用を申請 患者が多数発生
1965 年 1月 政府，中期経清計画を 4 月 生活扶助額第21 次改訂 l 月 工業用水法施行令発効
(昭和 40) 決定(実質成長率 8.1% ，消 (格差縮小方式の採用，一般 (大口の地下水汲み上げを
費者物価上昇率2.5%) 勤労世帯に対する目標値は 全面中止)
60%. (約 17 年かけ82 年度に 5 月 新潟水俣病公式確認
2 月 米軍機，北ベトナムの ょうやく達成) 5 月 四日市市， 65 年度より
トンホイを攻撃(北爆開始) 大気汚染による公害病患者
3 月 山陽特殊鋼倒産，会社 に対し，市治療制度を設立
更生法の適用を申請(戦後 6 月 わが国初の流域下水道
最大の倒産， 65 年不況) が大阪寝屋川地域にできる
5 月 大蔵大臣，山一証券な 5 月 厚生省，児童手当室設 6 月 公害防止事業団法公布
どへの無制限の日銀特別融 置 (1 0月発足)
資を発表 6 月 千葉県，公共施設不備
「福祉と環境」コース・教材 317 
政治，経済 福祉，労働 環境，地域開発
6 月 日韓基本条約調印 6 月 精神衛生法改正(医療 を理由に公団 6 団地の建設
費の公費負担) 中止申し入れ
6 月 厚生年金保険法改正 6 月 厚生省，阿賀野川流域
(モデル年金・ 1万円年金の の水俣病類似の患者の調査
実現，実際の平均受給額は 団派遣
65 年に7648 円で生活保護費 7 月 新東京国際空港公団設
の57.% ，68 年には8309 円 立
で生活保護費の40.7% へ低
下)
8 月 政府，地価対策閣僚懇 8 月 母子保健法公布 8 月 第 1次下水道整備 5 カ
談会の設置を決める 年計画を閣議決定
10 月 完成自動車等の自由化 10 月 大阪市，事業場公害防





11 月 第 2 次補正予算案を決 11 月 東京都，初のスモッグ
定，国債2590 億円発行(戦後 響報発令
初の一般会計国債発行) 1 月 日本原電東海発電所，
初の営業用原子力発電に成
功
12 月 厚生省，児童手当制度 12 月 大阪府条例でばい煙・
の創設につき 6 年度からの 粉じんに係る規制基準が制
再検討を決定 定される
196 年 l月 物価問題懇談会，初会 2 月 岐阜県大垣市の新幹線
(昭和 41) ぷロ>. 沿いの小学校，騒音のため
l月 日銀総裁，本年後半の 移転を決定
景気はかなり明るくなると 3 月 公害対策推進連絡会議
表明(いざなぎ景気) 自動車排気ガス規制方針を
l月 中期経済計画の廃止を 決定
決定 3 月 厚生省，新潟の水銀中
2 月鉄鋼大手 6杜，長期投 毒の原因は工場廃水の疑い
資計画(第 3 次鉄鋼合理化 が濃いと中間報告
計画)出揃う 3 月 神奈川県公害審査会，
川崎の日本油化工業に公害
4 月 大蔵省，戦後初めて貿 防止条例初適用電改善命令
易収支の黒字を発表 (65 年 を送付
度通関実績) 3 月 港湾整備緊急措置令公
布，港湾整備 5 カ年計画策
r疋..... 
5 月 厚生相，国会答弁で児 5 月 農林省，水銀系農薬の
童手当制度を68 年度頃まで 非水銀系への切り替えを通
に実施する心組みで準備と 達
答弁 7 月 国土開発幹線自動車道
5 月 大阪釜ケ崎で暴動 建設法公布
6 月 国民年金法改正(夫婦 7 月 新東京国際空港の建設
1万円年金) 予定地を千葉県成田市と決
6 月 国民健康保険法改正 iー品ι酬噌
(世帯員 7 割給付，国庫負担 7 月 四日市市で公害認定病
4 割) 患者の高齢者がぜん息を苦
7 月 雇用対策法公布 に自殺





勧告 8 月 東京都公害対策委の中
8 月 日産自動車とプリンス に日照権専門委員会を設置
自動車工業，合併(自動車業 8 月 日本原電東海発電所，
界の再編成) 本格的営業用発電開始
10 月 中教審J期待される人 8 月 岡山県倉敷市で 9 月に
間像」を答申 かけて淡水魚、が大量死，工
10 月 通産省の協力と日立・ 場廃i夜が原因
日本電気・富士通の共同出 9 月 新型車に対する排ガス
資により日本ソフトウェア 規制(一酸化炭素 3% 以下)
発足 が実施される
9 月 四日市市が石油化学工
11 月 アジア開発銀行創立 業地帯にある塩浜中の80
11 月 国防会議，第 3 次防衛 m 移転を決定





12 月 公取委，家電業界大手 12 月 東京地裁，結婚退職制 10 月 富山県婦中町でイタイ
にテレピの価格協定破棄を は違憲と判決，住友セメン イタイ病患者73 人が発見さ
勧告 ト女子社員勝訴 れる
12 月 交通事故死 l万人を突 10 月 岩手県松尾村に日本初
破(第 1次交通戦争) の地熱発電所が完成，送電
始める
1967 年 2 月 新長期経済計画(1 経済 3 月 東尽都武蔵野市，初の 4 月 富山県のイタイイタイ
(昭和 42) 社会発展計画J) を閣議決定 児童福福祉手当条例可決; 病は三井金属神岡鉱業所の
( 5 ヶ年の経済成長率年 岩手県久慈市司児童手当支 廃水が原因と岡山大教授と
8.5% ，生活環境の整備，社 給に関する条例可決(地方 荻野医師が発表
会保障長期計画の策定) 自治体の先取り福祉) 4 月 厚生省特別研究班，阿
3 月 第 l次雇用対策基本計 賀野川水銀中毒は昭和電工
画，閣議決定 の排水による第 2水俣病と
4 月 杜・共両党推薦の美濃 4 月 保育所整備年次計画開 発表
部亮吉都知事に当選(革新 』台 5 月 兵庫県川西市が開発業
都政誕生) 者に公用地確保などを求め
5 月 ケネデイ・ラウンド，主 5 月 身体障害者福祉法改正 る指導要綱を施行(1 川西方
要因聞で妥結 (家庭奉仕員の創設，施設通 式J，全固化する宅地開発指
所制度の創設など) 導要綱行政のはしり)
6 月 第 3 次中東戦争開始・ 5 月 朝日訴訟で最高裁で棄 6 月 新潟水俣病第 1次訴訟
終了 却， 1健康で文化的な最低限 (初の本格的公害裁判)
度の生活の判断は，厚生大 6 月 厚生省に公害部設置
臣に裁量権あり」との判断 7 月 首都高速環状線，全線
を示す 開通
7 月 第 1次資本の自由化実 7 月 三池炭鉱の一酸化炭素 8 月 大型自動車規制特別法
施(外国企業がほとんど参 中毒患者家族70 人，坑内す 公布
入しない業種に限定) わり込み 8 月 海水汚濁防止法制定
8 月 ASEAN( 東南アジア諸 8 月 公害対策基本法公布
国連合)発足 (企業の無過失責任は立法
過程で消える)








11 月 八郎潟農地への入植開 11 月 社保審，児童手当委員 10 月 最高裁，名古屋市の住
始 会設置 民が同じ町内の工場からの




1968 年 l 月 南ベトナム民族解放戦 2 月 経企庁，渡良瀬川流水
(昭和 43) 線・北ベトナム軍，南ベトナ 基準告示
ム全土で大攻勢を開始(テ 3 月 長崎県対馬でイタイイ
ト攻勢) タイ病発見
2 月 沖縄嘉手納基地に852 3 月 富山県神通川流域のイ
爆撃機が飛来，連日増加 タイイタイ病患者ら28 人，
3 月 主要先進 7 ヶ国中央銀 三井金属鉱業に損害賠償訴
行総裁会議，ドル危機で「金 訟(第 l次訴訟)
の二重価格制」採用 4 月 神奈川県公害センター
3 月 主要先進10 ヶ国蔵相会 -大阪大気汚染管理センタ
議，フランスを除く 9 ヶ国 一発足，静岡県富士市に公
の賛成でIMF 特別引出権 害対策室設置
(SOR) 創設を決定 5月 新日本窒素(現チッソ)
4 月 「霞ヶ関ピ 1レJ完成，超 水俣工場で、アセトアルデヒ
高層ビル時代の幕開け ド製造中止
5 月 消費者保護法公布・施 6 月 新都市計画法公布(下
イ'丁ー 水道を都市の基幹的施設に
7 月 ケネデイ・ラウンドに 7 月 東京地裁，牧野訴訟で 位置づけ)
よる第 l 団関税引下げを実 老齢福祉年金夫婦受給制限 6 月 大気汚染防止法(ばい
施 は違憲と判決 煙防止法を吸収)・騒音規制
7 月 EC 発足 法公布
7 月 農相「総合農政の展開 8 月 北区住民が清掃工場設
についてJの方針を明らか 置で都と工場運営協議会設
にする 置(清掃工場の運営への初
7 月 米価審議会，政府試算 の住民参加)
2万105 円越えるなと答申， 9 月 厚生省・科学技術庁‘水
食管制度の再検討を建議 俣病の原因は新日本窒素及
8 月 日米自動車交渉妥結 び昭和電工の排水中の水銀
(部品輸入を 72 年までに自 化合物であるとの政府統一
由化など) 見解を発表
10 月 東京都，無認可保育所 10 月 東京都と東京電力が大





11 月 全社協ボランティア活 11 月 千葉県知事，千葉県富
動研究委員会，ボランティ 津への日本石油グループ新
ア育成基本要綱を策定 製油所建設に公害対策上の
12 月 厚生省児童手当懇談会 理由から用地売却拒否




12 月 厚生省，心身障害者扶 12 月 有機水銀剤の製造・販
養保険制度実施 売中止
1969 年 l 月 農協中央会，自主流通 2 月 大気汚染防止のため硫





3 月 第 2 次資本自由化実施 4 月 厚生省，ゼロ歳児保育 4 月 群馬県安中市の東邦亜
(対内直接投資自由化，第 2 所設置を通達 鉛周辺の大気から高濃度の
の「黒船J) 5 月 厚生省，寝たきり老人 カドミウム検出
5 月 三菱自動車，米クライ に対する家庭奉仕員派遣制 4 月 東京電力と福島県が原
スラ一社と自動車部門での 度を実施 発安全管理に関する協定を
合弁覚書に調印 5 月 自民党，医療対策要綱 結ぶ)
5 月 政府，自主流通米制度 を発表 4 月 自動車排ガス 69 年規制
発足の方針を決定 を実施
6 月 政府，米価据置きと稲 4 月 静岡県富士市，市内の
作特別対策費25 億円支出 工場と公害防止協定を結ぶ





7 月 地価公示法施行 7 月 児童手当審議会設置 5 月 東名高速道路全面開通
7 月 東京地裁，東急機関工 5 月 静岡県富士市で 4 歳児









10 月 公取委，八幡・富士社合 6 月 尼崎市，市内の大手27
併に同意審決書を手交 事業所と大気汚染防止協定
11 月 政府・自民党，米作の生 1 月 厚生年金法改正(モデ を結ぶ
産調整の基本方針を決定 ル年金・ 2万円年金実現一 7 月 いおう酸化物の特別排
1 月 佐藤首相，沖縄返還な 製造業平均賃金 5万円の約 出基準設定(東京 23 区，川崎
どで訪米，ニクソン大統領 40% 一，実際の平均年金額 市，横浜市，四日市市，大阪
と共同声明 は1. 4万円一生活保護費の 市，境市，高石市，尼崎市が
61.5% にとどまるー) 適用地域)
1 月 経団連，児童手当制度 7 月 東京都公害防止条例制
に関する見解を発表，慎重 ，疋ι， 
に検討・すべきだとの大企業 7 月 厚生省，カドミウム汚
の児童手当への消極的姿勢 染防止のための暫定対策を
を示す 通達















「福祉と環境j コース・教材 321 
政治，経済 福祉，労働 環境，地域開発
操業停止命令
3 月 八幡製鉄・富士製鉄，正 3 月 児童手当審議会，児童 3 月 日本原電敦賀発電所が
式に合併し，新日本製鉄発 手当制度再審議を決定 営業運転開始
足 3 月 新潟で4 歳の女児が初
の胎児性水俣病患者と認定
される
4 月 過疎対策緊急措置法公 4 月 全国一律の水質汚濁に
布 係る排水基準，閣議決定
5月 新経済社会発展計画司 5 月 農業者年金基金法公布 5 月 改正水質保全法成立
閣議決定 5 月 心身障害者対策基本法 5 月 本四連絡橋公団設置
公布 5 月 公害紛争処理法公布
7 月 東京高裁，牧野訴訟の 5 月 公害防止計画の適用 5
控訴審で国側と和解成立 地域決定
(同制度の違憲判断は未確 7 月 中央公害対策本部の設
定) 置を閣議決定
8 月 厚生省，社会福祉施設 7 月 東京都杉並区で日本初
緊急整備 5 カ年計画決定 の光化学スモッグ被害が発
8 月 厚生省，心身障害児家 生
庭奉仕貝派遣事業運営要綱 1 月 関電美浜原発 l号炉，
を通知 営業運転開始




限を行わない) 12 月 動燃新型転換炉・ふげ
んの設置許可
1 月 いす t 自動車，米GM 杜 1 月 自民党政調会社会部会 12 月 大気汚染防止法改正
と資本技術・販売などで提 児童手当世話人会「児童手 <r 経済との調和」条項を削
携に合意と発表 当の構想Jを発表(所得制限 除)
12 月 米，繊維交渉日本側最 を行うとの修正) 12 月 水質汚濁防止法成立
終案を拒否 (水質 2 法統合，都道府県の
12 月 米財務省，日本製カ 上乗せ基準)





1971 年 4 月 東京都知事選の美濃部 4 月 国民年金の高齢者任意 2 月 湿地と水鳥を保全する
(昭和 46) 亮吉とともに，大阪府知事 加入者拠出制10 年年金の支 ためのラムサール条約採
選でも革新候補(黒田了一) 給開始 択・調印
が当選 4 月 社会福祉施設整備緊急 2 月 成田空港公団，第 l次
5 カ年計画実施 代執行
5 月 厚生年金保険法改正 2 月 東京地検，基準を超え
(インフレによる年金・保険 た毒物を含む工場排水を公
料の実質的下落への対応， 共下水道に流していたメッ
5月 三菱重工，子会社・三菱 年金額の平均10% 引き上げ キ業者を毒物・劇物取締法
自工へのクライスラ一社の 保険料率が適用される標準 違反で起訴，公害事件で初
資本参加に調印(自動車業 報酬月額の上限引上げ) めて
界再編成の第 2 ラウンド) 5 月 中高年齢者雇用促進特 3 月 東電福島原発可運転開
6 月 経済閣僚会議，円切上 別措置法公布(シルバ一人 始
げの第 l次円対策を決定 材センター) 3 月 京都府公害防止条例制
6 月 沖縄返還協定に日米調 5 月 児童手当法成立・公布 r疋品『・
~n (第 3子以降が対象一子ど 3 月 第三セクターのむつ小
ものいる世帯のわずか18% 川原開発株式会社設立，経
7 月 ニクソン米大統領，中 が対象一，支給期間は中学 済界主導の開発体制確立
32 
政治，経済 福祉，労働 環境，地域開発
国訪問を抜き打ち発表 校卒業前，厳しい所得制限) 5 月 農林省，水田の転用基
8 月 第 4 次資本自由化対策 ヨーロッパでは普通的給付 準を緩和する暫定基準を発
を決定 が通例，日本では一種の公 表
8 月 二クソン米大統領，金・ 的扶助としてスタ ト 5 月 核原料物質・核燃料物
ドル交換制停止を含むドル 7 月 日本医師会，保険医総 質及び原子炉規制法公布
防衛策発表(ドル・ショッ 辞退 6 月 三井金属鉱業を相手取
ク);東京外為市場における った富山第 1次イタイイタ
ドル売殺到・混乱を経て円 イ病訴訟で原告側勝訴









1 月 自民党，衆議院特別委 8 月 富山イタイイタイ病第
で沖縄返還協定を抜き打ち 2 次訴訟原告側勝訴
強行採決 (71 年12 月参院通 8 月 北海道開発審議会，苫
過， 72 年 3 月公布) 小牧東部大規模工業基地開
12 月 スミソニアン体制発足 12 月 厚生省，精神薄弱者通 発基本計画を了承






1972 年 1 月 日米繊維政府間協定調 1 月 児童手当制度施行 1 月 厚生省，浮遊粒子状物
(昭和 47) ~n 質の環境基準告示
2 月 ニクソン米大統領司訪 2 月 OECD 環境委員会，
中，米中共同声明(上海コミ rpPB の原則(汚染者負担の
ュニケ)発表 原則)J 採択
3 月 児童手当第 l 回支給 3 月 通産省， PCB の生産・使
用禁止
3 月 山陽新幹線，新大阪~
6 月 老人福祉法改正・公布 岡山間開通
(老人医療無料化，実施は 73 3 月 川崎市，全国一厳しい
年 1 月)70 歳以上の老人は とされる公害防止条例公布
国民健康保険の保険料は納 環境権の存在を打ち出す
付(子どもの被用者保険の 4 月 京都市，市街地景観条
扶養親族の場合は保険料負 例公布
5 月 沖縄本土復帰 担なし)， 3割の自己負担を 5 月 悪臭防止法に基づき悪
無料とし，その分を公費負 臭 5物質が指定される
5 月 政府，対外経済緊急対 担とする制度) 6 月 田中通産相， r日本列島
策(第 2 次円対策)を決定 6 月 身体障害者・社会適応 改造論jを発表
訓練事業の開始 6 月 自然環境保全法公布，
6 月 欧州各国外為市場閉鎖 7 月 国民年金法改正(イン 大気汚染防止法・水質汚染
フレ対応，拠出制年金の平 防止法改正公布(いわゆる
均10% 引上げ，福祉年金の 公害無過失責住)
引上げ) 6 月 国連人間環境会議(ス
7 月 東京外為市場，ドル売 7 月 身体障害者福祉法改正 トックホルム会議)開催
り殺到 (身体障害者の範囲拡大，療 ( r人間環境宣言J採択，国際
護施設の設置・運営を規定) 協力に関する行動計画一ナ
8 月 厚生省，身体障害者 イロピの国連環境計画に具
「福祉と環境J コース・教材 32 
政治，経済 福祉，労働 環境，地域開発
(児)日常生活用具等事業実 体化一)
施要綱を通知 6 月 「各種公共事業に係る
8 月 厚生省，心身障害者児 環境保全対策についてj閤l
9 月 田中首相，日中国交回 通聞事業実施要綱を通知 議決定，わが国で環境影響
復のため訪中，日中共同声 評価への取り組みが始まる








7 月 津地裁.四日市ぜん息 l
訴訟で加害企業の共同不法
10 月 政府，第 4 次防衛力整 10 月 東京都，寝たきり老人 行為成立と判決
備計画を決定 への老人福祉手当制度発足 10 月 国連環境計画 (UNEP)






10 月 東京都，神奈川県，福岡 l
県，自然環境保全条例制定
1973 年 l月 ベトナム和平協定に調 l月 70 歳以上の老人の医療 l月 政府，大規模取引の届
(昭和 48) ~n 費を無料化‘「福祉元年Jの 出制等土地対策要綱決定
1月 政府，大規模取引の届 施策の第 1弾 l月 横浜市，日照権保護の
出制等土地対策要綱を決定 1月 第2次雇用対策基本計 ための指導要綱実施
画，閣議決定
2 月 10 日欧州経済危機のた 2 月 公労協，スト権奪還要 2 月 環境庁，宮崎県士呂鉱
め東京外為市場閉鎖， 14 日 求で初の半日スト 山の慢性ヒ素中毒症を第 4
東京外為市場再開司円の変 の公害病に指定
動相場制へ移行( 1 ドルz 2 月 環境庁，名古屋・北九州|
264 円で出発) など 4 地区を大気汚染ぜん
息病指定地域に追加
3 月 EC6 ヶ国，共同変動相 2 月 古河鉱業，足尾鉱山間
場制移行(ブレトンウッズ I1 J 











4 月 電子計算機の輸入自由 180 万円の賠償を命じる，
化を閣議決定(残存輸入制 上訴せず確定
限品目32) 3 月 72 カ国，ワシントン条






4 月 第 5 次資本輸入自由化 4 月 春闘史上初のゼネスト 4 月 束尽都が購入した江東
を決定(直接投資例外 5 業 4 月 児童手当の支給対象噌 区の工場跡地が高濃度の六
種，期限付17 業種を除き 10 10 歳未満に引き上げ 価クロムに汚染されていた
%自由化) ことが判明
7 月 買占め・売り惜しみ規 7 月 東京都，老人医療費無 5 月 環境庁，大気汚染の環
制の投機防止法公布(大豆 料の対象を 65 歳以下に引き 境基準を告示(健康保護基
など14 品目指定) 下げ 準と水域類型別の生活環境
7 月 資源エネルギー庁発足 7 月 医療保険改革 (1 福祉元 保全基準)
年」第 2 弾) 5 月 東京・江東区議会ごみ
①給付改善(健保家族給付 の「新夢の島」搬入拒否( 1ご
7 割，高額療養費支給制度 み戦争J)
の創設一月額額 3 万円を超 5 月 大分県，住友化学工業
える保険給付に係る自自己 大分製造を全国初の公害犯
負担額は一旦支払った後に 罪処罰法での告発
償還払い，国民健康保険に 6 月 大気汚染防止法改正，
も適用一) 硫黄酸化物に関する総量規
②政府管掌健保の財政健全 制導入
化(累積損失の国庫負担に 6 月 昭和電工，新潟水俣病
よる穴埋め，定率10% の国 で患者団体と補償協定締結
庫負担導入など) 7 月 水俣病で、チッソと患者
8 月 大阪府摂津市，保育所 団体との聞で補償協定締結
に係る超過負担で国を東京 7 月 三井金属工業，イタイ
9 月 GAT 閣僚会議，東京 地裁に提訴(摂津訴訟) イタイ病患者らと医療費負
宣言を探択(多角的貿易交 9 月 厚生年金保険等改正 担する協定調印
渉=東京ラウンドの開始) ( 1福祉元年J第 3 弾) 7 月 静岡県警，富士市の垂
①給付水準大幅改善 れ流し公害の 4 工場を強制
10 月 大規模小売庖舗法公布 -モデル年金 15 万円年金J 調査
10 月 OPEC ，原油大幅引き (27 年加入，妻の加給分含 8 月 窒素酸化物排出基準設
上げ発表，第 1 次石油危機 む) 定，電力・鉄鋼・石油業界の
始まる(第 4 次中東戦争始 -給付水準は所得代替率を 大型燃焼施設が規制対象
まる) 指標化，モデル年金は男子 8 月 愛媛県四電伊方原発建
直近の月収(ボーナス含ま 設に住民が全国初の原発建
ず)の約 60%( 現役労働者の 設反対提訴
平均比ではない) 9 月 東電第 2 原発で初の公
1 月 公取委，独禁法違反で -国民年金も夫婦 25 年加入 聴会
石油連盟と元売り 13 杜に立 で 5 万円 10 月 瀬戸内海環境保全臨時
入調査(石油ヤミカルテル ②スライド制の導入 措置法公布
事件) ③スライド制導入は「賦課 10 月 公害健康被害補償法公
方式Jへの転換と結びつく 布
12 月 政府，総需要抑制策打 が，日本では「完全賦課方 10 月 熊本水慢病訴訟，原告
ち出す 式」ではなくー膨大な積立金 側勝訴
を保有・積み上げ
1974 年 1 月 消費者物価の急騰続く 1 月 環境庁，自動車排ガス
(昭和 49) 前年同月比23.1% 上昇(狂 の75 年規制を告示
乱物価) 3 月 改正航空機騒音防止法
2 月 ゼネラル石油， 1石油危 成立，大阪空港が指定第 l
機は千載一遇のチャンスj す'" 
と系列会社にほろ儲けの方 3 月 名古屋市の新幹線沿線
法を指示・督励の事実が判 住民が騒音・振動の差し止
明(便乗値上げ') めと損害賠償を求めて提訴
3 月 東京高検・地検，石油ヤ 4 月 交通ゼネスト 4 月 日本アエロジル四日市
ミカルテル事件で全国65 カ 4 月 在宅障害児巡回指導パ 工場から有毒の塩素ガスが
所を強制捜査 ス開始 流出，約 l万20 人が目や
3 月 自民党と国民生活緊急 4 月 児童手当支給年齢中学 のどに被害
対策本部，石油製品値上げ 校卒業前に(児童手当法の 5 月 公害等調整委員会，足
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を承認 完全実施) 尾鉱毒事件の補償金15.5fj 立
5 月 国土庁，地価公示(市場 円提示，被害者・古河鉱業受
最高の30% 以上上昇) 諾・調印
5 月 通産省，電力料金値上 5 月 大気汚染防止法改正，
げ認可(産業用 74% ，家庭用 6 月 インフレ下で生活保護 硫黄酸化物総量規制導入
29%) 緊急改善措置を実施(1級 6 月 陸上源からの海洋汚染
地60 ，690 円を63 ，725 円に引 防止のための条約(パリ条
上げ) 約)採択
7 月 特別児童扶養手当法公 6 月 自動車業界が自動車排
7 月 工業技術院，太陽・地 布 ガス規制の76 年度規制は技
熱・石炭ガス化などのサン 7 月 年金スライド実施，名 術的に困難として反対
シャイン計画開始 目賃金の大幅上昇により厚 6 月 国土庁設置，国土利用
生年金の実際の平均年金額 計画法公布
8 月 政府，石油製品の価格 の所得代替率は73 年の43% 7 月 出力最大の東電福島原
統制撤廃を決定 から 40% へ低下 発 2 号が営業運転開始
9 月 先進 5 カ国蔵相会議， 9 月 神戸地裁‘堀木訴訟で 9 月 原子力船「むつJ北太平
オイル・ダラー還流にIMF 県側(原告)敗訴の判決，障 洋で放射能漏れ事故
活用で合意 害福祉年金受給と児童扶養 10 月 東電福島第1，中電浜岡
11 月 IEA( 国際エネルギー 手当受給等の併給禁止は違 両原発の異常発見
機関)発足 憲違法との判断 12 月 中央公害審大気部会，
1 月 金脈問題で田中首相辞 10 月 心身障害者福祉手当制 自動車排ガス規制 2 年延期
任 度の創設 の報告書提出
12 月 政府， 74 年度の経済見 11 月 厚生省，堀木訴訟の問題 12 月 三菱石油水島製油所か
通しをマイナス成長(-1. 8 で障害福祉年金と児童扶養 ら大量の重油流出
%)に改定(スタグフレーシ 手当の併給を認めることを 12 月 津地検，日本アエロジ
ョンーインフレ下の不況一 決定 ル四日市工場の 4 人を公害
の顕在化) 12 月 雇用保険法公布 罪で起訴
12 月 厚生省，障害児保育事
業実施について通知
1975 年 2 月 第 l次不況対策を決定 2 月 東京都江戸川区で高齢 2 月 東尽都，下水道条例に





全実施は7 年 3 月に延期




~博多間 6 時間40 分)




5 月 春闘交通ゼネスト突入 4 月 環境庁ー煙突ごとの硫
6 月 インフレで大幅な物価 黄酷化物の排出量20% 削減
スライド(厚生年金・国民年 の規制強化
6 月 政府，小売業の10% 資 金21. 8% ，実施時期の繰上 6 月 九電，玄海原発放射能
本自由化実施 げ) 漏れ
6 月 第 3 次不況対策を決定 7 月 地方制度調査会，福祉 7 月 環境庁，新幹線騒音に
(住宅建設の促進，金利負担 見直しを答申 ついて環境基準を告示





9 月 第 4 次不況対策を決定 投機
(公共事業中心の総合経済 10 月 母子家庭介護人派遣制 10 月 千葉県，京葉コンピ
対策) 度を新設 ナート 36 杜41 工場と公害防
止協定に調印
11 月 75 年度補正予算成立， 11 月 スト権奪還スト突入 11 月 騒音公害を訴えた大阪
74 年度までの「建設国債jに 11 月 厚相，新国民年金構想 空港公害訴訟控訴審，住民
加え， r財政法Jで禁止され 葉(基礎年金)発表 側が全面勝訴の判決，午後
ている「赤字国債J(特例公 11 月 大阪高裁，堀木訴訟控 9時~午前 7時の飛行禁止
債)の発行始まる， r大量固 訴審 12 月 宮崎県土呂久のヒ素中
債発行時代」のスタート 毒認定患者，住友金属鉱山
に対する損害賠償を提訴














1976 年 l月 身体障害者雇用促進法 1月 日本原電敦賀発電所周
(昭和 51) 及び中高年齢者等雇用促進 辺の植物からコバルト 60 と
特別措置法改正(身障者雇 マンガン検出
用率未達成企業からの雇用 2 月 経団連，環境アセスメ
納付金徴収など) ント制度立法化反対の意見
l 月 厚生省，生活保護の老 書まとめる
3 月 経済対策閣僚会議，暫 齢・母子・障害者加算を福祉 2 月 公害防止計画の第 6次
定予算に伴う住宅など 8項 年金同額方式に改訂 地域(室蘭など)が承認され
目の景気対策を決定 2 月 社会保障の最低基準に る
3 月 超LSI 技術研究組合発 関する条約(I L012 条条約) 3 月 中央公害審議会，環境
足 批准 庁への答申でPB( 汚染者
4 月 情報処理・ソフトウエ 4 月 48 時間交通ゼネスト 負担の原則)を強調
ア関連業の10% 資本自由 4 月 東京都，寝たきり老人 4 月 海洋汚染防止法改正
化実施 に対する訪問看護事業を実 (し尿の海洋投棄は 50 カイ
施 リ以遠に制限)
5 月 農林業等 4 業種を除き 5 月 厚生省社会局長，在宅 5 月 熊本地検，水俣病の買
資本自由化完了 老人福祉対策事業の実施及 任でチッソ関係者を業務上
5 月 政府，新経済 5 カ年計 ぴ推進について通知 過失致死傷害罪で起訴， 4 
画決定(安定成長志向，成長 5 月 厚生年金保険法等改正 大公害裁判で初の刑事訴追
率 8% と依然として高率) (厚生年金の定額部分引上 5 月 下水道法改正(工場等
げ，報酬比例部分の再評価， からの悪質廃水の下水道へ
加給年金額引上げによるモ の流入を規制)
デル年金r9 万円年金」の実 6 月 廃棄物処理法改正(有
現，所得代替率64% ー実際の 害な産業廃棄物の投棄に対
平均年金額は 6万857 円で する罰則強化)
所得代替率は48% に上昇， 9 月 川崎市，全国初の環境
拠出制国民年金は25 年加入 アセスメント条例制定





1 月 中小企業事業転換対策 6 月 第 3 次雇用対策基本計 へ)
臨時措置法公布 画，閣議決定 1 月 振動公害に初の規制基
1 月 政府，毎年度の防衛費 10 月 身障者雇用納付金制度 準を決定
GNP の 1% 以内と決定 発足 12 月 自動車排ガスの78 年度
12 月 東京地裁，摂津訴訟で 規制設定
請求棄却の判決 12 月 ラムサール条約発効
197 年 3 月 米貿易国際委，日本製 4 月 日本初の高速増殖実験
(昭和 52) カラーテレピの輸入急増に 炉「常陽jが臨海に達する
より囲内産業に被害と裁定 10 月 老人保健医療問題懇談 5 月 環境庁，環境保全長期
(集中豪雨的輸出) 会，老人医療の有料化示唆 計画策定
5 月 20 カイリ漁業専管水 6 月 大気汚染防止法施行規
域法公布 12 月 年金制度基本構想懇談 則改正，窒素酷化物第 3 次
会(年金懇)，年金改革に関 規制(廃楽物焼却炉の塩化
9 月 経済対策閣僚会議，公 する中間報告(厚生年金の 水素排出基準を設定)
共投資の追加など総合経済 支給開始年齢引きげ，年金 6 月 香川県豊島で住民が処
対策決定 制度全体の体系で 3 論併記 分場建設差止訴訟を起こす
10 月 税制調査会，一般消費 一①基礎年金制度創設，② 8 月 重量ガソリン車，デ
税(付加価値税)導入を提言 各制度間財政調整方式(最 イーゼル車に係る 7 年度規
した中期税制答申を首相に 低保障方式)，③国民年金と 制実施
提出 厚生年金との二重加入方式 9 月 東海村核再処理工場試
運転開始
12 月 経団連，公共投資・住宅 12 月 杜保審， r皆年金下の新 1 月 「定住圏構想Jを盛り込
建設中心の財政主導型景気 年金体系系」建議(基礎年金 んだ第 3 次全国総合開発計
回復実現予算を要求 の創設と財源として所得型 画(三全総)を閣議決定(初
付加価値税の導入) めて生活基盤重視)
1978 年 l 月 東京外為市場，戦後最 l月 自動車排7i スの79 年規
(昭和 53) 高値 (4 日 l ドル =237 円) 制・自動車騒音の79 年規制
を更新 告示
2 月 円高対策法(中小企業 4 月 年金懇，年金制度の改 3 月 公害防止地域の第 2 次
対策)公布施行 草の方向を厚相に報告 地域(東京など 6 地域)，第
3 月 国際収支関係閣僚会議 4 月 厚生省，寝たきり老人 3次地域(鹿島など 5 地域)
外貨準備高激増で黒字減ら のショートステイ事業を創 承認
し対策の輸入促進措置決定 設 3 月 国産初の発電炉「ふげ
3 月 経済対策閣僚会議，内 4 月 厚生事務次官，児童館 ん」が臨海に到達(福井県敦
需拡大を中心とした 7 項目 の設置運営要綱を通知 賀市)
の経済対策決定 4 月 在宅重度精薄者訪問診 4 月 ガソリン乗用車の窒素
5 月 大蔵省，円転換規制枠 査事業を実施 酸化物78 年度規制実施
の綾和を決定 4 月 大阪市西淀川区の公害
6 月 石油開発公団法改正公 患者，企業10 社を相手取り
布 大気汚染物資の排出差し止
(海運不況で過剰タンカー めと損害賠償を求めて提訴
による石油備蓄) 4 月 特定空港周辺航空機騒
7 月 新日鉄，人l幡製鉄所洞 音対策特別措置法公布
岡の最後の高炉停止 4 月 新潟県，阿賀野川水銀
7 月 円急騰，初めて20 円台 汚染で13 年ぶりに安全宣言
割る (患者団体から反対声明)
8 月 日中平和友好条約調印 5 月 成田空港開港
8 月 ボン・サミット開催(日 6 月 瀬戸内海環境保全臨時
本・西ドイツに成長回復の 措置法及び水質汚濁防止法
主導的役割を求める「機関 1 月 社会経済国民会議， r日 改正， COD( 化学的酸素要
車論J) 本的福祉社会の提唱」を発 求量)総量規制の導入
9 月 経済対策閣僚会議，内 表 7 月 環境庁，二酸化炭素
需拡大・構造不況対策など 1 月 労働基準法研究会，生 (C02) の環境基準を大111 日に
6 項目の総合経済対策決定 理休暇の廃止を提言 緩和し告示(現行の 2-3
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1 月 特定不況地域中小企業 1 月 特定不況地域離職者対 倍)
対策臨時措置法公布 策臨時措置法公布 8 月 水道の水質に関する厚
12 月 政府税調，一般消費税 生省令，総量規制の導入
大綱を決定 8 月 水質基準に関する厚生




197 年 1 月 イラン革命，イラン原 1 月 ガソリン車の79 年規制
(昭和 54) 油輸出(停止により)停止に の実施
より， 79 年中の OPEC によ 3 月 東京高裁，日産の定年 3 月 熊本地裁，水俣病に係
る原油 2 倍値上げの契機に 男女差別(男 5 歳，女50 歳) る刑事裁判で被告の元チッ
(第 2 次石油危機) に違憲判決 ソ幹部に有罪判決
l 月 米中国交回復 4 月 第 2 次藤木訴訟，東京 3 月 津地裁，日本アエロジ
3 月 EC 諸国，域内固定相場 地裁で請求棄却の判決 ル四日市工場の塩素ガス流
制 (EMS) を採用(英国を除 4 月 年金懇， rわが国年金制 出事故で公害罪初適用
く) 度の改革の方向Jと題する 3 月 米スリーマイル島で原
5 月 NEC ， PC801 発売(本 報告書提出(中間報告と同 発事故
体16.8 万円，パソコン・ じ内容) 3 月 通産省，電力 6 杜・日本
ブーム) 4 月 厚生省，精神薄弱者通 原電・動燃に原発安全性の
6 月 OPEC 総会， 78 年12 月， 所援護事業実施要綱を施行 総点検を通達
79 年 3 月に引き続いて，原 4 月 文部省，養護学校教育 4 月 デイーゼル車79 年規制
油基準価格23.5% 引き上げ 義務制を実施 実施
と上乗せ価格とのこ重価格 8 月 第 4 次雇用対策基本計 5 月 水質汚濁防止法の特定
制を決定 画，閣議決定 施設に病院 (30 床以上)，一
6 月 東京サミット開催 10 月 杜保審， 2 階建て方式 般廃棄物処理施設(焼却施
8 月 新経漬社会 7 カ年計画 年金(新税を財源とする全 設)を追加
(年平均成長率 7.5% ，一般 額国庫負担の基本年金と拠 6 月 東京湾，伊勢湾，瀬戸内
消費税の導入)を閣議決定 出年金)，高齢者雇用の条件 海でCOD に係る総量規制
整備を前提とした支給開始 実施
年齢引上げなど建議 9 月 動燃，ウラン濃縮試験
工場(岡山県人形峠)運転開
始




12 月 アフガ二スタンでクー 12 月 国立身体障害者リハピ 1 月 関電美浜原発 2 号機で
デター，ソ連軍介入 リテーションセンター開所 1次冷却水漏れ事故，原子
炉停止
1980 年 1 月 総合エネルギ一対策推 1 月 公的年金関係閣僚懇談 3 月 津地裁，石原産業に排
(昭和 5) 進閣僚会議，石油消費節減 会，厚生年金の65 歳支給開 水タレ流し事件で有罪判決
対策を強化 始を見送る方針を決定 3 月 横浜・川崎市内の主婦
1 月 本田，米オハイオナト|に 2 月 杜保審厚生部会，摩生 グループ，合成洗剤追放市
小型自動車生産工場建設と 年金の65 歳からの支給につ 条例制定を求めて直接請求
発表 (82 年1 月操業，自動車 いて現状での法改正には反 運動を開始，全国初
の米現地生産第 1号) 対と答申 3 月 使用済み核燃料再処理
2 月 厚相，国会で厚生年金 会社・日本原燃サービス発
2 月 半導体OC) の日米貿易 支給年齢65 歳引上げは次期 足
日本の出超に転じる 再計算時に判断と表明 4 月 日米核再処理協議，日
2 月 厚生省，保育所におけ 本のプルトニウム転換工場
る障害児の受け入れについ 建設承認で決着
て通知 5 月 海洋汚染・海上災害防
3 月 トヨタ，対米自動車輪 3 月 厚生省，児童福祉施設 止法改正，海洋投棄処分の
「福祉と環境j コース・教材 329 
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出抑制を表明 最低基準を改正(自閉症児 規制強化
3 月 米下院歳入委公聴会， 施設新設) 6 月 釧路湿原がラムサール
自動車輸出摩擦問題で日本 4 月 労働省，高齢者労働能 条約登録湿地第 1号に
非難続出 力活用事業の実施について 6 月 南アルプス・スーパー
5 月 日米通商協議，自動車 通達 林道開通，自然破壊の公共
等の経済摩擦を議題に開催 7 月 全国町村会，老人医療 事業




7 月 厚相，老人保健医療制 8 月 南太平洋地域首脳会議，
度の創設と財源として老人 日本の低レベル放射能廃棄
福祉税構想を発表
7 月 国連婦人の10 年・ 1980
8議月 動燃東海事業所，プル年世界会議開催(コベン
ハーゲン) トニウム混合転換施設工事
7 月 女子差別撤廃条約に調 着工
~n 9 月 自動車排ガス82 年規制，
9 月 経済対策閣僚会議， 8 9 月 在宅障害者デイ・サー 自動騒音82 年規制告示
項目の総合経済対策決定， ピス開始 9 月 名古屋地裁，住民の新
物価と景気の両にらみに軌 9 月 厚生省，老人保健制度 幹線差し止め(減速)請求を




1 月 米大統領選挙でレーガ 12 月 武蹴野市福祉公社設立 10 月 廃棄物その他の物の投
ン勝利(新冷戦体制ヘ) (リーパスモーゲージ導入) 棄による海洋汚染に関する
12 月 新外為法施行(外債投 12 月 健康保険法等改正(家 条約(ダンピング条約)がわ
資の自由化) 族入院 8割給付に引上げ) が国について発効
12 月 臨時行政調査会(第 2 1 月 ワシントン条約批准




1981 年 2 月 レーガン米大統領，経 3 月 最高裁宅日産の定年差 1月 動力炉・核燃料開発事
(昭和 56) 済再生計画を発表(レーガ 別訴訟で女性差別は無効と 業団東海村再処理工場の本
ノミックス) 判決 格操業開始
3 月 臨時行政調査会初会合 4 月 社会保険審，老人保健 l月 新型の軽量ガソリン車
(会長に土光敏夫・財界 08) 法制定について答申 に対する81 年規制実施
5 月 日米自動車協議，対米 5 月 「老人保健法案J国会提 3 月 政府，赤字口ーカル7
輸出自主規制実施で決着 出噌継続審議に 路線廃止を決定
6 月 82 年度予算概算要求枠 6 月 臨 調 第 1 ・2特別部会 3 月 高知県窪川町で原発誘
を閣議決定(ゼロ・シーリン 報告を了承(老人医療無料 致派の町長に対するリコー
グ‘財政再建のスタート) 制の廃止，年金給付の国庫 ル成立(4 月再選)
7 月 臨時行政調査会第 1次 負担の削減‘児童手当の低 3 月 福岡地裁，豊前火力発
中間答申 所得層への限定) 電所環境権訴訟の控訴審で
7 月大幅円安( 7 月16 日， 1 7 月 臨調第 1次中問答申‘ 環境権を認めず，住民の控
ドル=23.6 円) 社会保障に個人の自助努力 訴を棄却
求める 3 月 厚生省，水道水に含ま
7 月 3 カ月ぶりに診療報酬 れるトリハロメタン (THM)
改定，大幅な薬価引下げな の監視体制を強化するよう
ど，臨調行革下での診療報 都道府県に通達
酬抑制の時代へ 3 月 電源開発調整審，東電




に対する指導基準を設定 5 月 原発反対福井県民会議
8 月 厚生省，延長保育特別 日本原電の事故隠しを福井
対策実施要綱を通知 地検に告発
10 月 鈴木首相，制度間格差 6 月 大気汚染防止法施行令
10 月 経済対策閣僚会議，景 を調整し，究極的には基本 改正，東京・神奈川・大阪 3
気対策を決定 年金を確立すると年金制度 都府県に窒素酸化物(NOx)
の l本化を表明 の総量規制を導入
11 月 厚生省，保護課長・監査 6 月 通産省，テクノポリス
11 月 行政改革関連特例法案 指導課長連名で「社保123 (高度技術集積都市)に 16 地
成立(1 2月公布) 号」通知， r生活保護の適正 区を選定
実施について」通達(関係先 6 月 通産省，事故を起こし
照会の「同意書」提出など請 た日本原電敦賀発電所に半
求時の事実確認強化，実際 年間の運転停止命令
には申請自体を窓口で抑制 12 月 最高裁，大阪国際空港
12 月 経済対策閣僚会議，黒 する「水際作戦J. r窓口指 騒音公害訴訟で損害賠償は
字減らしなど 5項目の対外 導」の展開)臨調行革下「福 認めたものの，夜間飛行の
経済政策を決定 祉見直しj第 1弾 差し止めは却下
1982 年 1月 第 l回二極通商会議開 3 月 国際障害者年推進本部 1月 神奈川県，全国に先駆
(昭和 57) 催(米・欧・日本間の貿易不 今後10 年の障害者対策長期 けて窒素酸化物 (NOx) の
均衡を議論) 計画を決定 総量規制導入
3 月 EC 外相理事会，対日貿 6 月 行革関連特例法による 2 月 環境庁，大隈半島の石
易摩擦でGAT23 条に基づ 児童手当の見直し(所得制 油備蓄基地に同意唱環境行
く対日協議を決定 限を最も厳格化一老齢福祉 政の後退に批判・抗議が起
6 月 FBI ，IBM 電算機情報を 年金並み一，支給対像から こる
不法入手した日立製作所・ はずれるサラリーマン世帯 3 月 前橋地裁，カドミウム
三菱電機社員を逮捕 (IBM に特例給付一全額事業主負 による農作物被害の安中訴
産業スパイ事件) 担一) 訟で公害裁判史上初めて企
7 月 83 年度予算概算要求枠 7 月 最高裁大法廷，堀木訴 業の故意責任を認め噌東邦
を 5% 削減する閣議決定 訟の上告を棄却 亜鉛に損害賠償の支払いを
(マイナス・シーリング，歳 8 月 「老人保健法J公布 iロ~~寸3、
出削減の強化) 臨調行革下「福祉見直しj第 3 月 川崎市の公害患者と遺
7 月 臨時行政調査会第 3次 2弾 族，大手企業12 杜，国鉄(現
答申(基本答申唱 3公社の分 ①老人医療無料制度(自己 JR) ，首都高を相手に損害
割民営化) 負担ゼロ)の廃止(定額自己 賠償を求める川崎公害訴訟
8 月 川崎製鉄千葉製鉄所第 負担の導入) を起こす
2号炉の操業休止。高炉休 ②市町村に老人保健医療事・ 5 月 国連環境計画特別会議
止が相次ぎ， 12 月末の稼動 業会計を設置(老人医療費 開催，地球を健全な状態で
高炉は65 基中40 基 を経理，老人は国保加入ま 次世代に引き渡そうとのナ
たは被用者保険の扶養親族 イロビ宣言採択
に，高齢者独自の医療保険 6 月 東北新幹線大宮~盛岡
の創設ではない) 問開業
③医療給付費(自己負担分 6 月 新潟水俣病第 2次訴訟
は除かれる)の費用分担は 提訴
公費30% (国 20% ，都道府 7 月 最高裁，因子の浦ヘド
県・市町村各 5%) ，各医療 ロ訴訟で製紙 4 社に一部凌
保険からの拠出(高齢者の i業費用を求める







1/2 ，加入者按分 12 でス
タート，最終的には加入者




9 月 行政改革大綱を閣議決 率が高い国保と低い被用者
定 保険の聞で制度間財政調整
10 月 経済対策閣僚会議，公 ⑤制度聞財政調整の導入に 10 月 東京都公害対策審議会
共投資2 兆円追加などの総 より国庫負担削減(国保の 窒素酸化物(NOx) 規制につ
合経済対策を決定対策決定 負担軽減→国の国保への負 いて知事に答申
10 月 米の失業率戦後初めて 担金一国保の老人保健拠出 10 月 大阪府，窒素酸化物
二桁の 10.1 % (r 双子の赤 金の30% ーが節減) (NOX) 総量削減計画を告示
字J) ⑥特例許可老人病院，老人 10 月 横浜地裁，厚木基地騒
11 月 西独グルンデイヒ社， 特掲診療報酬の設定 音訴訟で夜間飛行差し止め
日本製VTR をダンピング容 9 月 厚生省，心身障害児家 請求を却下
疑でEC 委に提訴(円 R紛争 庭奉仕貝の派遣事業につい
拡大) て通知
1 月 EC 外相理事-会，日本の 9 月 給与関係閣僚会議，国 11 月 上越新幹棋大宮~新潟
市場開放と対EC 輸出抑制 家公務員給与引き上げの人 間開業
を求める方針を決定 事員勧告の完全凍結を決定




1983 年 2 月日 本'EC ，VTR のEC 向 2 月 老人保健法施行 2 月 海洋投棄規制条約(ロ
(昭和 58) け輸出自主規制で合意 3 月 厚相，老人保健法に関 ンドン条約)締結国会諮問
2 月 トヨタ・米GM 社，米国 し，老人医擁費無料化を続 催，放射性廃棄物の海洋投
内の小型自動車合弁計画で ける自治体に有料化するよ 棄は安全性検討終了まで停
覚書調印 う厳しい行政指導を行うと 止と決議
2 月 目立， IBM 産業スパイ 表明 4 月 廃棄物処理法施行令改
事件の刑事訴訟で司法取引 3 月 ILO 理事会，日本の人 正，建設木屑を産業廃棄物
に合意，多額の罰金支払い 事院勧告凍結を遺憾とし， に指定
(1 0月に三菱電機も) 完全実施を求める勧告を採 7 月 中央公害対策審議会，
3 月 臨調最終答申(r 増税な 択 環境保全長期計画を見直し
き財政再建Jを明示) 3 月 臨調最終答申で生活保 大規模開発は構想段階で保
6 月 行政改革推進審議会発 議の見直しを要求(生活扶 全策必要
足 助基準の設定方式，母子加 8 月 デイーゼル車(直射式)
8 月 1980 年代経済社会の展 拝見直しなど盛り込まれ の窒素酸化物の83 年規制を
望と指針，閣議決定 る) 実施
10 月 経常収支の黒字減らし 6 月 厚生省，在宅心身障害 10 月 騒音規正法による大型
と内需拡大が狙いの総合経 児(者)療育事業実施要綱を トラックなどの85 年規制告
済対策決定 通知 示される




1984 年 2 月 公的年金制度の改革に 2 月 OECD 理事会司有害廃
(昭和 59) ついて閣議決定 棄物の越境移動に関する決
3 月 労働省，パート労働に 定友び勧告を採択
指針 2 月 大阪国際空港騒音公害
4 月 日米農産物交渉司牛肉・ 4 月 第40 次生活保護基準改 第4 ・5次訴訟で原告住民
オレンジの中命入割当をめぐ 訂(水準均衡方式の採用， 65 が大阪地裁の和解案を受諾
って妥結(協定は 8 年まで) 年度の格差縮小方式採用時 (国側も受諾)
5 月 日米円ドル特別会合の の目標値・一般勤労世帯の 2 月 厚生省，トリクロロエ
事務レベル協議，ユーロ円 60% が82 年度に達成された チレンなど3 物質について
市場開放策(円の国際化の ことに対応した切り替え， 初の水質基準決定
促進) 以後乙の水準でほぼ固定 3 月 愛媛県今治市の織田ケ
32 
政治，経済 福祉，労働 環境，地域開発
5 月 尽セラなど25 杜で第 2 化) i兵の埋立に反対し住民約
電々企画設立 7 月 藤木訴訟司東京高裁で 10 人提訴
原告側敗訴の判決 3 月 宮崎地裁，土日久鉱山
8 月 杜会福祉・医療事業団 のヒ素汚染の訴訟で住友金
法公布 属に5.1 億円の支払いを命
8 月 日本専売公社民営化の 8 月 健康保険法等改正 じる(会社は控訴)
関連 5 法案成立 ①被用者保険本人 1 割負担 5 月 東京・神奈川に住む水
8 月 国鉄再建監理委，初め の導入 俣病認定患者がチッソや国
て分割・民営化の方向を提 ②退職者医療制度の創設 などを提訴
示した第 2 次緊急提言を首 -老人保健法適用の 70 歳未 7 月 湖沼水質保全特別措置






-被用者保険は退職者医療 幅な骨抜き， 3 年たな晒し
制度下のOB の医療費を国 の上成立)
保に拠出 7 月 電力業界，核燃料サイ
-国保医療費への国庫負担 クル 3 施設を青森県六ケ所
率を45% から38.5% ヘ大幅 村に一括建設する方針を決
引下げ¥新制度による国保 tι h 
の負担軽減を国庫負担削減 8 月 環境影響評価実施要綱
として召し上げ. 閣議決定(国の事業にアセ
10 月 日本テレコム設立 -固保の財政危機加速化(新 スメント義務づけ)
10 月 ダイハツ，中国(天津) 制度への移行者の過大評価 9 月 国土庁，都内商業地で
で商用車生産を開始(日本 による国庫負担の国保負担 7.6% 高騰と発表(71 ~73年
の自動車工業の初の中国進 軽減を上回る削減が原因， 以来の第 2 次地価高騰)
出) 救済は臨時的な特別交付
1 月 日本高速通信設立 金) 10 月 環境庁と経団連の第 1
12 月 政府，対外経済摩擦処 1 月 10 理事会，日本の83 固定期懇談会，経団連が公
理のため，対外経済閣僚会 年度人事院勧告の不完全実 害健康被害補償法の見直し
議の設置を決定 施は遺憾との報告書を承認 を要求
1985 年 1 月 日米貿易摩擦問題で日 5 月 男女雇用機会均等法公 l 月 四日市公害認定患者の
(昭和 60) 米次官級協議始まる 布(この後，少数の総合職・ 女性が自宅で石油をかぶり
(MOS 協議) 多数の一般職という実質的 焼身自殺
2 月 ゴルバチョフ・ソ連共 差別導入され，定着) 3 月 第 3 次川崎訴訟，川崎
産党書紀長誕生(ペレスト 5 月 国民年金法等の改正 市の公害認定患者と遺族が
ロイカ推進) 臨調行革下「福祉見直しj第 固と企業を相手に総額23 億
4 月 電々公社民営化唱 NTT 3~単 円の損害賠償を求める
発足 ①被用者年金・定額部分と 3 月 国連環境計画 (UNEP)
5 月 補助金削減一括法公布 国民年金を統合して， r基礎 の外交会議で「オゾン層の
(1年間の暫定措置，財政再 年金」創設，女性の年金権確 保護のためのウィーン条
建のための負担の地方自治 立(サラリーマン世帯の専 約j採択
体への転嫁) 業主婦・パート主婦は第 3 3 月 青函トンネル開通
号被保険者として保険料不 4 月 名古屋新幹線訴訟，名
納付で年金受給，その分は 古屋高裁が新幹線の公共性
独身者を含む第 2 号被保険 を認め司住民の請求を棄却
者全体で負担) 4 月 青森県が核燃料サイク
②給付水準引下げ(現役労 ル施設の六ヶ所村への受入
働者の平均賃金比 ボーナ を正式回答
スを除くーの所得代替率約 4 月 むつ小川原開発基本計
68% のモデル年金について 画に核燃料サイクル事業を
8 月 大蔵省，大口預金金利 現行32 年加入から40 年加入 追加，原子力基地へ変質
自由化 とすることによる引下げ) 5 月 全国の住民団体が松江
「福祉と環境J コース・教材 33 
政治，経済 福祉，労働 環境，地域開発
9 月 中期防衛力整備計画決 ①制度問財政調整を導入 市で、水郷.*都全国会議を
定， GNP 比1% 突破 (第 l号被保険者の未加入・ 聞き， r親水権」の確立を提
9 月 プラザ合意(r 双子の赤 未納・免除のしわ寄せが第 唱する宣言を採択
字」の米国支えるため為替 2号被保険者にゆく基礎年 5 月 国土庁，首都改造計画
市場への協調介入強化でド 金への拠出基準を設定) を発表，東京大都市圏(1都
ル高修正) ④制度間財政調整の導入に 4 県)の多核型連合都市圏
よる国庫負担削減(基礎年 への脱皮を目指す
金の1/3) 8 月 原子力安全委放射性廃
5 月 補助金一括削減法によ 棄物安全規制専門部会，低
り，福祉関連の国庫補助負 レベル放射性廃棄物の海洋
担率引下げ 処分を断念した安全性研究
6 月 女子に対するあらゆる 計画を決定
形態の差別の撤廃に閲する 9 月 柏崎原発 l号機営業連
条約を批准 転開始
6 月 児童手当法改正(第 2 12 月 青森・むつ小川原国家
子も支給対象に，支給期間 石油備蓄基地が完成
は中学校卒業前から小学校 12 月 環境庁，湖沼水質保全
入学前に繰り下げ) 措置法の適用第 l号に手賀
11 月 円高電東京外為市場で 12 月 医療法改正公布(都道 沼，印踏沼，霞ヶ浦，琵琶湖，
4 年10 ヶ月ぶりに 1 ドル 府県の地域医療計画の策 児島湖の 5 カ所決定
20 円割れ 定一病床数規制など一) 12 月 最高裁，豊前火発環境




1986 年 2 月 東京外為市場，円の急 l月 新年金制度スタート l月 環境庁，半導体製造の
(昭和 61) 騰続く (2 月19 日， 1 ドル= 1月 厚生省，国立病院・療養 4 工場から瞥定指針値を超
179 円) 所239 ヶ所のうち79 ヶ所を えるトリクロロエチレンを
4 月 国際協調のための経済 86 年度から 10 年計画で削減 検出と発表
構造調整研究会，報告書(前 決定 2 月 環境庁，トリクロロエ
川リポート)を発表(内需拡 4 月 中高年齢者の雇用の安 チレンなどによる地下水汚
大を必要とする私的機関の 定に関する特別措置法改正 染が19 都道府県に拡大と発
報告書が対米公約に) (高年齢者の雇用の安定に 表
4 月 円高デフレ緩和・内需 関する法律に改題)，定年 60 3 月 名古屋新幹紘訴訟の原
拡大のための総合経済対策 歳努力義務化，シルバ一人 告住民と国鉄(現 JR) が和
を決定 材センタ一規則 解，賠償金 5億円
5 月 補助金削減法公布( 3 5 月 補助金削減法により児 4 月 ソ連のチェルノブイリ
年聞の暫定措置) 童福祉福祉施設，身障者更 原発でで大規模な事故
6 月 行革審，最終答申(増税 正援護施設，精神薄弱者援 4 月 東京湾横断道路建設特
なき財政再建の堅持) 護施設等の入所措置に対す 別措置法成立
7 月米政府，農産物12 品目 る補助率50% へ引き下げ、 5 月 民活法制定
に対する日本の輸入制限は 6 月 長寿社会大綱，閣議決 6 月 動燃東海事業所で貯蔵
GATT 違反と提訴 定 プルトニウム燃料を査察中
9 月 全米精米業者，コメ市 の国際原子力機関員ら 12 人
場開放でアメリカ通商代表 9 月 中高年雇用・福祉事業 が被爆
部に提訴(10 月却下) 団(労働者協同組合)全国連 6 月 東京地裁，群馬県安中
9 月 通産省とアメリカ商務 合会発足 訴訟の和解交渉聞かれ，和
省が日米・半導体協定を結 10 月 国鉄分割・民営化に沿 解金額4.5 億円で大枠合意，
ぶ った「労使共同宣言の締結J 提訴から 14 年ぶり
9 月 GATT 閣僚理事会，ウ などの執行部方針が国労大 6 月 環境庁の「大気汚染
ルグアイラウンドの開始宣 会で否決される (N02) 健康調査」で低濃度
言採択 12 月 老人保健法改正・定額 のN02 汚染でも健康に影響
9 月 一層の円高(1 50 円前 負担金引上げ・老人保健施 があることが判明，環境庁
半)，衆参両院の代表質問で 設設置・加入者按分率引上 の排出基準の値に疑問の声
円高不況について追求 げ(86 年度80% → 87 年度 10 月 中央公害対策審，大気
34 
政治，経済 福祉，労働 環境，地域開発
90% → 90 年度10%) 汚染指定地域の全面解除，
12 月 バブル景気始まる 12 月 国民健康保険法改正 公害被害者補償法見直しな
(保険料長期滞納者には保 どを答申
険証を交付せず，期限付き 10 月 神戸地裁，斑状菌にな
の「資格証明書jを発行，窓 ったのは水道水の高濃度フ
口で10 割負担，後に 7割を ッ素が原因との賠償請求訴
給付証明書」交付，一旦窓口 訟で西宮市に賠償命令







1987 年 2 月 G5 開催，ルーブル合 1 月 生活保護打ち切りで39 2 月 和歌山県の「天神崎の
(昭和 62) 意 歳のシングルマザーが餓死 自然を大切にする会」が自
2 月 日銀，公定歩合を史上 (札幌市の市営住宅，適正化 然環境保全法人(ナショナ
最低の2.5% へ引き下げ(低 政策の犠牲者) ルトラスト法人)に認定さ
金利時代，バブルの要因) 1 月 健康保険・厚生年金保 れる
4 月 売上税法案が事実上廃 険の適用拡大(常用 3~4 3 月 熊本地裁噌水俣病第 3
案に 人の全業種) 次訴訟でチッソとともに初
4 月 国鉄分割・民営化， JR 2 月 社団法人シルバーピジ めて固と県の責任を認め，
発足 ネス振興会設立(高齢者福 *~額6.7億円の支払いを命
4 月 国土庁， 87 年地価公示 祉の市場化) じる
発表，東京都(商業地)の平 4 月 約7，60 人の国鉄職員




市で発生，脳出血で死亡(保 6 月 第 4 次全国総合開発計
5 月 通産省，ココム違反の 険証がなく，現金がないた 画(回全総)閣議決定
東芝機械に対して共産圏向 め，救急者で運ばれるまで
け輸出の 1年間禁止処分 受診できず，病状悪化) 8 月 国土庁，東京全域を土
5 月 経済対策閣僚会議，内 5 月 社会福祉士・介護福祉 地取引監視区域にする
需拡大と輸入増加の緊急経 士法公布 9 月 公害健康被害者補償法
済対策を決定 1年間禁止処 6 月 身体障害者雇用促進法 改正司全国41 ヶ所の大気汚
分 改正(r 障害者雇用促進法」 染地域の指定を解除司今後
に改題) 気管支ぜんそく患者出ても
6 月 年金の自主運用法公布 公害病と認めない(負担を
(積立金の一部を金融市場 のがれたい大企業の要求を
で自主運用，資金運用部預 環境庁が受け入れ)






10 月 ニューヨーク株式市場 タイム制の導入)
株価大暴落(ブラック・マン 9 月 精神衛生法改正(精神
デー) 保健法から改題)
1 月 NTT 株第 2 次売り出し 10 月 「国立病院等の再編成 10 月 ワシントン条約囲内法
(25 万円) に伴う特別措置に関する法 決定(動物 50 種，植物130 種
律j公布 の圏内での販売禁止)
12 月 円高，東京外為市場で 10 月 過労死に関して労災認




12 月米ソ， INF 全廃条約調 12 月 54 単産参加で「連合」発 12 月 リゾー卜法(総合保養
正H 足 地域整備法)成立
198 年 l 月東京外為市場， 4 日l 1月 林団法相，外国人労働 3 月 青函トンネル開通
(昭和 63) ドル =120.45 円と史上最高 者の受入れ禁止を緩和する 3 月 最高裁，水俣病刑事裁
の円高 方針(技術・専門職従事者に 判でチッソ元社長・元工場
限る)を表明 長の上告を棄却，懲役 2 年・
l月 厚生省，在宅老人デイ 執行猶予 3 年の有罪確定，
4 月 少額貯蓄非課税制度 サービス事業の実施につい 起訴以来32 年
(マル優)高齢者等を除き原 て通知 3 月 川崎市内の公害認定病
則廃止 4 月 最高裁句藤木訴訟で上 患者の死者が10 人に達す
5 月 「世界とともに生きる 告棄却 る
日本一経済運営 5 カ年計 5 月 厚生省，精神科デイ・ケ 4 月 瀬戸大橋(児島~坂出)
画J，閣議決定 ア施設運営要綱を通知 開通
6 月 自民党，税率 3% の消 6 月 国民健康保険法改正 4 月 動力炉・核燃料開発事
費税を導入する税制改正大 ①厚生省の87 年10 月の国保 業団，岡山県の人形峠事務
綱を決定 から分離した「福祉医療制 所で日本初のウラン濃縮プ
6 月 牛肉・オレンジの輸入 度」案(自治省，自治体が強 ラントの操業開始
自由化，日米交渉妥結 く反対)ではなく，国保から 5 月 大阪東淀川区の住民，
分離しないで「保険基盤安 新幹線振動・騒音で公害等
7 月 BIS 規制決定(国際業 定制度」導入(低所得者の軽 調整委員会に調停を申請
務を行う銀行の自己資本比 減国保税について，国 12 6 月 トロント会議， 205 年
率 8% 以上) 負担→国 l氾，都道府県 1 までにC020% 削減を提案
7 月 第13 国会召集，税制改 4②，市高町村 12 ) 7 月 北陸自動車道全線開通
革審議が目的，政府は消費 額療養費共同事業に都
税導入の理由として「高齢 道府県負担を導入
化社会に備えるためにJを ③国保医療費への国庫負担 9 月 福岡高裁，土自久公害
あげる 率の38.5% から 35% へ‘ 84 訴訟控訴訴審で原告勝訴の
7 月 政府，国の79 機関の地 年改正次ぐ第 2 弾の引下げ‘ 判決
方移転を決定 (自治体負担増 690 億円に対 9 月 オゾン層保護のウィー
して国保負担軽減は240 億， ン条約発効
国が再び国庫負担削減で召 9 月 日本，ウィーン条約加
8 月 米上院，包括貿易法案 し上げ、) 入
(スーパー 301 条)を圧倒的 6 月 第 6 次雇用対策基本計
多数で可決 画，閣議決定 10 月 池子米軍住宅建設問題
10 月大蔵省， N円、株第 3 次 7 月 厚生省，老人保健福祉 を争点にした神奈川県逗子
放出分売り出し(1株 190 万 部発足(高齢者の保健・医 市長選挙で自然保護派の富
円) 療・福祉の一元化) 野陣一郎が当選
11 月 首相，全市町村に一律 9 月 民間事業者による在宅 1 月 気候変動に関する政府
l億円の交付税を配分する 介護サーピ・在宅入浴サー 間パネル(I PC) ，初会合
方針を決定(r ふるさと創生 ピスのガイドライン通知 11 月 千葉地裁，川鉄公害訴
1億円J) 10 月 厚生省・労働省， r高齢 訟で企業責任を認める判決
化社会に備えるためにJを 12 月 尼崎の公害患者ら，国
口実とする消費税導入を支 や企業に大気汚染物質の排
えるため，衆議院税制問題 出差し止めと損害賠償を求
12 月 消費税導入など税制改 等特別委に「長寿社会を実 め神戸地裁に提訴
革 6 法案成立(1 98 年 4 月 現するための施策の基本的 12 月 海洋汚濁防止法改正




198 年 1 月 補助金削減法公布(補 1 月 補助金削減法により児 l月 オゾン層保護のモント
(平成元) 助率引下げの恒久化) 童福祉施設・身障者更正援 リオール議定書発効









3 月 福祉関係 3 審議会合同 府・京都府・滋賀県の住民の
企画部会，今後の社会福祉 請求を棄却
のあり方について一健やか 3 月 オゾン層保護に関する
な長寿・福祉社会を実現す ロンドン会議， 124 カ国が参
9 月 日米構造協議の第 l 回 るための提言ーを意見具申 加して開催， 21 世紀末まで
会合(前川リポートを踏襲) 3 月 政府，長寿社会におけ にフロン全廃を表明
1 月第 l 回APEC( アジア・ る年金と雇用に関する閣僚 3 月 有害廃棄物の越境移動
太平洋太平洋経済協力閣僚 懇談会を設置 の管理等に関するパーゼル
会議)開催 1 月 国連第4 回総会，児童 条約の採択
の権利に関する条約を採択 3 月 ハーグ環境首脳会議で
12 月 ブッシュ米大統領とゴ 12 月 自民党，消費税の見直 温暖化対策実施の機構整備
ルパチョフ・ソ連議長，初の しに探る基本方針を策定 について検討
会談，戦後40 年間続いた東 (消費税の逆進性，益税，福 5 月 政府，地球環境保全に
西冷戦の終結を確認(マル 祉に支出されていないこと 関する関係閣僚会識を設置
タ会談) への批判に対応，高齢保憧 6 月 水質汚濁防止法改正
福祉福祉推進10 カ年戦略を (有害物質を含む水の地下
提起) 水への浸透禁止)
12 月 自民党， 198 年参院選 12 月 大蔵・厚生・自治 3 大臣 7 月 第15 回先進国首脳会議
での大敗を受けて，1消費税 合意で高齢者保健福祉推進 (アルシュ・サミット)，環境
の見直しに関する基本方 10 カ年戦略(ゴールドプラ 問題を主要議題として「ア
針」を決定 ン)を策定(高齢者介護の人 ルシュ・サミット経済宣言」
12 月 土地基本法公布(公共 的・施設インフラ整備目標 を採択
の福祉優先，投機的土地取 設定 -9 年度までにホーム 8 月 運輸省，リニアモー
引の抑制) ヘルパー 3万人から 10 万人 ターカーの新実験線建設地
特養ホーム16 万床から 24 万 を山梨県に決定




190 年 2 月 第 3 回日米構造協議で 3 月 JR に不採用になった 2 月 「油汚染に対する準備，
(平成 2 ) 米，大規模庖舗の出庖規制 国労組合員ら 1047 人が国鉄 対応及び協力に関する国際
撤廃等要求 清算事業団から解雇される 条約 (OPRC 条約)採択
3 月 大蔵省，金融機関に不 以後国労が各地の労働委員 4 月 中央公害対策審議会，
動産向け融資の総量規制通 会に救済命令を求める 発がん性物質トリクロロエ
達( 4 月実施， 92 年 1 月解 4 月 診療報酬改定で老人特 チレンなどを含む廃棄物の
除) 掲診療報酬に「定額制J導入 海洋投棄禁止を答申
4 月，第 2 次行革審，高齢化が 6 月 高齢者等雇用安定法改 6 月 スパイクタイヤ粉じん
ピークの20 年の国民負担 正(定年 60 歳法定義務化， 65 発生防止法施行
率50% 未満を提言(財界の 歳再雇用努力義務化) 6 月 モントリオール議定書
「小さな政府j要求を代弁) 6 月福祉関係 8法改正(在 第 2 回締結国会議， 20 年
6 月 日米構造協議「最終報 宅福祉サービスの積極推進 までのフロン製造・利用全
告書Jまとめる 091 ~2000 と市町村への一元化，市町 廃を決める
年度の公共投資430 兆円，流 村・都道府県老人保健福祉 6 月 運輸省，山梨県に建設
通規制緩和など) 計画の策定，障害者関係の 予定のリニアモーターカー
6 月 公共投資基本計画 (430 範囲拡大など) の実験ルート発表
兆円) 9 月 社会福祉法人「東京 7 月 ヒューストン・サミッ
8 月 イラク司クウェートに ホームJ，特養の全面倒室化 ト(米)，気候変動枠組条約
慢攻 に乗り出す の92 年までの採択を確認
8 月 湾岸戦争で多国籍軍に 10 月 労働省，長寿社会雇用 8 月 IPC 第 4 回会合，第 1
「福祉と環境」コース・教材 37 
政治，経済 福祉，労働 環境，地域開発
資金供与(lO {j 昔、ドル) ピジョンを提言 次報告をとりまとめる
10 月 第 3 次行革審発足 10 月 痴呆専門病棟新設を決 10 月 政府，地球温眠化防止
1 月 国連安保理，イラクに J疋-'-> 行動計画を決定
対する武力行使を認める決 10 月 東京都中野区，福祉オ 1 月 政府，青森六ヶ所村の
議採択 ンブズマン制度発足 低レベル放射性廃棄物の
12 月 90 年度補正予算案成立 30 年埋設事業を許可
(多国籍軍支援費 130 億円 1 月 兵庫県警，豊島産廃問
等) 題で業者を摘発，住民「廃棄
12 月政府.91-5 年度の防 物対策豊島住民会議」結成
衛力整備計画を決定(2 兆
750 億円)
12 月 28 日の東証平均株価，
2 万384 円71 銭(史上最高
値の89 年末比約40% 値下げ
バブル崩壊)
191 年 1 月 多国籍軍のイラク空爆 l 月 兵庫県警，豊島産廃事












3 月 国連安保理，湾岸戦争 3 月 長寿社会開発セン 3 月 大阪地裁，西淀川訴訟
の停戦条件決議，イラク受 ター・地方老人保健福祉計 第 1次判決.10 企業の加害







6 月 日米半導体協定改定交 の国際貢献が不足してい
渉，対日制裁解除で決着 るJとの批判を受けたもの
6 月 野村誼券，大口投資家 5 月 育児休業法公布 4 月 福井県敦賀市の高速指
への損失補填が露見 5 月 児童手当法改正(支給 殖炉「もんじゅJが完成
対象は第 1子から‘支給期 5 月 地球環境基金発足，地
聞を段階的に 3歳未満に繰 球環境保護のため途上国に
り下げ) 資金援助
7 月第 3 次行革審，第 l次 6 月 長寿社会の対策の動向 7 月 原子力委員会，使用済
答申 及び今後の課題と展望，長 み核燃料再処理工場の低レ
7 月 日本証券業協会，損失 寿社会対策関係閣僚会議・ ベル放射性廃棄物を地下数
補填先リストを公表 閣議了解 百メートルの地層へ埋没す
る方針を初めて打ち出す









12 月第 3 次行革審，第 2 次 理に再生を含める)
答申(国際化対応・国民生活 12 月 長寿社会開発セン 10 月 再生資源利用法(リサ
重視) ター・地方老人保健福祉計 イクル法)施行
12 月 ソ連消滅 (69 年の歴史 画研究班. r老人保健福祉計 1 月 中央公害対策審，水俣
に幕) 画の策定指針の骨子につい 病の未認定患者に医療費支
て」を公表 給等の総合救済策答申
192 年 2 月 EC 加盟12 カ国，マース 3 月 厚生省老人福祉計画課 2 月 大阪高裁，阪神国道43
(平成 4 ) トリヒト条約(欧州連合条 ホームヘルプ事業運営の手 号訴訟で差し止請求自体は
約)に調印 引きを提出，地方老人保健 適法とした上で棄却. 1審
2 月 経企庁，景気後退を宣 福祉計画策定にあたっての に続き道路の現状を違法状
言 (90 年代長期停滞の始ま ホームヘルパー算出の目安 態と認定し2.3 億円の支払
り) を示す( 1週当り 18 時間派 いを命じ，将来の賠償請求
遣) は却下
4 月 診療報酬改定，老人医 3 月 青森県六ケ所村の民間
療の差別化・報酬引下げ. ウラン濃縮工場，操業開始
①一般病院を含めて69 歳以 5 月 国連総会で気候変動枠
下と 70 歳以上の老人との間 組条約(地球温隈化防止条
で別建てに 約)採択
6 月 農水省，農業新政策「新 ②老人について一般病院と ①温室効果ガスの大気中の
しい食料，農業・農村政策の 老人病院(基準看護を実施 濃度を気候に危険な人為的
方向」発表(r 新農政J) していない病院で年間患者 影響を及ぼさない水準に安
①食料自給率の低下に歯止 数のうち65 歳以上が60% 以 定させることが目標
めをかける 上と占める病院)で別建て ②先進国の責務として .90
②効率的・安定的な経営体 年代末までに温室効果ガス
育成のため重点的に施策を ③看護料・検査料・投薬・注 の排出量を 90 年レベルに戻
実施 射料は70 歳以下を含めて す
③米の生産調整方式を見直 「入院医療管理科Jの包括化 ③先進各国は温暖化ガスの
し，食管制度・価格制度の見 1 -皿型に応じた定額払 排出と吸収の目録をつくり:
直しを行う (老人保健施設は全額定額 温暖化対策の国別計画を作
④地域特性に応じた農村政 払) る
策の実し，環境保全型農業 4 月 老人訪問看護制度開始 拘束力はない。ドイツ・英
を推進する (訪問看護ステーション開 固など90 年レベルを達成し
6 月 PKO 法(国連平和維持 設など) たが，日本・米国は失敗。拘
活動法)公布( 8 月施行) 4 月 10' 職業リハビリテー 束力のある議定書採択が次
6 月第 3 次行革審，第 3 次 ション及び雇用(障害者)に の課題になった
答申(国際化対応・国民生活 関する条約(第 159 号条約) 5 月 国連環境計画(U NEP)
重視の行政改革) 批准に国会承認 第 7 回交渉会議で生物多様
6 月 「生活大国 5 カ年計画 5 月 精神障害者グループ 性保護条約の採択
一地球社会との共存をめざ ホーム及び精神薄弱者デイ ①生物の多様性の保全と持
して -J 閣議決定 サービス事業の開始 続的利用が目標
5 月 中央労働委員会，国労 ②保全上重要な地域や種の
からの救済命令の求めに関 特定・監視，環境影響評価手
して解決案提示 続きの確保




8 月 東証平均株価.6 年 4 6 月 福祉人材確保法公布 対立，米国は宋締結
カ月ぶり l万5 千円割る 6 月 厚生省老人保健部長 6 月 リオデジャネイロで地
8 月 総合経済対策決定(公 「老人保健福祉計画につい 球サミット開催，持続可能
共事業費8.6 兆円) てJ通知(地方「老人保健福 な発展について議論な発展
祉計画J策定のためのガイ について論議
ドライン) ①環境と開発に関するリオ
6 月 医療法第 l次改正決定 告」三~、王E司壬
193 年































































3 月 熊本地裁，水俣病第 3
次訴訟第 2 陣判決で国・県
4 月 秋田地裁，加藤訴訟(障 の責任を再び認定






とに対して，減額措置の取 5 月 生物多様性条約を締結
消しと指導指示の無効確認 6 月 リサイクル法改正，ペ
を求めた事件)で原告勝訴 ットボトルの材質表示を
の判決 メーカーへ義務づけ
4 月 老人医療費患者負担， 6 月 ラムサール条約第 5 回
340 
政治，経済 福祉，労働 環境，地域開発
(総額 13.2 兆円，公共投資 外来 1ヶ月千円，入院 1 日 締約国会議，r命"路宣言 Jを
10.6 兆円) 70 円に引き上げ 採択
6月 大蔵省，定期預金の完 6 月 労働基準法改正(法定 9 月 川崎市のNKK 京浜製
全金利自由化を実施 労働時間4 時間から40 時間 鉄所で二酸化炭素の発生を
に短縮，例年 4 月施行) 抑制する「溶解還元製鉄法」
6 月 医療保険審，医療保障 のパイロットプラン完成
制度の見直しに関する「中 10 月 生物多様性国家戦略策
閉まとめJを発表パ入院給 p疋』
食・室料の見直しと特定療 10 月 デイーゼル車の排ガス
8 月 38 年ぶりに非自民の細 養制度の活用など差額徴収 中に含まれるDEP( 黒煙微
川連立内閣成立 拡大の方向を打ち出す) 粒子)規制を小・中型車へ導
9 月 緊急経済対策を発表 10 月 京都地裁，柳園訴訟(居 入
(総額 6.2 兆円) 住実態不明を理由とする生 11 月 香川県豊島の産業廃棄
活保護廃止処分の違法を理 物不法投棄事件で住民が公
由に損害賠償を請求した事 害調停を申請













11 月 欧州連合条約発効， EC 境憲法J)
の呼称がEU( 欧州連合)に
12 月 ウルグアイ・ラウンド， 12 月 障害者基本法成立(国 12 月 生物多様性条約発効
最終協定を採択， 7年に及 の障害者基本計画，都道府 12 月 環境庁，水質基準見直
ぶ交渉に幕(95 年 1月発効) 県・市町村に障害者計画の し(健康項目でテトラクロ
コメのミニマムアクセス 策定を義務づけ ロエチレンなどの有機溶剤
(最低輸入義務)導入 12 月 心身障害者対策基本法 やマジンなどの農薬を追加
を改正 現行基準の重金属類の規制
12 月 障害者プラン(ノーマ 強化，生活環境項目で海域








194 年 1月 北米自由貿易協定 3 月 高齢者社会福祉ピジヨ 1月環境庁，有害な15 物質
(平成 6 ) (NAFT) 発効，欧州経済地 ン懇談会，12 世紀福祉ピジ について土壌中の残留量の
域 (EA) 発足 ョン一少子高齢化にむけ 環境基準を決める
l 月 政治改革関連法成立 てJを報告(r中福祉・中負 l月 横浜地裁，川崎公害訴




3 月 3 月末までに全ての自 3 月 水道水源水質保全 2法
治体が「老人保憧福祉計画」 公布
「福祉と環境J コース・教材 341 
政治，経済 福祉，労働 環境，地域開発
3 月 細川首相の国民福祉税 の策定完了(一一ズに基づ 3 月 大阪府環境基本条例制
構想で連立政権に亀裂 く整備目標設定で全国集計 JE じ
3 月 クリントン大統領， 値ーホームヘルパー16.8 万 3 月 倉敷公害訴訟，原告側
スーパー301 条を復活する 人司特養ホーム29 万床など の勝訴，初めて二酸化窒素
大統領命令に署名 ーゴールドプランの整備目 と健康被害の因果関係を認
4 月 細川首相引責辞任 標を大幅に上回る電新ゴ一 める
ルドプランの策定を促す) 3 月 東京外環道(大泉~和
4 月 厚生省高齢者介護対策 光開)開通
本部設置 4 月 高速指殖炉「もんじゅJ
4 月 子どもの権利条約批准 初臨界
承認 5 月 建設省，魚類調査で長
6 月 特定建築物のバリアフ 良川河口ゲートを閉鎖
6 月 製造物責任法 (PL 法) リー化を進めるため「ハー 6 月 原子力委，原子力開発
が20 年がかりで成立.05 年 トピル法」成立 利用長期計画決定(プル卜
7 月施行 6 月 入院中の給食費に患者 ニウム利用によ核燃料サイ
6 月 松本サリン事件( 7 月 負担導入 クルの確立など)
オウム真理教の犯行と判 7 月 生活保護世帯の女性， 6 月 砂漠化防止条約の採択
明) 保護基準を越えるとして 7 月 東京都，独自の窒素酸
クーラーをはずされ脱水症 化物 (NOX) 排出基準設定，
状に，社会問題化 基準をクリアした電気自動
7 月 厚生省高齢者介護対策 車，天然ガス車，ハイブリツ
本部に高齢者介護・自立シ ド車などを「環境にやさし
ステム研究会 (1 システム い低公害車」に指定
研J) 設置(厚生省の介護保 7 月 東京都環境基本条例制
険構想の理論面での支柱) j'ー ι』
9 月 社保審，社会保障将来 7 月 岐阜地裁，長良川河口
像委員会第 2 次報告を提出 ぜき建設差し止め請求訴訟
(公的介護保険方式による で請求を棄却
介護の公的保障) 9 月 初の24 時間空港・関西
11 月 厚生年金等改正法案成 国際空港が開港
10 月 新公共投資基本計画 立(支給開始年齢を段階的 10 月 地球環境会議，排出権
(95 年度から 10 年間で630 兆 に65 歳に引き上げ¥年金と 取引の導入を盛り込んだ東
円)閣議決定，景気対策上の 失業給付の併給禁止，賃金 京宣言
必要性と相侠って国債・地 スライドの基準を手取り賃 10 月 最高裁，国家賠償を求
方債に依存した公共投資膨 金にーネットスライド‘への めた長良川訴訟で住民敗訴
張の契機に，固・地方の財政 切り替え一) の判決. 1審で勝訴した安
赤字大幅拡大の主因の一つ 12 月 システム研.1 新たな高 八町住民は28 億円の賠償金
1 月文部省，月 2 回学校 5 齢者介護システムの構築を を返還する義務
日制95 年度実施を決定 めざして」を報告(介護の基 10 月 東京・品川区と大田区
本理念として「高齢者の自 でデポジットモデル事業開
立支援Jを掲げる，普遍的な 始
リスクを個人の自立・尊厳 12 月 環境基本計画，閣議決
を基本として社会連帯とし ，疋..... 
て共同化するために「社会 12 月 新エネルギ一大綱でゴ
保険方式」を提唱) ミ発電出力拡充を盛り込む
12 月 エンゼルプラン策定 12 月 首都高速湾岸糠(羽田
(9 年度までの「緊急保育対 空港中央~横浜ベイブリッ









195 年 1月 WTO( 世界貿易機関)， 2 月 老人保健福祉審議会， 3 月 西淀川公害訴訟で会杜
(平成7) GATT を引き継いで、発足 高齢者介護等の検討始める 側が折れて和解が成立
l月 阪神・波路大震災 3 月 緊急失業対策法廃止法 4 月 高レベル放射性廃棄物
3 月 東京都心部で地下鉄サ 公布 を積んだ‘英輸送船がむつ小
リン事件 川原港沖に到着
4 月 東京外為市場で 1 ドル 5 月 精神保健法改正(精神 5 月 原子力船「むつ」の原子
80 円割れ(第 4 次円高) 保健及び精神障害者福祉に 炉を撤去する作業開始
関する法律に改題) 6 月 包装容器リサイクル法
6 月 改正育児休業法成立 成立 (97 年 4 月施行)
(96 年10 月に支援措置等を 7 月 長良川河口堰の運用開
第 l次施行) 始， 5 日目に水質悪化の指
7 月 地方分権推進法公布 7 月 老人保健福祉審議会， 標・アオコ発生
8 月 第二地銀最大の兵庫銀 「新たな介護システム確立 7 月 大阪地裁，西淀川公害




10 月 沖縄県知事，政府に米 帯による介護費用の確保が 却
軍基地の用地使用強制手続 基本的考え方，システム研 9 月 与党三党， r水俣病の最
きの代理署名拒否を通告 報告では「精神的支援Jに重 終決着についてJ(最終解決
11 月 政府， 19 年ぶりに新防 点を置いた「家族の役割Jを 案)を決定
衛計画大綱を決定 介護においても重視) 10 月 地球環境保全関係閣僚
11 月 米連邦準備制度(中央 7 月 社保審，社会保障体制 会議，生物多様性国家戦略
銀行にあたる)理事会，国債 の再構築について勧告， r95 決定
不正売買事件で大和銀行に 年勧告J(同審議会としては 12 月 昭和電工，新潟水俣病
米国からの全面撤退を命令 62 年以来の勧告，内容的に 問題解決案で患者団体と和
11 月 農水・建設・運輸の 3 省 は94 年 9 月の第 2次報告を 解
都道府県知事に補助金によ 踏襲，介護保険方式を改め 12 月 動燃，高速増殖炉もん
る「官官接待」の禁止を通達 て強調) じゅでナトリウム漏出事故
12 月 政府，住専 7社の整理・ 12 月 障害者対策推進本部， 福井県・敦賀市への通報大
清算に財政資金を投入する 障害者プラン策定 (r ノーマ 幅遅れ
処理案を決定(住専処理) ライゼーション 7 カ年計 12 月 政府，水俣病未認定患
画J，初めて数値目標を設 者救済問題で最終解決案を
定) 決定



























196 年 l月 公取委，持株会社設立 2 月 管厚相，薬害エイズで 2 月 西淀川公害訴訟原告団
(平成 8 ) を原則自由にすることを表 謝罪 被告企業との和解金の一部
明(持株会社原則解禁) を基金に(財 H 公害地域再
2 月 大和銀行，ニューヨー 生センター」設立
ク支屈での巨額損失隠蔽事 2 月 新潟水俣病第 2 次訴訟
件に伴い米国から撤退 で和解
4 月 診療報酬の改定で老人 2 月 香川県豊島の住民，不
外来医療の包括化 法投棄していた産廃業者を
5 月 日産，史上最大20 車種・ 4 月 米雇用機会均等委，米 相手に裁判を起こす
105 万台のリコール 国三菱自動車を社内のセク 4 月 東京都杉並不燃ゴミ中
6 月 住専処理法案成立 ハラを放置したとして連邦 継所が本格稼動，同時に「杉
6 月 消費税法改正案など成 地裁に提訴( 5 月不買運動 並病」発生
立(消費税率 3% から 5% 広がる) 5 月 係争中の水俣訴訟計10
へ引き上げなど) 4 月 老人保健審議会「高齢 件の訴訟が取り下げ(関西
7 月 住宅金融債権管理機構 者介護保険制度の創設につ 訴訟のみ継続)











1 月 橋本首相，日本版金融 1 月 介護保険法案国会提出 12 月 日本原電鶴賀原発. 1 
ビッググパン構想を発表 次冷却水漏れ事故で手動停
1 月 橋本首相，初閣議の談 止
話で中央省庁再編を述べる 12 月 中央児童審基本問題部 12 月 高松地裁，豊島産廃不
1 月 行政改革会議，初会合 会「少子社会にふさわしい 法投棄事件で業者にゴミの
保育システムについて」報 撤去と賠償請求全額の支払
とEhZ いを命じる(業者は 97 年 3
12 月 特養収賄容疑で岡光前 月に破産)
厚生事務次官を逮捕 12 月 東京都，事業用ゴミ全
面有料化に踏み切る
197 年 l 月 朝鮮半島エネルギー開 1 月 米ニ菱自動車製造，セ 4 月 農水省電長崎県諌早湾
(平成 9 ) 発機構(KEDO) と北朝鮮， クハラ問題で女性・黒人団 干拓で閉鎖工事実施
軽水炉提供の議定書に調印 体と和解合意，不買運動も 4 月 容器包装リサイクル法
l 月 東証株価 l万80 円割 中止 施行
l月 橋本首相，施政方針演 6 月 児童福祉法改正(保育 6 月 改正廃棄物処理法成立
説でf5 大改革を一体断行」 所を措置施設からはずす， (排出から処分までの流れ
と表明 自治体の保育保障義務・最 を監視するためマニフェス
3 月 野村証券，総会屋への 低水準維持・公的負担は維 ト制度全産廃に適用)
利益供与発覚，社長辞任( 5 持) 6 月 環境アセスメン卜(環
月元社長逮捕) 9 月 健康保険法改正(本人 境影響評価)法成立 .83 年の
3 月 大企業の総会屋への利 給付率 8 割引下げ，自己負 廃案から 14 年
益供与，発覚し相次ぎ逮捕 担 2 割へ引上げ) 7 月 環境庁，既設ゴミ焼却
( 3 月味の素 .6 月第一勧 12 月 介護保険法成立 炉に対するダイオキシン排
銀.9 月大和証券・日興証 ①高齢者介護サービスを北 出規制を大幅強化(新設炉
34 
政治，経済 福祉，労働 環境，地域開発
券， 10 月松坂屋・二菱自動 欧の租税方式ではなく，ド は20 年 4 月から)
車-日立・東芝) イツに次ぐ社会保険方式 7 月 香川県豊島に大量に不
3 月 三井三池鉱山閉山(1 24 (財源は社会保険料+租税) 法投棄された産廃処理をめ
年の歴史に幕) 保険者は市町村，保険料は ぐり固と合意，島で中間処
4 月 G7 ，対外不均衡となる 40~64歳の 2 号被保険者は 理，島外の管理型処分場で
円安回避の共同声明 全国一律の料率で医療保険 最終処理
4 月 消費税率 5% 引き tげ 料とともに徴収， 65 歳以上 7 月 環境省・環境税にかか
実施 の第 l号被保険者は市町村・ わる研究会，地球温暖化を
5 月 東京外為市場，円高に ごとの定額保険料を原則と 念頭においた環境税のオプ
( 5 月15 日15 円， 6 月11 日 して年金からの天引きで徴 ションを提示
10 円) ~:sl. 7 月 通産省所管エコタウン
5 月 金融ビッグパンの第 l ②要支援・要介護 1 ~ 5 の 事業で北九州市，川崎市な
弾，改正外国為替管理法成 要介護認定に応じた居宅 どが第 l次指定(容器リサ
立 (98 年 4 月実施) サービス・施設サービス(ド イクル法に対応した民間リ
6 月 NTT 分割関連 3 法成立 イツのような家族介護への サイクル施設整備が大半)
7 月 タイ，通貨パーツを管 現金給付は行わない)，自己 10 月 長野新幹線開業
理フロート制へ移行(アジ 負担 1割 12 月 温暖化防止京都会議開
ア通貨危機) ③措置方式から契約方式ヘ 催，r京都議定書J採択
7 月 香港が中国に返還され の切り替え司居宅サービス ①先進国の温暖化ガス削減
る への民間営利企業の参入 目標 (08-12 年までの聞に
1 月 拓銀，都銀初の経営破 ④一部の医療機関の介護施 90 年比で先進締約圏全体で
車定 設への切り替え(医療保険 5% 以上，日本 6% ，アメリ
11 月 山一語券，自主廃業を 給付の介護保険給付サーピ カ 7 %， EU8%) 
決定 スへの切り替え) ②「排出量(権)取引」
11 月 第 2 次財政再建(赤字 ⑤ l割自己負担を除く介護 ③クリーン開発メカニズム
比率GDP 比 3% 以下，赤字 保険給付の財源構成は公費 (国外で対策をとった削減
国債発行ゼロ)のための財 50% ・保険料50%( 第 l号・ 分を自国分にカウント)
政構造改革法成立 第 2 号保険料-の負担割合は ④森一林のC02 吸収分をカウ
被保険者数の構成による) ント
12 月 行政改革会議，最終報 ほぽ低所得層に限定され 12 月 東京湾アクアライン開
告を公表 ていた高齢者介護を中高所 通
得者ヘ拡充
198 年 2 月 改正預金保険法，金融 3 月 日本初の商用原発が営
(平成 10) 機能安定化措置法成立( 2 業運転停止
月公布施行) 3 月 「五全総J閣議決定(多
3 月大手銀行など21 行，公 3 月 特定非営利活動促進法 軸型国土)
的資金投入を申請(申請総 (NPO 法)成立 4 月 政府，r京都議定書J~こ
額2.7 兆円) 調印
3 月 金融持株会社関連 2 法 4 月 明石海峡大橋開通
施行，金融持株会社解禁 5 月 家電リサイクル法成立
4 月 経済対策閣僚会議，総 5 月 豊島産廃事件で 2 年間
合経済対策決定 中断していた調停再開
4 月 首相，財政構造改革路 6 月 政府，地球温暖化対策
線を転換，景気浮揚に全力 推進大綱決定
で取り組む方針表明 7 月 大阪西淀川公害訴訟，
5 月 大規模小売庖立地法成 大阪高裁で原告と国・公団
立 が和解，賠償金一放棄と国・公
5 月 財政構造改革法改正案 団の排ガス対策約束噌大気
(赤字国債増発のために弾 汚染訴訟で国が初めて和解
力化)・特別減税関連 3 法案 8 月 横浜地裁，川崎公害訴
成立 訟 2-4 次訴訟判決で固と
6 月 金融システム改革法案 6 月 中央社会福祉審議会部 首都高公団に賠償を命じる
等関連 4 法案成立 会，r社会福祉基礎構造改革 差止請求は適法としつつも
6 月 中央省庁等改革基本法 についてJ( 中間まとめ)提 棄却
公布・施行(0 1年 1 月を目標 出 8 月 建設省， 27 年ぶりに矢
「福祉と環境J コース・教材 345 
政治，経済 福祉，労働 環境，地域開発
に l府12 省庁) 作川河口堰建設計画を撤回
8 月 ロシア，通貨切り下げ，
外為市場取引全面停止(ロ 9 月 有害危険物質国際取引
シア経済危機) 防止のためロッテルダム条
10 月 金融再生関連8 法成立 9 月 改正労働基準法成立 約 (PIC) 採択，日本は 9 年
(金融機能安定化金融措置 (ホワイトカラーにも裁量 1 月に署名
法を廃止) 労働制並大， 9 年 4 月施行) 10 月 地球温暖化対策法成立
10 月 長援の一時固有化を閤 9 月 「精神薄弱者福祉法Jか 10 月 東京・青梅市，家庭ゴミ
議決定 ら「知的障害者福祉法Jへの 有料化




19 年 l 月 EU1 カ国，共通通貨 4 月 中央社会福祉審議会部 l 月 名古屋市，野鳥の楽園・
(平成 1) ユーロ導入 会， r社会福祉基磁構造改革 藤前干潟のゴミ埋立処分場
2 月 日銀，短期金利誘導目 についてj提出(サービスの 建設を断念
標水準の引き下げ決定(年 利用者と提供者の対等な関 1 月 生物多様性条約臨時締
0.25% →0.15%) ，1兆円以 係の確立，多様な主体の参 結国会議，遺伝子組替農作
上投入でゼ口金利政策開始 入促進，住民参加，情報公開 物の国際取引規制の議定書
3 月短期金利 年0.3% ，実 など)，利用者主権の確立と を不採択
質的にゼロ金利に いう積極的側面と福祉サー 1 月 福岡県大牟田市に全国
3 月 日産，仏ルノーの傘下 ビスの市場化という危険な 初のでRDF( ごみ固形燃料)
に入ることを正式発表(自 側面併せ持つ改革方針) 発電所設立
動車産業の世界的再編) 6 月 男女共同参画社会基本 2 月 水質汚濁に係る環境基
3 月 金融再生委， 15 銀行へ 法公布(男女の家庭生活に 準と地下水の水質汚濁に係
の公的資金7.4 兆円の資本 おける活動と他の活動の両 る環境基準改正
投入を承認 立，都道府県男女共同参画 2 月 徳島市議会，吉野川河
4 月 コメ輸入，関税化実施 計画の策定など) 口堰計画の是非を問う住民
7 月 厚生省，地方分権一括 投票条例案を否決
法による計475 の法律改正 2 月 テレビ朝日のニュース
のうち最大の91 が厚生省関 で、産業廃棄物焼却炉による
5 月 ガイドライン(日米防 連(厚生行政が機関委任事 ダイオキシン汚染を報道，
衛協力のための指針)関連 務体制の中核に位置してい 所沢産野菜に風評被害
法案(周辺事態法案)成立 た)，生活保護等多くは「法 2 月 尼崎公害訴訟で企業 9
定畏託事務」に 杜と和解成立，原告に24.
7 月 保育所認可に民間法人 万円の和解金
参入等規制緩和策決定 5 月 本四連絡橋「瀬戸内し
7 月 ダイオキシン類対策特 まなみ海道J(尾道~今治)
7 月 NTT 分割再編 別措置法成立 開通
7 月 「経済社会のあるべき 5 月 富士通，環境保全の経
姿と経済新生の政策方針J 費と効果は35 億円の黒字と
閣議決定 発表，初の「環境会計J
7 月 地方分権一括法公布 6 月 神戸空港建設の空港島
(機関委事務の廃止と国の 埋立許可
関与の見直しによる国・地 7 月 福井県の敦賀原発 2 号
方の対等な関係への転換， 炉で大量の冷却水漏れ










1 月 経済関係閣僚会議，経 6 大臣合意 9 月 茨城県東海村の核燃料
i斉新生対策を決定 ①子育て支援サーピスの充 工場JCO で臨界事故唱 49 人
1 月 東京証券取引所，新興 実(延長保育・ 5 カ年計画の が被曝 | 
企業向け新市場「マザーズJ 7 千ヶ所から 1万ヶ所へ， 9 月 ダイオキシン対策閣僚
開設 低年齢児受入・ 5 カ年計画 会議， 201 年度までにゴミ








20 年 1 月 大阪府知事選，大田房 3 月 20 年年金改正
l算民投法曹票野，投用票調率口5堰5%建，設の住(平成 12) 江氏当選，全国初の女性知 ①厚生年金報酬比例部分の ，反対票
事誕生 支給開始年齢を 13~25年度 が 9 割
3 月 東京都，大手金融機関 の新規受給者について段階 1 月 神戸地裁，固と公団に
への外形標準課税条例が成 的に65 歳ヘ引上げ(女性は 対する尼崎公害訴訟で損害
JL 5 年遅れて実施)，男子は 61 賠償請求を一部容認，差止
年 4 月 2 日以降に生まれた 請求を一部容認司差止請求
者から完全65 歳支給に を棄却した川崎公害判決
②厚生年金報酬比例部分の (98 年 8 月横浜地裁)の壁を
給付水準を 5 % 引下げ、 否定，住民の請求を認める
③賃金スライドは65 歳以上 2 月 中部電力，芦浜原発(三
は行わず，物価スライドに 重県)の建設を断念， 1963 年
とどめる に計画を立案してから 37 年
4 月 介護保険スタート 日の白紙撤回
4 月 「ゴールドプラン21jス 2 月 20 年度以降のチッソ
タート に対する支援措置，閣議了
4 月 診療報酬の技術料等で 解
初のマイナス改定 3 月 福井地裁J もんじゅJ
4 月 定期借家制度施行(市 の危険性を否定，住民の請
場重視の新たな住宅政策の 求を棄却
具体化) 3 月 直島町，豊島の産廃の
4 月 年金物価スライドによ 中間処理プラントの受け入
7 月 そごうグループ2 社が る減額 (0.3%) を実施しな れ表明
民事再生法申請・受理 い特例措置を施行 5 月 循環型社会形成推進基
4 月 改正男女雇用機会均等 本法と改正廃棄物処理法の
法施行(募集・採用，配置・昇 成立(廃棄物排出事業者の
進に関する旧法の努力規定 責任を強化一拡大生産者責
が禁止規定に，セクシャル 任の考え方導入， 6 月公布・
ハラスメント防止のための 施行)
事業主の努力義務を規定， 5 月 食品リサイクル法成立
違反企業名公表制度の新設 5 月 建設資材リサイクル法
10 月 10 日に東京証券取引所 など) 公布
の日経平均株価一時820 円 4 月 労働基準法改正(均等 6 月 香川県豊島の不法投棄
を割り，バブル崩壊以降の 法改正に合わせ，母性保護 された産業廃棄物の撤去を
最安値更新 規定を除く女子保護規定を めぐる公害調停で県と住民
10 月 経済対策閣僚会議，日 解消) が合意，知事が謝罪
本新生のための新発展政策 4 月 成年後見制度導入 6 月 特定放射性廃棄物の最
を決定 5 月 児童虐待防止法公布 終処分に関する法律成立
5 月 児童手当改正法公布 8 月 農水省， 1983 年以来て





5 月 社会福祉法成立(知的 1 月 名古屋地裁，大気汚染
障害者デイサービス事業， 公害訴訟の名古屋南部判決
1 月 IT 基本法成立 身体障害者生活訓練など 9 で差止請求を認める
12 月 米大統領選，フロリダ 事業を社会福祉事業に追 12 月 伊方原発訴訟で住民側
州の開票でもつれた末，ブ 加)社会福祉法人の設立要 敗訴
ッシュ当選 件緩和 12 月 東京都，デイーゼル車
2 月 公定歩合史上最低の 5 月 交通バリアフリー法成 に対する規制を盛り込んだ







201 年 l 月 省庁再編で内閣府に経 l 月 中央省庁再編で環境省
(平成 13) 清財政諮問会議設置 発足
3 月 日銀，量的緩和目標を 3 月 保育所の「待機児童ゼ 1 月 有明湾のノリ被害で漁
導入(操作目標を従来の短 ロ作戦」策定 船10 隻が海上デモ
期金利から資金量一日鎮当 2 月 田中長野県知事， r脱ダ
座預金残高ーへ変更，同残 ムJ宣言
高目標を従来の 4 兆円強か 2 月 宮崎市のリゾート施設
ら5 兆円程度に拡大，金融 「シーガイアJ経営破綻，第
機関への資金供給を拡大し 4 月 94 年年金改正により， 三セクター破綻としては過
消費者物価指数の前年比上 厚生年金定額部分・基礎年 去最大
昇率が安定的に0.5% 以上 金の受給開始年齢は01-13 2 月 水俣市，経済産業省所
になるまで継続) 年度の新規受給者について 管エコタウン事業で指定
4 月 小泉内閣成立 段階的に65 歳に引上げ (ピン・廃プラリサイクル施
4 月 総合規制改革会議を内 設整備)
閤府:~こ設置 (04年 3 月終了) 2 月 成田国際空港土地収用
6 月 経済財政諮問会議， r骨 訴訟で固が謝罪し，和解へ
太方針20 1J決定(郵政 3 事 3 月 米国電京都議定書から
業民営化，特殊法人改革で 離脱
4 公団廃止，国債発行30 兆 5 月 新都市計画法施行 (32
円枠) 年ぶりの改正，権限を国か
9 月 特殊法人改革，廃止は ら地方自治体へ大幅に移 l
5 法人のみ 10 月確定拠出年金法施行 譲)
9 月農水省，圏内初のBSE (日本版 401 プランと呼ばれ 6 月 ドイツ連邦政府‘電力
牛肉発見と発表 る個人積立型の企業年金を 6 社と原発全廃で合意ヘ
9 月 アメリカ同時多発テロ 導入) 7 月 むつ小川原ででセイ
9 月 東京証券取引所の日経 コーインスツルメント・ア
平均17 年ぶりに l万円割れ ルプス電気・アンデス電気
10 月 テロ対策特別措置法成 などの共同出資会社がカ
立 ラー液晶用のカラーフィル
1 月 中国， WTO に正式加盟 1 月 育児休業法を大幅改正 ターの生産開始(青森県の
1 月 アフガニスタン，タリ 育児・介護休業法に クリスタルバレー構想の具
パン政権崩壊 11 月 児童福祉法改正(認可 体化)
1 月 テロ対策特措法による 外保育施設の届出制など) 8 月 名古屋南部訴訟で和解
自衛隊派遣決定 成立
12 月 規制改革会議，第 l次 9 月 日本，ワシントンなど
答申 で京都議定書に関して米へ
12 月 政府，特殊法人合理化 働きかけ
計画正式決定 1 月 中電浜岡原発 l号機で
12 月 テロ対策支援法など成 蒸気漏れ











20 年 1 月 米大統領にブッシュ就 2 月 野村証券女性社員らが 3 月 地球環境保全関係閣
(平成 14) 任 昇格・賃金の男女差別は不 会議，新・生物多様性国家
l 月 財政健全化計画を盛り 当と訴えた訴訟で慰謝料 略決定
込んだ「経済財政の長期展 560 万円の支払い命令 3 月 経済産業省，豊島の産
望」が初めて経済財政諮問 廃を中間処理する直島のエ
会議に提出される， 201 年 4 月 確定給付企業年金法施 コタウン事業叩
代初頭に中央・地方の基礎 行(適格退職年金を 12 年 3 4 月 農水省，諌早湾の水門
的財政収支を黒字化するこ 月までに廃止，厚生年金基 開放
とを財政健全化計画の最終 金の代行返上を認める，新 5 月 東京地裁八王子支部，
目標として設定 しい確定給付年金として規 新横田訴訟(基地騒音訴訟)
l 月 三和，東海銀行の合併 約型・基金型・キャッシユパ
dで寸hヨ固に24.0 億円の支払い命
でUFJ 銀行誕生 ランス型企業年金を導入)
1月 圏内最後の炭鉱・太平 5 月横浜地裁，第 3 次厚木
洋炭鉱が閉山 訴訟(基地騒音訴訟)で固に
5 月 石油公団廃止 7 月 ホームレス支援法成立 27.5 億円の支払い命令(国
5 月 米ロ，戦略核削減に調 7 月 医擁制度改革(憧康保 は控訴)
~n 険法改正，健康増進法成立) 5 月 中部電力浜岡原発 2 号
5 月 日本経済団体連合会発 ①本人の自己負担を 3割に 機で冷却水漏れ
足 引上げ(03 年 4 月から) 5 月 土壌汚染対策法公布
5 月 5. 兆円の税源移譲な ②保険料はボーナスを含め 5 月 経済産業省，東電福島
どを柱とする「片山(総務 た総報酬から徴収 第 l ・第2，刈羽の 3 原発で
相)プラン j発表 ③高齢者の自己負担を 1割
の定率制に，現役並みの所 報告の疑いと発表
得がある高齢者は 2割 (02 6 月 政府，京都議定書批准
8 月住民基本台帳ネット 年10 月から) を正式決定
ワークが本格稼動 ④老人保慢の対象者を75 歳 6 月 都市再生特別措置法施
に 5年間かけて段階的引き 行，容積率費用途区域などの
上げ 規制適用外
10 月 北朝鮮控致被害者 5 人 ⑤公費負担を 30% から50% 7 月 自動車リサイクル法制
が24 年ぶり帰国 ヘ段階的引上げ r疋A 噌
10 月 政府，不良債権処理を 8 月 持続可能な開発に聞す
優先し，ペイオフ全面解禁 る世界サミット(環境・開発
の 2 年延長決定 9 月 少子化対策プラスワン サミット)アジェンダ 21 の





1 月 国連安保理，イラク決 物・粒子状物質に特定地域
議を全会一致で採択 における総量規制の全面施
1 月 イラク，国連決議を無 イ~Tー
条件受諾 10 月 東京大気汚染公害訴訟
12 月 北朝鮮投致被害者等支 (第 l次)判決
援法成立 1 月 有明海・八代海再生特
12 月 構造特別区域法施行 12 月 新障害者基本計画と新 別措置法公布
障害者プランを発表(入所 12 月 道路関係 4 公団民営化
施設の限定，小規模・個室化 委員会，高速道路建設を抑




203 年 3 月 米英軍司イラクと開戦 4 月 介護保険第 2 次事業計 l 月 自然再生推進法施行
(平成 15) 4 月 郵政公社発足 画開始 1 月 名古屋高裁金沢支部，
4 月 産業再生機構法等成立 もんじゅ訴訟差戻控訴審で
4 月 日本郵政公社スタート 原子炉設置許可の無効確認
4 月 政府，国際物流特区な 判決を出す，取消訴訟や民
ど構造改革特区の第 1次指 事を含め原発訴訟において
定57 件 4 月 医療診療費で「診断分 初めての請求許容判決
6 月 有事法制関連 3 法成立 類別包括評価 (DPC)J の導 l 月 新都市計画法改正(民
6 月 「骨太方針20J 決定 入(病気の種類・治療の種類 間提案型都市計画制度の
(デフレ克服が最優先課題) 別の定額払，大学病院など 導入など)，不動産・建設大
6 月 経済財政諮問会議， r三 82 病院に適用) 手企業主導型の都市再開発
位一体改革jの実施を決定 4 月 改正ハートピル法施行 都市開発が内需拡大という
(首相， 04 年度までに概ね 4 4 月 「支援費制度Jの導入① 経済政策に従属
兆円の補助金削減と経常経 「措置制度Jから契約制度へ 6 月 廃棄物処理法改正(廃
費10 割，投資的経費 8 割の ②租税方式は継続，国の負 棄物の不法投棄・不法焼却
税源移譲を指示) 担は任意的な予算補助(利 に対する未遂罪の新設)
6 月 改正食糧法成立，固に 用者の増加により年度途中
よるコメの生産調整の配分 で固からの補助金が枯渇す 8 月三重県多度町でRDF
を廃止，コメ政策は市場重 る事態が発生)③利用者の (ごみ固形燃料)発電所で
視に転換 負担は応能負担の継続 爆発事故， 7 人の死傷者
7 月 イラク復興特別措置法 6 月 「骨太方針20J で「新 (その後，国の調査で同様な
成立 しい児童育成のための体制 施設で計32 件の事故・異常
8 月住民基本台帳ネット 整備」として幼保一体化の が起きていたことが判明)
ワークが本格始動 総合施設の構想打ち出す 9 月 直島の中間処理プラン
9 月 民主・自由両党合併，野 7 月 社会保険庁，国民年金 卜，本格稼動
党第 l党の新しい民主党誕 (第 1号被保険者)の未納率 10 月 首都圏の 4 都県でデ
生 は37.2% で過去最高と発表 イーゼル車規制スタート
9 月 地方自治法改正(r 公の 7 月 厚生労働省， 02 年度の 10 月 所沢産野菜がダイオキ
施設の「指定管理者制度J創 公的年金運用赤字が 3 兆 シンに汚染されているとの
設，民間委託・「官製市場jの 608 億円で過去最悪と発表 報道について損害賠償と謝
民間営利企業への開放) (累積損失 6 兆71 億円に) 罪を求めた裁判で最高裁は
9 月 少子化対策基本法施行 差し戻し判決，テレビ朝日
9 月 次世代育成支援対策法 の実質的敗訴
施行(地方自治体や従業員
301 人以上の企業に05 年 3
月末までの行動計画策定義
務づけ)年
1 月 04 年金改革厚生労働
12 月 米国でBSE 感染牛が確 省案で与党合意(厚生年金 12 月 最高裁，新潟巻原発で
認され，政府が米国産牛肉 の固定する保険料率を厚 推進派住民の上告退け噌敗
の輸入禁止 労省案の20% から 18.3% 訴が確定句東北電力は巻原
12 月 「三位一体改革Jに聞す ヘ引き下げ、，基礎年金への 発建設を断念
る政府・与党合意， 04 年度に 国庫負担の 13 から 1/2 12 月 東京高裁，圏央道あき
補助金削減894 億円，税源 への引上げ佐 5 年先送り， る野市周辺の東京都知事の
移譲4507 億円 マク口調整の適用期間延 強制収用で地裁の停止命令
長) を退ける決定









204 年 1月 東尽地裁，日立製作所 2 月 03年 4~7 月に導入さ
(平成 16) に対して光ディスク読み取 れた「診断分類別包括評価
り技術の発明対価約1. 1億 (DPC)J で82 病院の入院医
円の支払いを命じる。青色 療費2.8% 増と調査結果を
ダイオード (LED) の発明者 発表，平均入院日数は 2 日
に支払うべき正当な報酬を 短縮
めぐる訴訟で20 億円の支 2 月 厚労相諮問機関の中央
払い命令 社会保険医療審議会，高度
2 月 陸上自衛隊本体第 l 陣 先端医療(保険診療と自由 3 月 九州新幹線(新人代~
イラク・サマワ入り 診療の併用が認められてい 鹿児島)部分開業
2 月 産業再生機構，カネボ る，全国121 病院で実施認 4 月 (独)環境再生保全機構
ウ支援正式決定 められている)について承 設立
2 月 03 年度補正予算成立， 認制から届出制に変更する 4 月 日本環境安全事業株式
円高( 2 月 2 日，東京外為市 ことを承認 会社設立
場で一時105 円30 銭)に対応 3 月 東京地裁，学生無年金 4 月 東京地裁，園央道(首都
するため介入資金枠を21 兆 障害者訴訟で国の責任を認 間中央連絡自動車道)のあ
円増額唱 10 兆円に H疋-・ きるのインターチェンジ建
4 月 消費税法改正，中小企 6 月 少子化社会対策大綱策 設で周辺地権者が国土交通
業優遇措置縮小(免税業者 r疋ム. 相の事業認定と東京都収容
の売上基準30 万円以下か 6 月 04 年年金改革法成立 委の土地収用採決の取り消
ら10 万以下へ)，消費税の ①給付水準の変動制(不安 しを求めた裁判で， I事業で
表示が「外税」から「内税」 定化，確定給付方式から確 得られる公共の利益には具
(総額表示方式)へ変更 定拠出方式への転換) 体的な根拠がない。現時点
4 月 規制改革・民間開放推 ②保険料固定方式の採用 で事業を中止すれば無益な
進会議設置，総合規制改革 (1 3.58% の厚生年金保険料 投資の相当部分は避けられ
会議の終了に伴い内閣府に を04 年10 月から毎年0.3 日 るJとして事業認定と収容
設置，民間有識者13 名で構 %引き上げ， 17 年に18.30% 採決の取り消しを命じる
成，民間大企業の「官製市場 になったところで固定，国 5 月 外来生物被害防止法制
の民間営利企業への開放要 民年金保険料-04 年度価格 ，疋ょ
求Jをストレートに実現す もー 05 年の 13 ，30 円から毎 6 月景観法成立， 05 年 6 月
る場，国民生活に密接に関 年280 円引き上げ， 17 年に 全面施行(開発重視から美
連する医療・福祉・環境保護 16 ，90 円になったところで しさを重視する国づくり
等のサービス供給が「利潤 固定) え)
確保Jの場に ③マクロ経済スライドの導 6 月 最高裁，東海環状道路




国土庁にリコールを届け出 的に引き下げる方式(新規 8 月 東京地裁，小田急騒音
25 日に同社社長がタイヤ脱 受給に適用される賃金スラ 訴訟で住民のグループの一
落事件で死亡した遺旗に事 イド率やすでに受給してい 部で和解成立，小田急が和
故後始めて謝罪 る年金に適用される物価ス 解金支払いと騒音対策
5 月 神奈川県警，車輪脱落 ライド率からスライド調整 8 月 美浜原発で蒸気漏れ事
による母子死傷事故で三菱 率一被保険者数の減少率+ 故，作業員 4 人死亡， 2 人重
ふそう・トラック・パスの前 平均余命の伸びを勘案した 体，住民への告知が事故発
会長逮捕( 6 月に元社長ら 一定率ーを差しヲ|いた率で 生後 1時間後で町の対応に
役員 6 人を業務上過失致死 スライド，マイナのスライ 不満の声
容疑で逮捕) ド調整は行わない 9 月 経産省保安院，関電美
5 月 小泉首相，地方 6 団体 ④給付水準引下げ(モデル 浜原発 3号機に電気事業法
に「三位一体改革Jにおける 年金一妻専業主婦世帯ーの に基づく運転停止命令
補助金削減の具体案づくり 所得代替率は 59.3% から 9 月 佐賀地裁，諌早湾干拓
を要請 50.2% へ低下， 50% 以上を 事業で工事差し止め決定
6 月 「骨太方針204J 決定 確保，法案では，出生率は 9 月 住友商事，温室効果ガ
(独立行政法人改革など宮 1. 39 と想定。出生率見通し ス排出で「クリーン開発メ
の改革を重視) の下方修正により，給付率 カニズム (CDM)J として世
「福祉と環境」コース・教材 351 
政治，経済 福祉，労働 環境，地域開発
8 月 地方 6団体J三世一体 はさらに低下。法案審議中 界初の国連への登録手続に
改革Jの補助金削減案を含 の4 月30 日に厚生労働省が 入る
むプラン策定 示したデータによると，現 10 月 高層マンションの市条
8 月 東京高裁，住友信託銀 在46 歳以下では40.5% に 例が決めた20m 以上の部分
行が求めていたUFJ ホール ⑤国庫負担を基礎年金の の撤去を「景観権の保護Jと
デイングスと三菱東京フア 1/3 から09 年度までに1/2 ヘ して求めた訴訟の控訴審で
イナンシャル・グループの 引上げ 東京高裁が請求棄却
信託部門の統合交渉中止の 7 月 社会保険庁で元職員が 10 月 最高裁暗水俣病関西訴
仮処分取り消し，三菱とUFJ 社長を務める業者との約 訟で被害拡大防止を怠った
は経営統合で基本合意 10.9 億円の随意契約を結ん として国・熊本県の責任を
9 月 郵政民営化の基本方針 でいたことが判明 認め‘行政の患者認定基準
閣議決定 (複数の症状の組み合わえ
9 月 ニューヨーク原油先物 10 月 厚生労働省の調査によ が求められる)を緩やかな
相場，時間内取引で初めて ると一般財源化により公立 基準で被害者を救済する基
lバレル50 ドル超える 保育所運営費が減少した自 準を示す
治体は 4割弱可パートへの 10 月 三井物産唱ディーゼル
切り替え司保育料引上げで 車の排ガス浄化装置の東京
対応 都への指定最認申請で‘イ為
10 月 米政府調査団，イラク 10 月 未納で時効となった国 のデータをた提出していた
に大量破壊兵器はなかった 民年金保険料が03 年度分で ことが判明
と結論づけ 8476 億円にのぼり，過去最 11 月 東京地裁，東京・日の
10 月 新潟中越地震 悪となったここが判明 出町の廃棄物処分場で住民
11 月 政府・自民党J三位一 11 月 「三位一体改革Jで国民 側敗訴の判決
体改革Jの全体像で合意(税 健康保険の国庫負担率 5% 11 月 三重県県警，酸化チタ
源移譲額は約1. 7兆円で補 引下げ唱都道県負担の導入 ン製造の圏内トップ企業の
助金削減額2.8 兆円を大幅 12 月 少子化社会対策大綱に 石原産業を廃棄物処理法違
に下回る，義務教育費・生活 基づく重点施策の具体的実 反の疑いで本社・四日市工
保護費国庫負担金の処理は 施計画として， r新エンゼル 場を家宅捜索，実態は産業
先送り) プラン」に代わる「子ども・ 廃棄棄物のフエロシルトを
11 月 新防衛大綱を閣議決定 子育て応援プラン」策定 無許可業者に埋立させる
多様な脅威に対応，武器輸 12 月 改正児童福祉法公布 12 月 青森県六ケ所村の日本
出3 原則の緩和 (児童虐待防止法充実，小児 原燃の使用済み核燃料再処
11 月 政府，自衛隊のイラク 慢性特定疾患対策強化な 理工場で劣化ウランを使っ
派遣 l年延長を決定 ど) た稼動実験開始
12 月 与党税制協議会，定率 12 月 発達者障害支援法成立 12 月 千葉海上保安部，高ア
減税の05 年度半減・ 2年で 「発達障害者支援センター」 ルカリ水漏出の疑いで「環
廃止を決定，自民・公明両 の設置 (02 年から予算措置 境先進企業JFE を立入調
党が増税に踏み出す点で合 で「自閉症・発達障害支援セ 査，以後「環境先進企業」を
意 ンター」からの移行が多い) 含む大企業の環境基準超
12 月 新行政改革大綱，閣議 過・データ改ざんが多数表







205 年 1月 経済財政諮問会議J改 3 月 東尽地裁，派遣労働で 1月 佐賀地裁唱諌早湾干拓
(平成 17) 革と展望 (204 年度改定) J 始めて過労自殺認定，会社 事業で固の異議退け差し止
を決定(基礎的財政収支の に賠償金2490 億円の支払い め決定維持
黒字化目標を 12 年度に 1年 を命じる l月 JFE 東日本製鉄所千葉
前倒し) 3 月 東京高裁，学生障害者 地区の排水関連施設でブk質
2 月 産業再生機構，経営不 無年金訴訟で l人50 万円 汚濁防止法や千葉県・千葉
振企業への支援決定を事実 の賠償を命じた l審判決を 市との公害防止協定の基準
上打ち切り，支援案件は計 取り消し， 3人に請求を棄却 を上回るシアンなどを検出
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411'午(ダイエー ，カネボー ， 3 月 規制改革担当大臣と厚 データを改ざんして報告，
三井鉱山，大京，ダイア建設 生労働大臣， r混合診療J解 基準を上回る排水を公共用
ミサワホームホールデイン 禁(保険診療と保険外診療 水系に流し続けてきたこと
グス，金門製作所，タイホー の併用)で基本的合意 が社内調査で判明
工業など) ①特定療養費制度を廃止， 2 月 京都議定書発効
3 月 「市場化テスト(官民競 保険導のための評価を行う 2 月 福井県知事，ナトリウ
争入札制度)J の導入を柱と もの(現行の特定療養費制 ム漏れ事故で95 年から運転
する「規制改革 3ヶ年計画 度)と保険導入を前提とし 停止している高速増殖炉
(改定) J閣議決定 ないもの(新設)に整理，新 「もんじゅ」の改造工事を文
3 月 市町村合併促進特例法 たな枠組みを構築 部科学相に了最
の申請期限。 206 年 3 月末 ②圏内未承認薬の使用，先 3 月 千葉市， JFE に対して
には市町村数は「平成大合 端技術の利用の弾力化 水質汚濁法に基づく停止命
併」前の約 6割に減少する ③制限回数を超える医療行 令と改善命令




町村の中心区域以外では住 求の実現(主に高所得層が 4 月 京都議定書目標達成計
民の意思が反映ぜ、ず，過疎 現行制度よりも安く最先端 画閣議決定
化促進 医療を受られるというメリ 4 月 青森県・原燃など， MOX
3 月 食料・農業・農村基本計 ットを享受，民間医療保険 工場立地協定に調印
画，閣議決定 に多額の保険料を支払って 4 月 環境省， r今後の水俣病
4 月 ベイオフ全面解禁 対応， r混合医療解禁jは民 対策Jについて発表，新救済
4 月 個人情報保護法全面施 間保険会社が最も強く要 策の柱は「新保憧手帳」によ
ff 求)公的医療費の抑制効果 る医療費の全額支給にとど
4 月 衆議院憲法調査会，自 4 月 育児・介護休業の対象 まる
民・公明・民主の賛成多数で 労働者の拡大(一定の要件 5 月最高裁J もんじゅJ訴
議決(改憲の必要性を明確 を満たす有期労働者)，育児 訟で原子炉設置許可を無効
に打ち出す) 休業期間延長 とした二審判決を破棄，適
4 月 フジ，ライブドアと和 4 月 発達障害者支援法施行 法と判決
解。ライブドア保有株をす 4 月 生活保護で「自立支援 5 月 佐賀高裁，諌早湾干拓
ベて買い取り，ニッポン放 プログラム」導入 事業で漁業者側の申し立て
送を子会社化 5 月 障害者雇用促進法改正 を退ける
5 月 住民基本台帳ネットで (精神障害者も雇用率の算 5 月 三菱地所など，土壌汚
金沢地裁は違憲性を認める 定対象に) 染の隠蔽問題でトップが引
判決，名古屋地裁では原告 6 月 介護保険法改正法案成 責辞任
の請求(住基ネットからの JI. 5 月 北海道新幹線新青森~
離脱)を棄却 ①介護給付費を抑制するた 新函館間着工， 15 年度開業
5 月 「小さくて効率的な政 め，軽度の要介護者は予防 を目指す
府」をつくることを中心課 給付の対象に 6 月 改正温暖化対策法成立
題に掲げた「経済財政運営 ②要支援・要介護になるお 大企業に温室効果ガスの算
と構造改革に関する基本方 それのある者に介護予防 定，国への報告を義務づけ





等への運営委託を許容 療中の 3 人に見舞金を出す
⑤地域蜜着サービスの新設 ことを決定
⑥09 年度(第 4 期事業計画
開始年度)を目途に被保険 7 月 国土交通省，建設中の
者の年齢齢引き下げ弔障害 淀川水系ダムのうち 2 ダム
者福祉との統合を検討 の建設中止の方針を正式に
7 月 中国人民元切上げ 7 月 厚生労働省，年金資金 発表，国直轄の着工i斉みダ
7 月 粉飾決算でカネボウの 運用基金による公的年金の ムの建設中止は全国初めて
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上場停止.04 年 6 月に決定 04 年度運用結果は黒字と発 当初利水を予定していた尽
した産業再生機構の再生支 表，旧年金福祉事業団から 都府・大阪府なと守が水需要
援は継続 継承した累積赤字は解消 の伸び悩みを理由に撤退を
8 月 郵政民営化法案‘参院 9 月 東京高裁，新潟障害者 表明していた
で否決、衆院解散 無年金訴訟で l審・新潟地 7 月 国土総合開発法を全面
裁判決を取り消し，原告側 改正，国土形成促進法制定，
が逆転敗訴 5つの地方開発促進法も廃
10 月 自民党，新憲法草案を 10 月 厚生労働省. r三位一体 止
決定 改革Jで生活保護の国庫負 8 月 原子力安全委，九電力f
10 月 「日米同盟未来のため 担率引下げ提案 玄海原発 3号機で申請のプ
の変革と再編J(共同文書) 11 月 地方 6団体，生活保護 ルサーマル計画を「安全Jと
が発表される 国庫負担率引下げに反対す 答申
10 月 中央教育審議会. r三位 る緊急声明出す 8 月 公害等調整委，諌早湾
一体改革Jによる義務教育 11 月 障害者自立支援法公布 干拓事業を巡る有明海沿岸
費国庫負担金の廃止に反対 ①障害種別(身体障害，知的 漁業者の原因裁定申請を棄
同制度の堅持求める答申を 障害，精神障害)の縦割りか 却




えた利者負担強化(サーピ 10 月 厚労省司アスベスト使
ス費用の 1割，食費・居住費 用・輸入を原則禁止に






企業，特に一般企業での就 10 月 厚生労働省，アスベス
労を誘導 トの使用・輸入禁止措置と
④国が費用のl氾を負担，支 る，欧米より 10 年遅れ
援費制度の予算補助から義 10 月 青森県知事暗むつ市ヘ
務的な国庫負担へ転換 の使用済み核燃料中間貯蔵
⑤施設(病院)中心の障害者 施設立地の聖人を表明
支援から地域生活中心の支 10 月 水俣病不知火患者会，
援へ転換，過渡的措置とて 国・熊本県を相手取って損
病院の敷地内施設も地域生 害賠償等を求め訴訟を起こ
活中心の支援の場と認める す(0 6年 3 月までにに 4 陣




を交付基準に，一般企業へ 年 4 月出した新救済策を
の就労の実績により割増金 r95 年は政治判断の所産句行
交付) 政の裁量を超えるJとして
1 月 耐震偽装問題が発覚 1 月 「三位一体改革Jに係る 医療費支給にとどめ，認定
1 月 政府・自民党J三位一 政府・自民党合意で，生活保 基準の見直しも拒む。
体改革J新規決定分で合意， 護費負担金の引き下げは地 10 月 JEFr 汚水排出問題jで
(補助金削減額 0.75 兆円，税 方自治体側の主張が尊重さ 書類送検
源移譲額0.64 億円，義務教 れて盛り込まれず，児童手 10 月 環境省.06 年度改正で
育費国庫負担金の補助率1/ 当・児童扶養手当の国庫補 導入を目指す環境税最終案
2から 113 へ引下げ) 助率が引き下げられ，一般 を正式に発表，石油や石炭
12 月 国土交通相の私的諮問 財源化 などの化石燃料に含まれる
機関「構造計算偽装問題に 炭素に対して1t当たり
関する緊急調査委員会J設 240 円を課税 (r 炭素税J) • 




12 月 犯罪対策閣僚会議，子 12 月 全国知事会会長，全国 しているガソリン，軽油な
どもの安全確保のための 6 市長会会長，厚生労働大臣， どは当面課税対象から除
項目の緊急対策まとめる 内閣官房長官の 4 者は「地 外， 1世帯当たり負担が月
12 月 行政改革重要方針を閤 方は生活保護の適正化つい 約180 円，使途は地球温暖化
議決定(政府系金融機関・特 て真剣に取り組むJなどを 対策に限定(目的税)，年
別会計・公務員総人件費の 内容とする確認書に署名 370 億円の税収を見込む
改革で数値目標設定) 1 月 ロシアが京都議定書批
12 月 政府系金融機関の統廃 12 月 厚生労働省の人口動態 准
合を検討する「政策金融改 統計(年間推計)によると， 1 月 三重県警，石原産業の
革推進本部」初会合 205 年に初めての自然減 フェロシルト処理問題で本
12 月 政府・与党，道路特定財 12 月 規制改革・民間開放の 社-四日市工場を捜索。愛
源を暫定税率を引き下げな 推進会議，第 2 次答申，公的 知・岐阜県，石原産業のフェ
いまま一般財源化すること 保育制度を介護保険制度と ロシルト違法廃棄問題で撤
で合意， 06 年半ばの「歳入・ 同じ仕組みに転換すること 三Zヒ孟メロロ』β寸3、
歳出一体改革Jに盛り込む を打ち出す(福祉の介護保 1 月 東京高裁，新横田基地
12 月 政府，米国産牛肉の輸 険化の総仕上げ) 騒音訴訟の控訴審で損害賠
入再開を決定 12 月 東京都・練馬区，公立保 償を認めたが，飛行差し止
育所の運営は大手育児メー め請求は退ける
カー「ピジョンjに委託(06 11 月 原子力政策大綱策定
年 5 月までに保育士26 人の (2030年に発電量の 3~4








206 年 1 月 米国から到着した，せ 2 月 石綿による健康被害者 1月 川崎市，アナン国連事
(干成 18) き柱を含む牛肉が確認され を救済する「石綿新法j成立 務総長が提唱している「グ
再度輸入禁止 (工場近辺に住んでいて発 ローバルコンパクト J(人権 i
1 月 経済財政諮問会議に提 病した者，労災申請が遅れ 労働，環境，腐敗防止の 4 分
出した「経漬財政の長期展 て適用が受けられない者が 野についての企業・団体の
望jで財政健全化の目標年 救済対象) 自主行動10 原則)に自治体
度を201 度に前倒し(輸出 2 月 社会保険庁，収納率を として初の参加
主導型景気上昇に支えられ 引き上げるために，年金を l月 電気事業連合会，青森
た大幅な法人税の自然増収 不正に免除した事実が表面 県六ケ所村の再処理工場で
が背景) 化， 3 月の事務所長への調 使用済み核燃料から取り出
1 月 北海道夕張市長，財政 査で不正免除なしとのウソ す国産プルトニウムの利用
赤字で財政再建団体の指定 の報告 計画を公表
を申請する方針と表明 3 月 厚生労働省，r生活保護 2 月 国土開発幹線自動車道
1 月 証券取引法違反容疑で 行政を適切に運営するため 建設会議(国交相の諮問会
堀江貴文ライブドア社長ら の手引jを発出(関係先調査 議)，今後の高速道路の整備
を逮捕 の徹底，暴力団への対応な 方針を決定(国が定めた整
3 月 日銀，量的緩和解除，操 ど) 備計画9342lan のうち宋着
作目標を日銀当座預金残高 3 月 社会保険庁改革法案を 工の1276km は全て完成さ
から短期金利に変更した上 国会に提出(年金部門は「国 せる，うち153km は3 高速
で，金利がおおむね 0% で の特別の機関としての「ね 道路会社が，残りの123km
推移するように促すと発表 んきん事-業機構 jに) は新直轄方式で)，公団民営
3 月 厚木基地の米空母艦搭 4 月 05 年の高齢者等雇用安 化後も政府が決定
載機の岩国基地への移転計 定法改正により， r高年齢者 3 月 出光興産，愛知製油所
画の賛否を問う山口県岩国 雇用確保措置Jの導入 でのばい煙データ改ざんを
市の住民投票で反対が87% 4 月 04 年度から 3 カ年計画 公表
投票率58.6% で進められている生活保護 3 月 九電玄海原発 3 号機の
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4 月 耐震偽装事件で「緊急 の老齢加算縮小の 3年目 プルサーマル計画について
調査委員会報告書」提出 (全廃)， 05 年度から進めら 佐賀県知事・玄海町長が了
4 月 耐震偽装事件で姉歯秀 れている母子加算 (3 歳児 承，九電は 10 年度までの実
次・元 l級建築市らを逮捕 以上の児童がいる母子家庭 施を目指しており，全国初
5 月 日米両政府の安全保障 向け)縮小の 2 年目 のプルサーマルとなる可能
協議委員会が沖縄県の普天 4 月 高齢者虐待防止法施行 性が大きい
間基地飛行場を 14 年までに 4 月 厚生・共済年金の一元 3 月 青森県六ヶ所村の日本
グアムへ移転することなど 化に関する基本方針を閣議 原燃再処理工場で使用済み
を盛り込んだ在日米軍再編 決定(公務員の職域加算を 核燃料を用いた試運転開
に関する「ロードマップ」に 廃止，厚生年金と公務員の 始， 17 カ月の試運転でプル
合意 実質的保険料格差を 18 年に トニウム (Pu) 4 tを取り出
5 月 防衛長官と沖縄県知事 解消) す，取り出したPu とウラン
が普天間飛行場の移設につ 4 月 大阪高裁，大阪・大東 (U) をMOX 燃料とする加工
いて基本的に合意し， r在沖 市の公立保育所の廃止・民 工場を07 年 4 月に着工‘ 12
米軍再編に係る基本確認 営化に閲する訴訟で保護者 年の操業開始を目指す，こ
書」を作成 へ損害賠償を命じる判決， れにより軽水炉核燃料サイ
5 月 行政改革推進法成立 市側の実質敗訴 クル計画が始動
6 月 日米両政府，食肉処理 5 月 横浜地裁‘公立保育所 3 月 国土交通相，民営化し
施設への事前査察でBSE 対 4 園の民営化を違法とする た高速道路会社と道路整備
策強化を確認することなど 判決 計画と債務返済独立行政法
を条件に米国産牛肉の輸入 5 月 年金不正免除で，再調 人が結んだ道路整備や債務
を再開することで合意 査・再々調査実施，大阪・東 返済などに関する協定の内
京・三重・長崎などの不正の 容を認可(整備計画のうち
報告が明るみに 未開通区間約 10lan をす
6 月 「就学前保育等推進法J ベて完成させる)高速道路
公布(総合施設「認定こども 整備は国が決め宥押し付け
園」創設) 4 月 環境基本計画改定
①最低基準の形骸化(都道 5 月 水俣病公式確認50 年




方の認可をとる)， (i) 幼 鋼所加古川製鉄所・神戸製
稚園型， (i ii)保育所型， 鉄所の防止法に定めるばい
(i v) 地方裁量型(幼保どち 煙の排出基準(NOx とSOx)
らの認可も必要としない) 超過とデータ改ざんが判明




ーの方式化 5 月 都市計画法改正晴中心
6 月 政府企業の子育て支援 市街地活性化のための大規
や長時間労働是正などを盛 模庖舗の立地規制
り込んだ「新しい少子化対 6 月 神戸製鋼，加古川製鉄
策についてJを決定 所のばい煙問題の社内調査
6 月 医療改革法成立 結果報告書をまとめ，再発|






支援保険料40% ，後期高齢 dロ'-~ロbロ A下、
者保険料10% ー高齢化に伴 6 月 島根県知事，中電島根






②自己負担引上げ(06 年10 原発 3号機の運転再開を了
月以降，現役並み所得者 2 承
割から 3割へ，療養病床の 7 月 国土総合開発法が全面
食費・居住費は10 割負担， 改正され，国土形成促進法
08 年 4 月から前期高齢者は 制定( 5つの地方開発促進
1割から 2割へ，高額療養 法も廃止)
費の自己負担限度月収の 7 月 キリンピー jレ，横浜工
25% など見直し)乳幼児の 場で汚泥流出，書類送検
2割自己負担の対象を 3歳 8 月 不二サッシ，千葉工場
未満から小学校入学前に拡 での排水データ改ざんが判
大 明
③都道府県を軸とした保険 8 月 王子製紙子会社・王子
者の再編統合 (08 年10 月か コーンスターチ千葉工場の
ら政管健保の実質的保険料 排水データ改ざんを公表
格差を容認(18 年から都道 8月 原子力安全委員会，九
府県単位の運営， 06 年10 月 電が玄海原発 3号機で申請
から地域型健保の創設) していたプルサーマル計画
④「杜会的入院jによる平均 を「安全jと答申
在院日数短縮化のため12 年 8 月 公害等調整委員会，諌
度までに療養病床38 万床 早湾干拓事業をめぐる有明
(医療型 25 万床，介護型13 万 海沿岸漁業者の原因裁定申
床)を医療型 15 万床万床(う 請を棄却
ち医療型から 11 万床型，介 8 月 経済産業省J原子力立




6月 小泉首相，イラク派遣 6月厚生労働省， 05 年の人 軽水炉サイクルと高速増殖
の陸上自衛隊の撤収を発表 口動態を発表，合計特殊出 炉サイクル(FBR サイクJレ)
航空自衛隊派遣 生率は1. 25 と過去最低を記 に区別して論議
7 月 日銀，ゼ口金利解除 録 ②軽水炉サイクル(軽水炉
7 月 「骨太の方針206J 閣議 7 月 「骨太方針206J による 原発→使用済核燃料中間貯
決定， と，毎年 1兆円の自然増が 蔵施設経由または直接→再
①11 年度までに中央・地方 ある社会保障については今 処理工場→MOX 燃料工場
の基礎的財政収支を黒字化 後 5年間で1. 6兆円削減， 04 →軽水炉原発)， FRB サイク
②黒字化には16 兆円の財源 年度年金改正と 06 年医療改 ル始動までのつなぎ
不足 革の効果を織り込んだ上で ③FRB サイクル(憤用済み
③消費税増税の提起を07 年 の16 兆円の財源不足である 核燃料料再処理工場一構想
秋の参議院選挙後に先送り ので，社会保障の削減1. 6兆 段階一→高速増殖炉用燃料
④「小さな政府J指向で財政 円の中心は生活保護費の給 工場一構想段階一→U'Pu
憧全化の中心は歳出削減 付水準の大幅引き下げと雇 混合燃料を高速増殖炉へ)
(11 兆円あまり) 用保険に対する国庫負担廃 高速増殖炉について205 年
7 月 農林水産省と厚生労働 止として打ち出される可能 頃の商業化の目標，20 年
省カ宮BSE 対策本部を聞き， 性が大きい 代に実証炉をつくる計画
米国産牛肉輸入再開を決定 政府は，地球温暖化を「追い
(8 月再開) 風J(原発は温暖化ガスを排
7 月 イスラエルがレバノン 出しない)に，使用済み核燃
侵攻 科をウランをMOX 燃料と
















for MoneyJ への転換，本家・ 貯蔵施設に保管される。地
イギリスで廃止された政策 元との約束に反して六ケ所
の約20 年遅れの移入) 村の「核のゴミ捨て場」にな









9 月 国土庁がは発表した06 10 月 安倍首相，社会保険庁 では203 年頃に廃炉ラッシ
年の基準地価で3大都市圏 改革について解体的出直し ユが来る。201 年12 月開始
では住宅地，商業地共に上 を宣言 の東海東海発電所では17 年
昇し， 190 年バブル崩壊後 10 月 障害者自立支援法全面 がかりの解体となっている
16 年ぶりの上昇となった 施行 それよりも巨大化した原発
9 月 安倍内閣成立 10 月 全国知事会・全国市長 の解体には膨大な費用と時
10 月 米国産牛肉で輸入が認 会の新たなセーフテイネッ 聞がかかる。




10 月 北朝鮮が核実験を実施 -J を発表，高齢者は年金制 で，試算では高コストであ
国連安保理が北朝鮮に対し 度の充実で吸収した上で重 る。日本のプルトニウム保
ては初めて制裁決議(船舶 度障害者などを除く現役世 有の累増という危険性が高
などの貨物検査や金融制 代には就労自立のための 5 まっている。これと「核保有
裁)を採択 年間の有期保護制度を導入 論Jが結びつくと国民の生
10 月 中国の外貨準備高が l する，ボーダーライン層が 活や世界平和にとって「最
兆ドルと世界初の水準に達 生活保護へ移行することを 悪のシナリオJとなる。
する 防止する就労支援制度の導
10 月 福島県知事を収賄容疑 入を提唱，アメリカの有期




1 月 ブッシュ大統領のイラ 1 月 財政審議会の建議最終
ク政策を最大争点とする米 案が判明，社会保障では雇
中間選挙， 94 年以来12 年ぶ 用保険の失業給付への国庫
りに民主党が両院で多数派 負担の全廃を念頭に抜本改
に，ブッシュ大統領は対イ 革をし，生活保護の母子加
ラク最強硬派といわれてき 算 (0 - 3 歳児のいる母子
たラムズフェルド国務長官 家庭向け)は廃止すべきで
を解任，イラク政策の修正 あるとする
を余儀なくされる 1 月 経済財政諮問会議で大
358 
政治，経済 福祉，労働 環境，地域開発
11 月 イラク・パグダット東 企業の利益を代表する民間
部にあるシーア派のサドル 議員が今後 5年間の医療・
派拠点で連続爆破テロ発 介護費用の削減目標を06 年
生， 20 人以上が死亡， 1カ 度中に策定するよう求め，
所へのテロ攻撃としてはフ 厚労相が「とても無理だ」と
セイン政権崩壊後最大の米 反論
国のイラク攻撃により深刻 11 月 政府・与党，パートへの
な内戦に，米軍の死者も多 年金拡大の方針，勤続年数
数(第 2 のベトナム化) l年以上，標準報酬月額9.8
万円以上，従業員30 人未満
の中小企業は適用除外





















飯島伸子(編著) r公害・労災・職業病年表j 公害対策技術同友会， 197 年。
市川一宏・引馬知子「戦後50 年の社会福祉・社会保障制度年表J rジュリスト』増刊号， 195 年11
月。
加藤治彦(編) r年表でみる日本経済の足どり』財経詳報杜， 201 年。
下川歌史『環境史年表J (昭和・平成編)河出書房新社， 204 年。
『新聞ダイジ.エスト』回多英範・横山和彦(編) r日本社会保障の歴史』学文社， 191 年。
建部久美子『社会福祉年表』明石番庖， 204 年。
『時の動き』不破敬一郎・森田昌敏(編著) r地球環境ハンドブック j (第 2版)，朝倉書房， 202 
年。
福祉文化学会(編) r高齢者生活年表 1925-3J 日本エディタースクール出版部， 195 年。
矢部洋三ほか(編著) r新訂 現代日本経済史年表J 日本経済評論社， 201 年。
